
岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

第１編　共通編
第１章　総則
第１節　総則

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行

1-1-1-14 1.一般事項 1.一般事項

21/86

R4とR6(案）
の比較頁

　検査員は、監督員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と
対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。
（1）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ
（2）工事管理状況に関する書類、記録及び写真等
（3）週休二日の履行状況

4.検査内容 4.検査内容

　受注者は、契約書第33条の規定に基づき、工事完成届を監督員に提出しなけれ
ばならない。

　受注者は、契約書第33条の規定に基づき、工事完成届を監督員を通じて発注者
に提出しなければならない。

国に準拠 19/86

新規追加（国に準
拠）

19/86

3.標示板の設置 3.標示板の設置
　受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所
に、工事名、工期、発注者名、受注者名及び工事内容等を記載した標示板を設置
し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板の
設置が困難な場合は、監督員の承諾を得て省略することができる。

受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所
に、工事目的、工期、発注者名、施工者名及び工事内容等を記載した標示板を設
置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板
の設置が困難な場合は、監督員の承諾を得て省略することができる。

文言の統一（国に
準拠）

10.工事情報共有化
受注者は、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有することによ
り、業務の効率化を図らなければならない。
また、情報を交換・共有するにあたっては、「岡山県情報共有システム運用ガイ
ドライン」に基づき、情報共有システムを積極的に活用すること。

新規追加

　施工管理

　工事の一時中止 　発注者は、契約書第21条の規定に基づき以下の各号に該当する場合において
は、あらかじめ受注者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部また
は一部の施工について一時中止をさせることができる。
　なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ
の他自然的または人為的な事象による工事の中断については、1-1-1-42臨機の措
置により、受注者は、適切に対応しなければならない。

　発注者は、契約書第21条の規定に基づき以下の各号に該当する場合において
は、あらかじめ受注者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部また
は一部の施工について一時中止をさせることができる。
　なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ
の他自然的または人為的な事象による工事の中断については、第1編1-1-1-43臨機
の措置により、受注者は、適切に対応しなければならない。

誤植

1-1-1-21 1.工事完成届の提出 1.工事完成届の提出
　工事完成検査

5.再生資源利用促進計画 5.再生資源利用促進計画
　受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建
設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合に
は、再生資源利用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督員に提出しなければ
ならない。

　受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建
設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合に
は、再生資源利用促進計画を作成し、施工計画書にその写しを添付して監督員に
提出しなければならない。
また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用促進計画を公衆が見やすい場所
に掲げなければならない。

国に準拠

1-1-1-19 4.再生資源利用計画 4.再生資源利用計画
　建設副産物 　受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物等を工事現場に搬入する

場合には、法令に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に含め監督員
に提出しなければならない。

　受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物等を工事現場に搬入する
場合には、法令等に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書にその写し
を添付して監督員に提出しなければならない。
また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画を公衆が見やすい場所に掲
げなければならない。

国に準拠

　検査員は、監督員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と
対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。
（1）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ
（2）工事管理状況に関する書類、記録及び写真等

15/86

18/86

18/86

20/86

23/86
11.不具合等発生時の措置
受注者は、工事施工途中に工事目的物や工事材料等の不具合等が発生した場合、
または、公益通報者等から当該工事に関する情報が寄せられた場合には、その内
容を監督員に直ちに通知しなければならない。

新規追加

1-1-1-22 3.検査内容 3.検査内容
　既済部分検査等 　検査員は、監督員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来

高に関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。
（1）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査
を行う。
（2）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。

　検査員は、監督員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来
高に関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。
（1）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査
を行う。
（2）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。
 (3) 週休二日の履行状況

新規追加（国に準
拠）

1-1-1-24

23/86
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項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

22/86

25/86

25/86

26/86

29/86

　交通安全管理
　受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全につ
いて、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、
区画線及び道路標示に関する命令（令和2年3月改正 内閣府・国土交通省令第1
号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和
37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準の一部改正について
（局長通知　平成18年3月31日　国道利37号・国道国防第205号）、道路工事現場
における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課
長、国道・防災課長通知 平成18年3月31日　国道利38号・国道国防第206号）及び
道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和47年2月）に
基づき、安全対策を講じなければならない。

 受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全につい
て、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区
画線及び道路標示に関する命令（令和3年9月改正 内閣府・国土交通省令第4
号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和
37年8月30日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正について
（局長通知　平成18年3月31日　国道利37号・国道国防第205号）、道路工事現場
における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課
長、国道・防災課長通知 平成18年3月31日　国道利38号・国道国防第206号）及び
道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和47年2月）に
基づき、安全対策を講じなければならない。

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

1-1-1-27

1-1-1-28 1.安全指針等の遵守 1.安全指針等の遵守
　工事中の安全確保 　受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令

和3年3月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国
土交通省総合政策局建設施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全
施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本潜水協
会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS A 8972
（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理
を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工事の
契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

　受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令
和4年2月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国
土交通省総合政策局建設施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全
施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本潜水協
会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS A 8972
（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理
を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工事の
契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

　工事関係者に対する措置

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

8.低騒音型・低振動型建設機械 8.低騒音型・低振動型建設機械

6.排出ガス対策型建設機械6.排出ガス対策型建設機械

受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を使用する場合は、
2011年以降の排出ガス基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規
制等に関する法律施行規則」（令和元年6月改正経済産業省・国土交通省・環境省
令第1号）16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された特定
特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8日付建設
省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改
訂平成28年8月30日付国総環リ第6号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガ
ス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を使用する場合は、
2011年以降の排出ガス基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規
制等に関する法律施行規則」（令和3年2月改正経済産業省・国土交通省・環境省
令第1号）16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された特定
特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8日付建設
省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改
訂平成28年8月30日付国総環リ第6号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガ
ス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通
達、昭和62年3月30日改正）によって低騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使
用を義務付けている場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定
（国土交通省告示、平成13年4月9日改正）に基づき指定された建設機械を使用し
なければならない。ただし、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可
能な場合は、認定機種と同程度と認められる機種または対策をもって協議するこ
とができる。

　週休２日の対応

1-1-1-29

1-1-1-30
　後片付け

　爆発及び火災の防止

1-1-1-31
　事故報告書
1-1-1-32
　環境対策

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通
達、昭和62年3月30日改正）によって低騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使
用を義務付けている場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程
（国土交通省告示、平成13年4月9日改正）に基づき指定された建設機械を使用し
なければならない。ただし、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可
能な場合は、認定機種と同程度と認められる機種または対策をもって協議するこ
とができる。

1-1-1-33
　文化財の保護
1-1-1-34 5.交通安全法令の遵守 5.交通安全法令の遵守

受注者は、週休二日に取り組み、その実施内容を監督員に報告しなければならな
い。

新規追加

軽微な修正（国に
準拠）

23/86
1-1-1-26

29/86

30/86

23/86

27/86
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項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

33/86

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

（45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令和3年5月改正 法律第37
号）

（56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
（令和3年5月改正 法律第37号）

（73）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法
　

（73）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法
 

（63）厚生年金保険法 （令和3年6月改正 法律第66号）

（67）職業安定法 （令和4年3月改正 法律第12号）
（68）所得税法 （令和4年6月改正 法律第71号）
（70）船員保険法 （令和3年6月改正 法律第66号）
（71）著作権法 （令和3年6月改正 法律第52号）
（72）電波法 （令和4年6月改正 法律第70号）

（61）空港法 （令和4年6月改正 法律第62号）（61）空港法 （令和元年6月改正　法律第37号）
（63）厚生年金保険法 （令和2年6月改正　法律第40号）

（67）職業安定法 （令和元年6月改正　法律第37号）
（68）所得税法 （令和2年3月改正　法律第 8号）
（70）船員保険法 （令和2年6月改正　法律第52号）
（71）著作権法 （令和2年6月改正　法律第48号）
（72）電波法 （令和2年4月改正　法律第23号）

（64）航路標識法 （平成28年5月改正　法律第42号）

（65）資源の有効な利用の促進に関する法律 （平成26年6月改正　法律第69号）

（64）航路標識法 （令和3年6月改正 法律第53号）

（65）資源の有効な利用の促進に関する法律 （令和4年5月改正 法律第46号）

（60）漁業法 （令和元年5月改正　法律第 1号）

（53）船舶安全法 （令和3年5月改正 法律43号）
（55）自然公園法 （令和3年5月改正 法律第29号）

（60）漁業法 （令和3年5月改正 法律第47号）

（45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成26年6月改正　法律第
55号）

（56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
 （令和元年6月改正　法律第37号）

（43）建築基準法 （令和2年6月改正　法律第43号） （43）建築基準法 （令和4年5月改正 法律第55号）

（48）海上交通安全法 （平成28年5月改正　法律第42号）

（51）船員法 （平成30年6月改正　法律第41号）

（50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 （令和元年5月改正　法律第
18号）

（57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
  （平成27年9月改正　法律第66号）

（50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 （令和3年5月改正 法律第43
号）

（48）海上交通安全法 （令和3年6月改正 法律第53号）

（51）船員法 （令和3年6月改正 法律第75号）

（57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（令和3年5月改正 法律第36号）

（55）自然公園法 （令和元年6月改正　法律第37号）

（23）港則法 （平成29年6月改正　法律第55号） （23）港則法 （令和3年6月改正 法律第53号）

（26）航空法 （令和2年6月改正　法律第61号） （26）航空法 （令和4年6月改正 法律第62号）
（30）環境基本法 （平成30年6月改正　法律第50号） （30）環境基本法 （令和3年5月改正 法律第36号）

（25）下水道法 （平成27年5月改正　法律第22号） （25）下水道法 （令和4年5月改正 法律第44号）

（38）文化財保護法 （令和3年4月改正 法律第22号）

1-1-1-36 1.諸法令の遵守 1.諸法令の遵守

（8）雇用保険法 （令和4年3月改正 法律第12号）

（15）道路交通法 （令和2年6月改正　法律第52号） （15）道路交通法 （令和4年4月改正 法律第32号）
（17）道路運送車両法 （令和4年3月改正 法律第4号）（17）道路運送車両法 （令和2年3月改正　法律第 5号）

（20）河川法 （平成29年6月改正　法律第45号） （20）河川法 （令和3年5月改正 法律第31号）

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （令和4年3月改正 法律第12号）

　諸法令の遵守
　受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るととも
に、諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならない。
　なお、主な法令は以下に示す通りである。

　受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るととも
に、諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならない。
　なお、主な法令は以下に示す通りである。

（14）道路法 （令和2年6月改正　法律第49号）

（10）健康保険法 （令和2年6月改正　法律第52号）

（13）出入国管理及び難民認定法 （令和元年12月改正　法律第63号）

（10）健康保険法 （令和3年6月改正 法律第66号）

（13）出入国管理及び難民認定法 （令和3年6月改正 法律第69号）
（14）道路法 （令和3年3月改正 法律第9号）

（2）建設業法 （令和元年6月改正　法律第37号）
（8）雇用保険法 （令和2年6月改正　法律第54号）

（2）建設業法 （令和元年6月改正　法律第37号）

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （令和2年3月改正　法律第14号）

1-1-1-35
　施設管理

14.通行許可 14.通行許可
　受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成31年3月改正
政令第41号）第3条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路
法第47条の2に基づく通行許可を得ていることを確認しなければならない。また、
道路交通法施行令（令和2年6月改正 政令第181号）第22条における制限を超えて
建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和2年6月改正 法律
第52号）第57条に基づく許可を得ていることを確認しなければならない。

　受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令和3年7月改正 政
令第198号）第3条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路
法第47条の2に基づく通行許可、または道路法第47条の10に基づく通行可能経路の
回答を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（令和4
年1月改正政令第16号）第22条における制限を超えて建設機械、資材等を積載して
運搬するときは、道路交通法（令和4年4月改正 法律第32号）第57条に基づく許可
を得ていることを確認しなければならない。

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

（22）港湾法 （令和2年6月改正　法律第49号） （22）港湾法 （令和4年3月改正 法律第7号）

（38）文化財保護法 （令和2年6月改正　法律第41号）
（40）電気事業法 （令和2年6月改正　法律第49号） （40）電気事業法 （令和4年6月改正 法律第74号）
（41）消防法 （平成30年6月改正　法律第67号） （41）消防法 （令和3年5月改正 法律第36号）

（53）船舶安全法 （平成29年5月改正　法律第41号）

31/86

33/86



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

36/86

36/86

36/86

37/86

39/86

第２章　土工
第１節　適用

第２章　土工
第２節　適用すべき諸基準

実態を踏まえた規
定の変更（国に準
拠）

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。
また、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従う
ものとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

諸基準類の改定に
ともなう（国に準
拠）

1-1-1-42

　保険の付保及び事故の補償
新規追加（国に準
拠）

4.補償 5.補償

　石綿使用の有無
受注者は、建築物・工作物等の解体・改修工事を行う際、石綿（アスベスト）の
使用の有無の「事前調査」を行わなければならない。石綿障害予防規則に基づく
一定規模以上の工事にあっては「事前調査結果の報告」を所轄労働基準監督局に
届出を行わなければならない。また、大気汚染防止法に基づき、特定粉じん発生
施設を設置しようとするときは、知事に届出を行わなければならない。

新規追加（国に準
拠）

1.適用工種 1.適用工種
軽微な修正（国に
準拠）

本章は、河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工、港湾土工、空港土工その他
これらに類する工種について適用する。

本章は、河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工、その他これらに類する工種
について適用する。

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。
なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従う
ものとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

1-1-1-40

1-1-1-41 3.著作権法に規定される著作物 3.著作権法に規定される著作物
　特許権等 　発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和2年6月改正　法律第

48号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作
権は発注者に帰属するものとする。
なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、
発注者はこれを自由に加除または編集して利用することができる。

 発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和3年6月改正　法律第52
号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権
は発注者に帰属するものとする。

1-1-1-44

4.法定外の労災保険の付保

受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。

1-1-1-43

　施工時期及び施工時間の変
更
1-1-1-39
　工事測量

　不可抗力による損害

　臨機の措置

5.建設業退職金共済制度の履行 6.建設業退職金共済制度の履行

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収
納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則1ヶ月以内（電子申請方式による場合
にあっては、工事請負契約後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければなら
ない。
また、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、検査員に提示しなけ
ればならない

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収
納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則1ヶ月以内（電子申請方式による場合
にあっては、工事請負契約後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければなら
ない。
また、工事完成時、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督員に提示しなけ
ればならない

1-1-1-37
　官公庁等への手続等
1-1-1-38

（80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
 （令和元年6月改正　法律第37号）

（80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
 （令和4年5月改正 法律第54号）

（令和2年6月改正　法律第42号）

（74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （令和2年3月改正　法律第14号）

（令和4年4月改正 法律第32号）

（74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和4年3月改正 法律第12号）

軽微な修正（国に
準拠）

38/86

41/86

39/86

39/86

41/86



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

第３節　河川土工・海岸土工・砂防土工

1-2-3-2

1-2-3-3

1-2-3-4

1-2-3-7

第４節　道路土工
1-2-4-1

1-2-4-2 6.硬岩掘削時の注意 6.硬岩掘削時の注意
　掘削工  受注者は、硬岩掘削における法の仕上り面近くでは過度な発破をさけるものと

し、浮石等が残らないようにしなければならない。
万一誤って仕上げ面を超えて発破を行った場合には、受注者は監督員の承諾を得
た工法で修復しなければならない。

受注者は、硬岩掘削における法の仕上り面近くでは過度な発破を避けるものと
し、浮石等が残らないようにしなければならない。
万一誤って仕上げ面を超えて発破を行った場合には、受注者は監督員の承諾を得
た工法で修復しなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

52/86

　残土処理工 　残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住民に迷惑がかからないようつとめ
なければならない。

　残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住民及び道路利用者に迷惑がかから
ないよう努めなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

50/86

6.残土運搬時の注意 6.残土運搬時の注意
　掘削工 　受注者は、掘削工により発生する残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住

民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。
　受注者は、掘削工により発生する残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住
民及び道路利用者に迷惑がかからないように努めなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

45/86

11.採取土及び購入土運搬時の注意 11.採取土及び購入土運搬時の注意
　盛土工 　受注者は、採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を

運搬する場合には沿道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。
流用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道を運搬に利用する場合も
同様とするものとする。

　受注者は、採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を
運搬する場合には沿道住民及び道路利用者に迷惑がかからないように努めなけれ
ばならない。流用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道を運搬に利
用する場合も同様とするものとする。

軽微な修正（国に
準拠）

47/86

2.盛土材の確認 2.盛土材の確認
　盛土補強工 　盛土材については設計図書によるものとする。受注者は、盛土材のまきだしに

先立ち、予定している盛土材料の確認を行い、設計図書に関して監督員の承諾を
得なければならない。

　一般事項 軽微な修正（国に
準拠）

51/86

1-2-3-1 2.地山の土及び岩の分類 2.地山の土及び岩の分類

　盛土材については設計図書によるものとする。受注者は、盛土材の巻出しに先
立ち、予定している盛土材料の確認を行い、設計図書に関して監督員の承諾を得
なければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

47/86

8.盛土材のまき出し及び締固め 8.盛土材のまき出し及び締固め
　受注者は、盛土材のまき出し及び締固めについては、第1編1-2-3-3盛土工の規
定により一層ごとに適切に施工しなければならない。まき出し及び締固めは、壁
面工側から順次奥へ行なうとともに、重機械の急停止や急旋回等を避け、補強材
にずれや損傷を与えないように注意しなければならない。

　受注者は、盛土材の巻出し及び締固めについては、第1編1-2-3-3盛土工の規定
により一層ごとに適切に施工しなければならない。巻出し及び締固めは、壁面工
側から順次奥へ行なうとともに、重機械の急停止や急旋回等を避け、補強材にず
れや損傷を与えないように注意しなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

48/86

軽微な修正（国に
準拠）

　一般事項

2.残土運搬時の注意 2.残土運搬時の注意

15.伐開除根作業範囲 15.伐開除根作業範囲

43/86



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

1-2-4-3

1-2-4-4

第３章　無筋・鉄筋コンクリート
第１節　適用

第２節　適用すべき諸基準

第３節　レディーミクストコンクリート
1-3-3-2

受注者は、採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を運
搬する場合には沿道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。流
用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道路を運搬に利用する場合も
同様とするものとする。

受注者は、採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を運
搬する場合には沿道住民及び道路利用者に迷惑がかからないように努めなければ
ならない。流用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道路を運搬に利
用する場合も同様とするものとする。

軽微な修正（国に
準拠）

58/86

3.適用規定（2） 3.適用規定（2）

　路体盛土工 　受注者は採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を運
搬する場合には沿道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。流
用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道路を運搬に利用する場合も
同様とするものとする。

受注者は採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって、採取土及び購入土を運搬
する場合には沿道住民及び道路利用者に迷惑がかからないように努めなければな
らない。流用土盛土及び発生土盛土の施工にあたっても、一般道路を運搬に利用
する場合も同様とするものとする。

軽微な修正（国に
準拠）

54/86

11.接続部の緩和区間 11.接続部の緩和区間
　路床盛土工 　受注者は、特に指示する場合を除き、片切り、片盛りの接続部には1：4程度の

勾配をもって緩和区間を設けなければならない。また、掘削（切土）部、盛土部
の縦断方向の接続部にはすり付け区間を設けて路床支持力の不連続をさけなけれ
ばならない。

受注者は、特に指示する場合を除き、片切り、片盛りの接続部には1：4程度の勾
配をもって緩和区間を設けなければならない。また、掘削（切土）部、盛土部の
縦断方向の接続部にはすり付け区間を設けて路床支持力の不連続を避けなければ
ならない。

軽微な修正（国に
準拠）

55/86

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成30年3月）
土木学会 コンクリート標準示方書（設計編） （平成30年3月）
土木学会 コンクリートのポンプ施工指針 （平成24年6月）
土木学会 鉄筋定着・継手指針 （令和2年3月）
公益社団法人日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手工事
 （平成29年9月）

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）［2017年制定］ （2018年3月）
土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）［2017年制定］ （2018年3月）
土木学会 コンクリートのポンプ施工指針［2012年版］ （平成24年6月）
土木学会 鉄筋定着・継手指針［2020年制定］ （令和2年3月）
日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手工事
 （平成29年8月）

軽微な修正（国に
準拠）

　工場の選定

14.採取土及び購入土運搬時の注意 14.採取土及び購入土運搬時の注意

55/86

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

58/86受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項について
は、「コンクリート標準示方書（施工編）」（土木学会 、平成30年3月）のコン
クリートの品質の規定による。これ以外による場合は、施工前に、設計図書に関
して監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項について
は、「コンクリート標準示方書（施工編）［2017年制定］」（土木学会 、2018年
3月）のコンクリートの品質の規定による。これ以外による場合は、施工前に、設
計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

16.採取土及び購入土を運搬の注意

　受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下によ
る。
（1）JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正す
る法律（平成30年5月30日公布　法律第33号）に基づき国に登録された民間の第三
者機関（登録認証機関）により製品にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造
している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理など
の技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐し
ており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート
品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等）から
選定しなければならない。
（2）JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正す
る法律（平成30年5月30日公布　法律第33号）に基づき国に登録された民間の第三
者機関（登録認証機関）により製品にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造
している工場）が工事現場近くに見あたらない場合は、使用する工場について、
設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確かめたうえ、その資
料により監督員の確認を得なければならない。
なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施
する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及
び品質管理等を適切に実施できる工場から選定しなければならない。

　受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下によ
る。
（1） JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（令和4年6月改
正法律68号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により
製品にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コン
クリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力の
ある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理
等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統
一監査基準に基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならない。

（2） JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（平成30年5月
改正法律第33号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）に
より製品にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工事現場
近くに見あたらない場合は、使用する工場について、設計図書に指定したコンク
リートの品質が得られることを確かめたうえ、その資料により監督員の確認を得
なければならない。

16.採取土及び購入土を運搬の注意

1.一般事項 1.一般事項

60/86JIS名称変更に伴う
修正（国に準拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

第５節　現場練りコンクリート
1-3-5-4

第６節　運搬・打設
1-3-6-4

1-3-6-5

第７節　鉄筋工
1-3-7-3

1-3-7-5

軽微な修正（国に
準拠）

65/86

3.上層下層一体の締固め 3.上層下層一体の締固め

　打設 　受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートのポンプ施工指
針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規定による。これにより難い場
合は、監督員の承諾を得なければならない。また、受注者はコンクリートプレー
サ、ベルトコンベヤ、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこれらを配
置しなければならない。

　材料の計量及び練混ぜ

　受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。また、受注者は、継手
を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継手の長
さに鉄筋直径の25倍を加えた長さ以上としなければならない。継手が同一断面と
なる場合は、継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に充填さ
れ、継手としての性能が発揮されるとともに、構造物や部材に求められる性能を
満たしていることを確認しなければならない。

　受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。また、受注者は、継手
を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向に互いにずらす距離は、継手の長
さに鉄筋直径の25倍を加えた長さ以上としなければならない。継手が同一断面と
なる場合は、継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に充填さ
れ、継手としての性能が発揮されるとともに、構造物や部材に求められる性能を
満たしていることを確認しなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

73/86

8.機械式鉄筋継手 8.機械式鉄筋継手
　継手 　②　機械式鉄筋継手工法の品質管理は、使用する工法に応じた確認項目や頻

度、方法、合否判定基準等を施工計画書に明示した上で、施工管理や検査時にお
いては、これに従って確認を行わなければならない。また、機械式鉄筋継手工法
の信頼度は、土木学会鉄筋定着・継手指針（令和2年3月 土木学会）の信頼度Ⅱ種
を基本とするが、設計時にⅠ種を適用している場合は、設計時の信頼度に従って
施工管理を行わなければならない。

　②　機械式鉄筋継手工法の品質管理は、使用する工法に応じた確認項目や頻
度、方法、合否判定基準等を施工計画書に明示した上で、施工管理や検査時にお
いては、これに従って確認を行わなければならない。また、機械式鉄筋継手工法
の信頼度は、土木学会鉄筋定着・継手指針［2020年制定］（令和2年3月 土木学
会）の信頼度Ⅱ種を基本とするが、設計時にⅠ種を適用している場合は、設計時
の信頼度に従って施工管理を行わなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

73/86

3.継手位置 3.継手位置

　加工 受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示され
ていない場合は、「コンクリート標準示方書（設計編）　本編第13章鉄筋コンク
リートの前提、標準7編第2章鉄筋コンクリートの前提」（土木学会、平成30年3
月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならな
い

受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示され
ていない場合は、「コンクリート標準示方書（設計編）［2017年制定］本編第13
章鉄筋コンクリートの前提、標準7編第2章鉄筋コンクリートの前提」（土木学
会、2018年3月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なけれ
ばならない

軽微な修正（国に
準拠）

72/86

　締固め 　受注者は、コンクリートを二層以上に分けて打設する場合、バイブレーターを
下層のコンクリート中に10㎝程度挿入し、上層と下層が一体となるように入念に
締固めなければならない。

　受注者は、コンクリートを二層以上に分けて打設する場合、バイブレータを下
層のコンクリート中に10㎝程度挿入し、上層と下層が一体となるように入念に締
固めなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

67/86

4．狭隘・過密鉄筋箇所における締固め
　狭隘・過密鉄筋箇所における締固めを確実に実施するため、その鉄筋径・ピッ
チを踏まえたバイブレータを用いるものとし、その締固め方法（使用器具や施工
方法）を施工前に施工計画書に記載しなければならない。

条文の追加（国に
準拠）

67/86

3.鉄筋の曲げ半径 3.鉄筋の曲げ半径

3.練混ぜ 3.練混ぜ

5.コンクリートポンプ使用時の注意 5.コンクリートポンプ使用時の注意

　（2）受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（練混ぜ性能試験方
法）及び土木学会規準「連続ミキサーの練混ぜ性能試験方法」により行わなけれ
ばならない。

　（2）受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（コンクリートミキ
サー第2部：練混ぜ性能試験方法）及びJSCE-I 502-2013「連続ミキサの練混ぜ性
能試験方法」により行わなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

63/86

　受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートのポンプ施工指
針［2012年版］5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規定による。これにより
難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。また、受注者はコンクリート
プレーサ、ベルトコンベヤ、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこれ
らを配置しなければならない。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１編共通編

項目 改定理由改定【改定箇所：赤字】現行
R4とR6(案）
の比較頁

第12節　水中コンクリート
1-3-12-3

1-3-10-3

第13節　水中不分離性コンクリート
1-3-13-3

第14節　プレパックドコンクリート
1-3-14-2

1-3-14-3

　海水の作用を受けるコンク
リート

1.一般事項 1.一般事項

5.練混ぜ 5.練混ぜ
　施工 （1）受注者は、練混ぜをモルタルミキサで行うものとし、均一なモルタルが得ら

れるまで練り混ぜなければならない。
（3）受注者は、モルタルミキサ1バッチの練混ぜを、ミキサの定められた練混ぜ
容量に適した量で練り混ぜなければならない。

（1）受注者は、練混ぜをモルタルミキサーで行うものとし、均一なモルタルが得
られるまで練り混ぜなければならない。
（3）受注者は、モルタルミキサー1バッチの練混ぜを、ミキサーの定められた練
混ぜ容量に適した量で練り混ぜなければならない。

JIS名称変更（ミキ
サー）

84/86

5.ミキサ、運搬機器の洗浄及び洗浄排水の処理 5.ミキサー、運搬機器の洗浄及び洗浄排水の処理
（1）受注者は、ミキサ及び運搬機器を使用の前後に十分洗浄しなければならな
い。

（1）受注者は、ミキサー及び運搬機器を使用の前後に十分洗浄しなければならな
い。

JIS名称変更（ミキ
サー）

82/86

1.施工機械 1.施工機械
　施工機器 （1）受注者は、5分以内に規定の品質の注入モルタルを練り混ぜることのできる

モルタルミキサを使用しなければならない。
（1）受注者は、5分以内に規定の品質の注入モルタルを練り混ぜることのできる
モルタルミキサーを使用しなければならない。

JIS名称変更（ミキ
サー）

84/86

4.練混ぜ 4.練混ぜ
　コンクリートの製造 （2）受注者は、強制練りバッチミキサを用いてコンクリートを練り混ぜるものと

する。
（5）受注者は、練混ぜ開始にあたって、あらかじめミキサにモルタルを付着させ
なければならない。

（2）受注者は、強制練りバッチミキサーを用いてコンクリートを練り混ぜるもの
とする。
（5）受注者は、練混ぜ開始にあたって、あらかじめミキサーにモルタルを付着さ
せなければならない。

JIS名称変更（ミキ
サー）

82/86

　養生 　受注者は、養生中のコンクリートの温度を5℃以上に保たなければならない。ま
た、養生期間については、表1-3-4の値以上とするのを標準とする。
なお、表1-3-4の養生期間の後、さらに2日間はコンクリート温度を0℃以上に保た
なければならない。また、湿潤養生に保つ養生日数として表1-3-3に示す期間も満
足する必要がある。

　受注者は、養生温度を5℃以上に保たなければならない。また、養生期間につい
ては、表1-3-4の値以上とするのを標準とする。
なお、表1-3-4の養生期間の後、さらに2日間はコンクリート温度を0℃以上に保た
なければならない。また、湿潤養生に保つ養生日数として表1-3-3に示す期間も満
足する必要がある。

コンクリート標準
示方書と用語を統
一（国に準拠）

78/86
5.養生中のコンクリート温度 5.養生温度

受注者は、海水の作用をうけるコンクリートの施工にあたり、品質が確保できる
ように、打込み、締固め、養生などを行わなければならない。

受注者は、海水の作用を受けるコンクリートの施工にあたり、品質が確保できる
ように、打込み、締固め、養生などを行わなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

79/86



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第２編材料編

第２編　材料編
第１章　一般事項
第３節　骨材

第６節　セメント及び混和材料

第８節　瀝青材料

第12節　道路標識及び区画線
.

25/38受注者は、貯蔵中に塊状になったセメントを、用いてはならない。また、湿気を
受けた疑いのあるセメント、その他異常を認めたセメントの使用にあたっては、
これを用いる前に試験を行い、その品質を確かめなければならない。ただし、保
管期間が長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵したセメ
ントは使用してはならない。

軽微な修正（国に
準拠）

2-2-12-1

混和材料 　急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編） JSCE-D 102-2018 吹付けコン
クリート（モルタル）用急結剤品質規格（案）」（土木学会、平成30年10月）の
規格に適合するものとする。

　急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編）［2018年制定］ JSCE-D 102-
2018 吹付けコンクリート（モルタル）用急結剤品質規格（案）」（土木学会、
2018年10月）の規格に適合するものとする。

軽微な修正（国に
準拠）

28/38

　再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和2年4月改正　政令第148
号）に規定されている特定化学物質を含まないものとし、表2-2-24、表2-2-25、
表2-2-26の規格に適合するものとする。

　再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和4年2月改正　政令第51
号）に規定されている特定化学物質を含まないものとし、表2-2-24、表2-2-25、
表2-2-26の規格に適合するものとする。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

33/38

34/38

R4とR6(案）
の比較頁

7/38

2-2-8-3
　再生用添加剤

10/38
2-2-3-2

2-2-6-1

一般事項
受注者は、貯蔵中に塊状になったセメントを、用いてはならない。また、湿気を
うけた疑いのあるセメント、その他異常を認めたセメントの使用にあたっては、
これを用いる前に試験を行い、その品質を確かめなければならない。ただし、保
管期間が長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵したセメ
ントは使用してはならない。

　セメントコンクリート用骨
材

4.異常なセメント使用時の注意 4.異常なセメント使用時の注意

3.使用規定の例外 3.使用規定の例外
気象作用をうけない構造物に用いる細骨材は、本条2項を適用しなくてもよいもの
とする。

気象作用を受けない構造物に用いる細骨材は、本条2項を適用しなくてもよいもの
とする。

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

2-2-3-1

　一般事項
追加（国に準拠）

軽微な修正（国に
準拠）

2-2-6-3 5.急結剤 6.急結剤

1.適合規格 1.適合規格
JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石炭ガス化スラグ骨材）

軽微な修正（国に
準拠）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

35/35　道路標識 （1）標示板
JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯）
JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯）
JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板）
JIS H 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条）
JIS K 6718-1（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第1
部：キャスト板）
JIS K 6718-2（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第2
部：押出板）
ガラス繊維強化プラスチック板（F．R．P）

（1）標示板
JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯）
JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯）
JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板及び金属帯）
JIS H 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条）
JIS K 6718-1（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第1
部：キャスト板）
JIS K 6718-2（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第2
部：押出板）
ガラス繊維強化プラスチック板（F．R．P）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第２編材料編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

第13節　その他
.2-2-13-2

　合成樹脂製品 合成樹脂製品は、以下の規格に適合するものとする。
JIS K 6741（硬質ポリ塩化ビニル管）
JIS K 6742（水道用硬質ポリ塩化ビニル管）
JIS K 6745（プラスチック-硬質ポリ塩化ビニル板）
JIS K 6761（一般用ポリエチレン管）
JIS K 6762（水道用ポリエチレン二層管）
JIS K 6773（ポリ塩化ビニル止水板）
JIS A 6008（合成高分子系ルーフィングシート）
JIS C 8430（硬質塩化ビニル電線管）

合成樹脂製品は、以下の規格に適合するものとする。
JIS K 6741（硬質ポリ塩化ビニル管）
JIS K 6742（水道用硬質ポリ塩化ビニル管）
JIS K 6745（プラスチック-硬質ポリ塩化ビニル板）
JIS K 6761（一般用ポリエチレン管）
JIS K 6762（水道用ポリエチレン二層管）
JIS K 6773（ポリ塩化ビニル止水板）
JIS A 6008（合成高分子系ルーフィングシート）
JIS C 8430（硬質ポリ塩化ビニル電線管）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

38/38



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

第３編　土木工事共通編
第２章　一般施工
第２節　適用すべき諸基準

第３節　共通的工種
3-2-3-2

3-2-3-6

3-2-3-7

3-2-3-10
25/194

1.視線誘導標 1.視線誘導標

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

23/194

3.亜鉛めっき地肌の基準 3.亜鉛めっき地肌の基準
　塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合に受注者は、
ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきを JIS H 8641 （溶融亜鉛めっき）2
種（HDZ35）の350g/m2（片面付着量）以上となるよう施工しなければならない。

　塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合に受注者は、
ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきをJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）
（HDZT49）の49㎛（膜厚）以上となるよう施工しなければならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

23/194

15.溶融亜鉛めっきの基準 15.溶融亜鉛めっきの基準
　小型標識工 　受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付着

量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）550g/m2（片面の付着量）以上
としなければならない。ただし、厚さ3.2mm以上、6mm未満の鋼材については2種
（HDZ45）450 g/m2以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については2種（HDZ35）350g/m2
（片面の付着量）以上としなければならない。

　受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付着
量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT77）の77㎛（膜厚）以上としなければ
ならない。ただし、厚さ3.2mm以上、6mm未満の鋼材については2種（HDZT63）63㎛
以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については（HDZT49）49㎛（膜厚）以上としなければ
ならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

18/194⑤ 亜鉛めっき地肌のままの場合
受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量がJIS H 8641（溶融
亜鉛めっき）（HDZT49）の49㎛（膜厚）以上の溶融亜鉛めっきを施さなければな
らない。受注者は、ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで表面処理をしなけれ
ばならない。

⑤　亜鉛めっき地肌のままの場合
受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量がJIS H 8641（溶融
亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g/m2（片面の付着量）以上の溶融亜鉛めっきを施
さなければならない。受注者は、ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで表面処
理をしなければならない。

6.視線誘導標の形状及び性能 6.視線誘導標の形状及び性能

環境省　水質汚濁に係る環境基準（環境省告示第62号） （令和3年10月）
日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 （令和3年3月）
日本道路協会　斜面上の深礎基礎設計施工便覧 （令和3年10月）

地盤工学会地山補強土工法設計・施工マニュアル （平成23年8月）

4.路側防護柵工の材料 4.路側防護柵工の材料

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。
なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うも
のとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。
また、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うも
のとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

軽微な修正
（国に準拠）

13/194

建設業労働災害防止協会　ずい道等建設工事における換気技術指針（換気技術の
設計及び粉じん等の測定） （平成24年3月）

建設業労働災害防止協会　ずい道等建設工事における換気技術指針（換気技術の
設計及び粉じん等の測定） （令和3年4月）

土木学会　コンクリート標準示方書（規準編） （平成30年10月） 土木学会　コンクリート標準示方書（規準編）［2018年制定］（2018年10月）

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

日本薬液注入協会　薬液注入工法の設計・施工指針 （平成元年6月） 日本グラウト協会　薬液注入工法の設計・施工指針 （平成元年6月）
環境省　水質汚濁に係る環境基準について （平成31年3月）
日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月）
日本道路協会　斜面上の深礎基礎設計施工便覧 （平成24年4月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

13/194

　材料 （7）鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋め込む場合
であって地表面をコンクリートで覆う場合を含む）において、支柱地際部の比較
的早期の劣化が想定される以下のような場所には、一般的な防錆・防食処理方法
に加え、必要に応じて支柱地際部の防錆・防食強化を図らなければならない。
①　海岸に近接し、潮風が強く当たる場所
②　雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性がある場所
③　路面上の水を路側に排水する際、その途上に支柱がある場合

（7）以下に示すような場所で環境条件が特に厳しい場合には、さらに防錆・防食
効果が期待できる処理を施すものとする。
① 凍結防止材を散布する区間
② 交通量が非常に多い区間
③ 海岸に近接する区間（飛沫の当たる場所、潮風が強く当たる場所など）
④ 温泉地帯など
⑤ 雨水や凍結防止剤を含んだ水が長期間滞留または接触する場所

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

16/194

5.亜鉛めっき地肌のままの材料 5.亜鉛めっき地肌のままの材料
（2）受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱の場
合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ55）の550g/m2（片面の付着量）以上と
し、その他の部材（ケーブルは除く）の場合は同じく2種（HDZ35）の350g/m2（片
面の付着量）以上としなければならない。

（2） 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱の
場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）(HDZT77）の77㎛（膜厚）以上とし、その他の
部材（ケーブルは除く）の場合は同じく（HDZT49の49㎛膜厚）以上としなければ
ならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

16/194

　防止柵工

　道路付属物工 　受注者は、視線誘導標の施工にあたって、設置場所、建込角度が安全かつ、十
分な誘導効果が得られるように設置しなければならない。

　受注者は、視線誘導標の施工にあたって、設置場所、建込角度が安全かつ、十
分な誘導効果が得られるように設置しなければならない。

軽微な修正
（国に準拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

3-2-3-14

3-2-3-15

3-2-3-25

40/194

3.橋歴板記載事項 3.橋歴板記載事項
　銘板工

軽微な修正
（国に準拠）

31/194　プレキャストセグメント主
桁組立工

　受注者は、橋歴板に記載する年月は、橋梁の製作年月を記入しなければならな
い。

　受注者は、橋歴板に記載する年月は、橋梁の完成年月を記入しなければならな
い。

施工実態を踏まえ
た規定の変更（国
に準拠）

41/194

1.円筒型枠の施工 1.円筒型枠の施工

2.ブロック組立て施工 2.ブロック組立て施工
（1）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質がエポキシ
樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同等以上のものを使用するも
のとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密封して保管し、原
則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、水分を含む
と品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならない。これ以外の
場合は、設計図書によるものとする。
未硬化の接着剤の外観、粘度、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比
重、引張強さ、圧縮強さ、引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下
で使用する場合は、高温時の引張強さ、水中硬化時の引張強さ、衝撃強さ、圧縮
ヤング係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、必要に応じて試験を
行い性能を確認しなければならない。
なお、接着剤の試験方法は「コンクリート標準示方書・（規準編）」（土木学
会、平成30年10月）における、 JSCE-H 101-2013 プレキャストコンクリート用樹
脂系接着剤（橋げた用）品質規格（案）による。これにより難い場合は、監督員
の承諾を得なければならない。

（1）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質がエポキシ
樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同等以上のものを使用するも
のとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密封して保管し、原
則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、水分を含む
と品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならない。これ以外の
場合は、設計図書によるものとする。
未硬化の接着剤の外観、粘度、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比
重、引張強さ、圧縮強さ、引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下
で使用する場合は、高温時の引張強さ、水中硬化時の引張強さ、衝撃強さ、圧縮
ヤング係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、必要に応じて試験を
行い性能を確認しなければならない。
なお、接着剤の試験方法は「コンクリート標準示方書・（規準編）［2018年制
定］」（土木学会、2018年10月）における、 JSCE-H 101-2013 プレキャストコン
クリート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規格による。これにより難い場合は、
監督員の承諾を得なければならない。

7.締付け確認 7.締付け確認
（3）回転法及び耐力点法による場合は、全般についてマーキングによる外観確認
を行わなければならない。

（3）回転法及び耐力点法による場合は、全数についてマーキングによる外観確認
を行わなければならない。

受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリート打設時の浮力に対して必要
な浮き上がり防止装置を設置しなければならない。

受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリート打設時の浮力に対して必要
な浮き上がり防止装置について、その内容を施工計画書に記載し、設置しなけれ
ばならない。

追加（国に準拠） 32/194　PCホロースラブ製作工

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）
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項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

3-2-3-32 3．表示標の提出 3．表示標の提出
　かごマット工

　　　　　　　　　　表3-2-10 要求性能の確認方法 　　　　　　　　　　表3-2-10 要求性能の確認方法
諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

53/194

6.連結方法 6.連結方法 諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

55/185



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

第４節　基礎工
3-2-4-4

3-2-4-5

70/194
3-2-4-7 70/194

21.鋼管杭・Ｈ鋼杭の現場継手 21.鋼管杭・Ｈ鋼杭の現場継手

　場所打杭工

　（9）受注者は、斜杭の場合の鋼杭及びＨ鋼杭の溶接にあたり、自重により継手
が引張りをうける側から開始しなければならない。

　（9）受注者は、斜杭の場合の鋼杭及びＨ鋼杭の溶接にあたり、自重により継手
が引張りを受ける側から開始しなければならない。

軽微な修正
（国に準拠）

7.過堀の禁止 7.過堀りの禁止

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施
工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法を用いる施工の先端処理方法が、
セメントミルク噴出撹拌方式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が
設計図書に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確
認のための資料を整備及び保管し、監督員の請求があった場合は、速やかに提示
するとともに、工事完成時に監督員へ提出しなければならない。セメントミルク
の噴出撹拌方式の場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭
先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。
また、コンクリート打設方式の場合においては、受注者は、根固めを造成する生
コンクリートを打込むにあたり、孔底沈殿物（スライム）を除去した後、トレ
ミー管などを用いて杭先端部を根固めしなければならない。

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（既製コンクリートくいの施工
標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法を用いる施工の先端処理方法が、セ
メントミルク噴出撹拌方式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設
計図書に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確認
のための資料を整備及び保管し、監督員の請求があった場合は、速やかに提示す
るとともに、工事完成時に監督員へ提出しなければならない。セメントミルク噴
出撹拌方式の場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端
周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。
また、コンクリート打設方式の場合においては、受注者は、根固めを造成する生
コンクリートを打込むにあたり、孔底沈殿物（スライム）を除去した後、トレ
ミー管などを用いて杭先端部を根固めしなければならない。

61/194
13.既製コンクリート杭の施工 13.既製コンクリート杭の施工

　既製杭工 既製コンクリート杭の施工については、以下の各号の規定によるものとする。
（1）受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 7201（遠心
力コンクリートくいの施工標準）の規格によらなければならない。
（2）受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施
工標準）の規定による。
（3）受注者は、杭の継手はJIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）の
規定による。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

　既製コンクリート杭の施工については、以下の各号の規定によるものとする。
（1）受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 7201（既製
コンクリートくいの施工標準）の規格によらなければならない。
（2）受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（既製コンクリートくいの施工
標準）の規定による。
（3）受注者は、杭の継手はJIS A 7201（既製コンクリートくいの施工標準）の規
定による。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

61/194
14.杭支持層の確認・記録 14.杭支持層の確認・記録

64/194

19.泥水処理 19.泥水処理
受注者は、泥水処理を行うにあたり、水質汚濁に係る環境基準について（環境省
告示）、都道府県公害防止条例等に従い、適切に処理を行わなければならない。

受注者は、泥水処理を行うにあたり、水質汚濁に係る環境基準にあたり、（環境
省告示）、都道府県公害防止条例等に従い、適切に処理を行わなければならな
い。

軽微な修正
（国に準拠）

67/194

軽微な修正
（国に準拠）　オープンケーソン基礎工



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

第５節　石・ブロック積（張）工
3-2-5-3

第６節　一般舗装工
3-2-6-6

3-2-6-7

91/194

3-2-6-11

3-2-6-12

4.橋面防水工の施工 4.橋面防水工の施工

　コンクリート舗装工

4.加熱アスファルト安定処理の規定 4.加熱アスファルト安定処理の規定

　グースアスファルト舗装工

軽微な修正（国に
準拠）

110/194

　アスファルト舗装工

　橋面防水工 受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便覧　第6章材料・
施工」（日本道路協会、平成19年3月）の規定及び第3編3-2-6-7アスファルト舗装
工の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便覧 第6章材料・
施工」（日本道路協会、平成19年3月）の規定及び第3編3-2-6-7アスファルト舗装
工の規定によることとする。床版面の前処理を適切に実施するとともに、防水層
の敷設、塗布等についてはがれや塗りむらなどが生じないよう適切に管理しなけ
ればならない。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

施工上の留意点に
ついて規定（国に
準拠）

4.加熱アスファルト安定処理の規定 4.加熱アスファルト安定処理の規定

91/194

軽微な修正（国に
準拠）

88/194

6.接着剤の塗布 6.接着剤の塗布
諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

103/194

13）受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定処理混合物を
敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、1層の仕上がり厚さは10cm以下
としなければならない。ただし、混合物の種類によって敷均しが困難な場合は、
設計図書に関して監督員と協議の上、混合物の温度を決定するものとする。

（13）受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定処理混合物
を敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、1層の仕上がり厚さは10cm以
下としなければならない。ただし、混合物の種類によって敷均しが困難な場合
や、中温化技術により施工性を改善した混合物を使用する場合、締固め効果の高
いローラを使用する場合などは、設計図書に関して監督員と協議の上、所定の締
固めが得られる範囲で、混合物の適切な温度を決定するものとする。

文言追加（国に準
拠）

2.コンクリートブロック積 2.コンクリートブロック積（張）

　コンクリートブロック工
軽微な修正（国に
準拠）

77/194

受注者は、コンクリートブロック工の空張の積上げにあたり、胴がい及び尻がい
を用いて固定し、胴込め材及び裏込め材を充填した後、天端付近に著しい空げき
が生じないように入念に施工し、締固めなければならない。

受注者は、コンクリートブロック工の空張の積上げにあたり、胴がい及び尻がい
を用いて固定し、胴込め材及び裏込め材を充填した後、天端付近に著しい空隙が
生じないように入念に施工し、締固めなければならない。

4.コンクリートブロック工の空張の積上げ 4.コンクリートブロック工の空張の積上げ
軽微な修正（国に
準拠）

78/194



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

第７節　地盤改良工
3-2-7-5

3-2-7-6

第10節　仮設工
3-2-10-1

3-2-10-8

3-2-10-16

第12節　工場製作工（共通）
3-2-12-7

軽微な修正（国に
準拠）

143/194

15.トンネル用濁水処理設備の設置 15.トンネル用濁水処理設備の設置

　地下水位低下工

1.製作加工 1.製作加工
　橋梁用防護柵製作工 （2）亜鉛めっき地肌のままの場合

①　受注者は、ビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱及びその他の部材
（ケーブルは除く）に、成形加工後溶融亜鉛めっきを施さなければならない。
②　受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱の場
合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）の550g/m2（片面の付着量）以上
とし、その他の部材（ケーブルは除く）の場合は、同じく2種（HDZ35）の350g/m2
（片面の付着量）以上としなければならない。
③　受注者は、歩行者、自転車用防護柵が、成形加工後溶融亜鉛めっきが可能な
形状と判断できる場合は、②のその他の部材の場合を適用しなければならない。

（2） 亜鉛めっき地肌のままの場合
① 受注者は、ビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱及びその他の部材
（ケーブルは除く）に、成形加工後溶融亜鉛めっきを施さなければならない。
② 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パドル、支柱の場合
JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT77）の77㎛（膜厚）以上とし、その他の部
材（ケーブルは除く）の場合は、同じく（HDZT49）の49㎛（膜厚）以上としなけ
ればならない。
③ 受注者は、歩行者、自転車用防護柵が、成形加工後溶融亜鉛めっきが可能な形
状と判断できる場合は、②のその他の部材の場合を適用しなければならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

168/194

受注者は、トンネル用濁水処理設備の設置にあたり、水質汚濁防止法、関連地方
自治体の公害防止条例等の規定による水質を達成できるものとしなければならな
い。また、設備については、湧水量、作業内容及び作業の進捗状況の変化に伴う
処理水の水質変化に対応できるものとしなければなならない。

受注者は、トンネル用濁水処理設備の設置にあたり、水質汚濁防止法、関連地方
自治体の公害防止条例等の規定による水質を達成できるものとしなければならな
い。また、設備については、湧水量、作業内容及び作業の進捗状況の変化に伴う
処理水の水質変化に対応できるものとしなければならない。

誤記修正 148/194

10.換気等の効果確認 10.換気等の効果確認
　受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内ごとに1回、定
期に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃度等について測定を行わなけれ
ばならない。この際、粉じん濃度（吸入性粉じん濃度）目標レベルは2㎎/㎥以下
とし、掘削断面積が小さいため、2㎎/㎥を達成するのに必要な大きさ(口径)の風
管または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設置等が施工上極
めて困難であるものについては、可能な限り、2㎎/㎥に近い値を粉じん濃度目標
レベルとして設定し、当該値を記録しておくこと。また、各測定点における測定
値の平均値が目標レベルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措
置を講じなければならない。
　粉じん濃度等の測定結果は関係労働者の閲覧できる措置を講じなければならな
い。

受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内ごとに1回、定期
に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃度等について測定を行わなければ
ならない。この際、粉じん濃度（吸入性粉じん濃度）目標レベルは2㎎／㎥以下と
し、掘削断面が小さいため、2㎎／㎥を達成するのに必要な大きさ（口径）の風管
または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設置等が施工上極め
て困難であるものについては、可能な限り、2㎎／㎥に近い値を粉じん濃度目標レ
ベルとして設定し、当該値を記録しておくこと。また、各測定点における測定値
の平均値が目標レベルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措置
を講じなければならない。
粉じん濃度等の測定結果は関係労働者の閲覧できる措置を講じなければならな
い。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

147/194

9.集じん装置の設置 9.集じん装置の設置
　トンネル仮設備工 受注者は、集じん装置の設置にあたり、トンネル等の規模等を考慮した上で、十

分な処理容量を有しているもので、粉じんを効率よく捕集し、かつ、吸入性粉じ
んを含めた粉じんを清浄化する処理能力を有しているものを選定しなければなら
ない。

受注者は、集じん装置の設置にあたり、トンネル等の規模等を考慮した上で、十
分な処理容量を有しているもので、粉じんを効率よく捕集し、かつ、レスピラブ
ル（吸入性）粉じんを含めた粉じんを清浄化する処理能力を有しているものを選
定しなければならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

147/194

2.周辺被害の防止 2.周辺被害の防止
受注者は、周辺に井戸がある場合には、状況の確認につとめ被害を与えないよう
にしなければならない。

　受注者は、周辺に井戸がある場合には、状況の確認に努め被害を与えないよう
にしなければならない。

　サンドマット工

　一般事項 本節は、仮設工として工事用道路工、仮橋・仮桟橋工、路面覆工、土留・仮締切
工、砂防仮締切工、水替工、地下水位低下工、地中連続壁工（壁式）、地中連続
壁工（柱列式）、仮水路工、残土受入れ施設工、作業ヤード整備工、電力設備
工、コンクリート製造設備工、トンネル仮設備工、共同溝仮設備工、防塵対策
工、汚濁防止工、防護施設工、除雪工、雪寒施設工、法面吹付工その他これらに
類する工種について定める。

本節は、仮設工として工事用道路工、仮橋・仮桟橋工、路面覆工、土留・仮締切
工、砂防仮締切工、水替工、地下水位低下工、地中連続壁工（壁式）、地中連続
壁工（柱列式）、仮水路工、残土受入れ施設工、作業ヤード整備工、電力設備
工、コンクリート製造設備工、トンネル仮設備工、防塵対策工、汚濁防止工、防
護施設工、除雪工、雪寒施設工、法面吹付工、足場工事、その他これらに類する
工種について定める。

文言追加、削除
（国に準拠）

138/194
1.適用工種 1.適用工種

（8）杭の施工については、以下の各号の規定によるものとする。
①　受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 7201（遠心
力コンクリートくいの施工標準）の規定による。
②　受注者は、杭の打込み、埋込みは JIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施
工標準）の規定による。
③　受注者は、杭の継手は JIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）の
規定による。

（8）杭の施工については、以下の各号の規定によるものとする。
①　受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 7201（既製
コンクリートくいの施工標準）の規定による。
②　受注者は、杭の打込み、埋込みは JIS A 7201（既製コンクリートくいの施工
標準）の規定による。
③　受注者は、杭の継手は JIS A 7201（既製コンクリートくいの施工標準）の規
定による。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

受注者は、サンドマットの施工にあたり、砂のまき出しは均一に行い、均等に荷
重をかけるようにしなければならない。

受注者は、サンドマットの施工にあたり、砂の巻出しは均一に行い、均等に荷重
をかけるようにしなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

128/194

128/194
4.既製コンクリート杭の規定 4.既製コンクリート杭の規定

　パイルネット工

1.一般事項 1.一般事項



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第３編土木工事共通編

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由
R4とR6(案）
の比較頁

第15節　擁壁工（共通）
3-2-15-3

第17節　植栽維持工
3-2-17-3

軽微な修正（国に
準拠）

190/194受注者は、剪定の施工にあたり、「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関す
るガイドライン」の策定について（厚生労働省令和2年1月）によるものとし、各
樹種の特性及び施工箇所に合った剪定形式により行なわなければならない。
なお、剪定形式について監督員より指示があった場合は、その指示によらなけれ
ばならない。

受注者は、剪定の施工にあたり、「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関す
るガイドライン」の改正について（厚生労働省 令和2年1月）によるものとし、各
樹種の特性及び施工箇所に合った剪定形式により行わなければならない。
なお、剪定形式について監督員より指示があった場合は、その指示によらなけれ
ばならない。

受注者は、盛土材の敷均し及び締固めについては、第1編1-2-4-3路体盛土工の規
定により一層ごとに適切に施工しなければならない。まき出し及び締固めは、壁
面工側から順次奥へ行なうとともに、重機械の急停止や急旋回等を避け、補強材
にずれや損傷を与えないように注意しなければならない。

受注者は、盛土材の敷均し及び締固めについては、第1編1-2-4-3路体盛土工の規
定により一層ごとに適切に施工しなければならない。巻出し及び締固めは、壁面
工側から順次奥へ行なうとともに、重機械の急停止や急旋回等を避け、補強材に
ずれや損傷を与えないように注意しなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

186/194　補強土壁工

軽微な修正（国に
準拠）

190/194

9.盛土材の敷均し及び締固め 9.盛土材の敷均し及び締固め

2.剪定の施工 2.剪定の施工

1.樹木・芝生管理工の施工 1.樹木・芝生管理工の施工
　樹木・芝生管理工 受注者は、樹木・芝生管理工の施工については、時期、箇所について監督員より

指示をうけるものとし、完了後は速やかに監督員に連絡しなければならない。ま
た、芝生類の施工については､第3編3-2-14-2植生工の規定による。

受注者は、樹木・芝生管理工の施工については、時期、箇所について監督員より
指示を受けるものとし、完了後は速やかに監督員に連絡しなければならない。ま
た、芝生類の施工については､第3編3-2-14-2植生工の規定による。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第６編河川編

第６編　河川編
第１章　築堤・護岸
第１節　適用

第３章　樋門・樋管
第２節　適用すべき諸基準

第４章　水門
第２節　適用すべき諸基準

第５章　堰
第１節　適用

第２節　適用すべき諸基準

第８章　河川維持
第７節　路面補修工
6-8-7-2

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

40/91

日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月）日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月）

国土交通省　河川砂防技術基準（案） （令和元年7月）
国土交通省　機械工事共通仕様書（案） （令和2年3月）
国土交通省　機械工事施工管理基準（案） （令和元年10月）

国土交通省  河川砂防技術基準 （令和4年6月）
国土交通省  機械工事共通仕様書（案） （令和4年3月）
国土交通省  機械工事施工管理基準（案） （令和3年3月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

32/91

国土交通省　機械工事施工管理基準（案） （令和元年10月）
国土交通省　機械工事塗装要領（案）・同解説 （平成22年4月）

国土交通省　機械工事施工管理基準（案） （令和3年3月）
国土交通省　機械工事塗装要領（案）・同解説 （平成3年2月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

53/91

日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月） 日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月） 軽微な修正（国に
準拠）

53/93

軽微な修正（国に
準拠）

16/91

　材料 受注者は、目地補修に使用するクラック防止シートについては、施工前に設計図
書に関して監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、目地補修に使用するクラック防止シートについては、施工前に使用材
料に関して監督員の承諾を得なければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

83/91
3.クラック防止シート 3.クラック防止シート

5.適用規定（3） 5.適用規定（3）
　受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械工事共通仕様書
（案）」（国土交通省、令和2年3月）の規定による。

　受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械工事共通仕様書
（案）」（国土交通省、令和4年3月）の規定による。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

6.河積阻害等の防止 6.河積阻害等の防止
受注者は、河川工事の仮締切、瀬がえ等において、河積阻害や河川管理施設、許
可工作物等に対する局所的な洗掘等を避けるように施工をしなければならない。

受注者は、河川工事の仮締切、瀬替え等において、河積阻害や河川管理施設、許
可工作物等に対する局所的な洗掘等を避けるように施工をしなければならない。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第７編河川海岸編

第７編　河川海岸編
第２章　突堤・人工岬
第５節　突堤本体工
7-2-5-4

7-2-5-9

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

軽微な修正（国に準
拠）

21/34

12.ゲート閉鎖 12.ゲート閉鎖
　石枠工 受注者は、ゲート閉鎖は、進水に先立ちドック戸当たり近辺の異物及び埋設土砂を

除去、清掃し、ゲート本体の保護につとめなければならない。
受注者は、ゲート閉鎖は、進水に先立ちドック戸当たり近辺の異物及び埋設土砂を
除去、清掃し、ゲート本体の保護に努めなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

24/34

1.施工上の注意 1.施工上の注意
　被覆ブロック工 受注者は、施工箇所における海水汚濁防止につとめなければならない。 受注者は、施工箇所における海水汚濁防止に努めなければならない。

24.曳航  回航にあたっての事故防止
受注者は、ケーソン曳航、回航にあたっては、監視を十分に行い、他航行船舶との
事故防止につとめなければならない。

受注者は、ケーソン曳航、回航にあたっては、監視を十分に行い、他航行船舶との
事故防止に努めなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

25/34
24.曳航  回航にあたっての事故防止



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第８編砂防編

第８編　砂防編
第１章　砂防堰堤
第２節　適用すべき諸基準

第８節　コンクリート堰堤工

8-1-8-1

第３章　斜面対策
第２節　適用すべき諸基準

第５節　擁壁工

8-3-5-1

第６節　山腹水路工

8-3-6-1

第９節　抑止杭工

8-3-9-1

8-3-9-3

R4とR6(案）
の比較頁

諸基準類の改定に伴
う修正（国に準拠）

6/28

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

土木学会　コンクリート標準示方書（施工編） （平成30年3月） 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）［2017年制定］ （2018年3月）

土木学会　コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編） （平成25年10月） 土木学会　コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）［2013年制定］
（2013年10月）

　一般事項

1.適用工種 1.適用工種

20/28
地盤工学会　グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説 （平成24年5月） 地盤工学会　グラウンドアンカー設計・施工基準、同解説 （平成24年5月）

軽微な修正（国に準
拠）

軽微な修正（国に準
拠）

8/28本節は、コンクリート堰堤工として作業土工（床掘り、埋戻し）、埋戻し工、コン
クリート堰堤本体工、コンクリート側壁工、コンクリート副堰堤工、間詰工、水叩
工その他これらに類する工種について定める。

本節は、コンクリート堰堤工として作業土工（床掘り、埋戻し）、埋戻し工、コン
クリート堰堤本体工、コンクリート副堰堤工、コンクリート側壁工、間詰工、水叩
工その他これらに類する工種について定める。

全国特定法面保護協会　のり枠工の設計施工指針 （平成25年10月）

斜面防災対策技術協会　新版地すべり鋼管杭設計要領 （平成28年3月）

全国特定法面保護協会　のり枠工の設計・施工指針 （平成25年10月）

斜面防災対策技術協会　新版　地すべり鋼管杭設計要領 （平成28年3月）

本節は、擁壁工として作業土工、既製杭工、場所打擁壁工、プレキャスト擁壁工、
補強土壁工、井桁ブロック工、落石防護工、その他これらに類する工種について定
める。

本節は、擁壁工として作業土工（床堀り・埋戻し）、既製杭工、場所打擁壁工、プ
レキャスト擁壁工、補強土壁工、井桁ブロック工、落石防護工、その他これらに類
する工種について定める。

軽微な修正（国に準
拠）

23/28
　一般事項

1.適用工種 1.適用工種
本節は、山腹水路工として作業土工、山腹集水路・排水路工、山腹明暗渠工、山腹
暗渠工、集水桝工、現場打水路工その他これらに類する工種について定める。

本節は、山腹水路工として作業土工（床堀り・埋戻し）、山腹集水路・排水路工、
山腹明暗渠工、山腹暗渠工、現場打水路工、集水桝工その他これらに類する工種に
ついて定める。

軽微な修正（国に準
拠）

24/28
　一般事項

3.杭建て込みのための削孔 3.杭建て込みのための削孔
受注者は、杭建て込みのための削孔にあたっては、地形図、土質柱状図等を検討し
て、地山のかく乱、地すべり等の誘発をさけるように施工しなければならない。

受注者は、杭建て込みのための削孔にあたっては、地形図、土質柱状図等を検討し
て、地山のかく乱、地すべり等の誘発を避けるように施工しなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

27/28
　一般事項

28/28
既製杭工 3.人工泥水 3.人工泥水

受注者は、削孔に人工泥水を用いる場合は、沈澱槽や排水路等からの水の溢流、地
盤への浸透をさけなければならない。

受注者は、削孔に人工泥水を用いる場合は、沈澱槽や排水路等からの水の溢流、地
盤への浸透を避けなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第９編ダム編

第９編　ダム編
第１章　コンクリートダム
第２節　適用すべき諸基準

第３節　掘削工
9-1-3-5

第２章　フィルダム
第３節　掘削工
9-2-3-3

第４節　盛立工
9-2-4-1

9-2-4-5

9-2-4-6　

9-2-4-7

コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編） （平成25年10月） コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）［2013年制定］
（2013年10月）

軽微な修正（国に準
拠）

4/29

1.一般事項 1.一般事項

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

4.まき出し材料の粒度 4.巻出し材料の粒度
受注者は、まき出された材料が、設計図書に示す粒度と合致していない場合には、
監督員の指示に従い処置しなければならない。

受注者は、巻出された材料が、設計図書に示す粒度と合致していない場合には、監
督員の指示に従い処置しなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

2.まき出し 2.巻出し

3.まき出し厚と転圧 3.巻出し厚と転圧
受注者は、まき出し厚、転圧機械及び転圧回数については、設計図書によらなけれ
ばならない。

受注者は、巻出し時のコア材及びフィルター材のオーバーサイズ等は、除去しなけ
ればならない。

軽微な修正（国に準
拠）

23/29

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

受注者は、既に締固めた層の表面が過度に乾燥、湿潤または平滑となっており上層
との密着が確保できない場合には、監督員の指示に従い、散水あるいはスカリファ
イヤー等の方法で処置し、この部分の締固め完了後にまき出しを行わなければなら
ない。

受注者は、既に締固めた層の表面が過度に乾燥、湿潤または平滑となっており上層
との密着が確保できない場合には、監督員の指示に従い、散水あるいはスカリファ
イヤー等の方法で処置し、この部分の締固め完了後に巻出しを行わなければならな
い。

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

受注者は、まき出された材料が、設計図書に示す含水比を確保できない場合には、
設計図書に関して、監督員の指示に従い処置しなければならない。

受注者は、巻出された材料が、設計図書に示す含水比を確保できない場合には、設
計図書に関して、監督員の指示に従い処置しなければならない。

5.層間の密着性の確保 5.層間の密着性の確保

受注者は、まき出し厚、転圧機械及び転圧回数については、設計図書によらなけれ
ばならない。

受注者は、巻出し時のコア材及びフィルター材のオーバーサイズ等は、除去しなけ
ればならない。

4.まき出し材料の含水比 4.巻出し材料の含水比

文言追加（国に準
拠）

5/29

軽微な修正（国に準
拠）

20/29
2.過堀の処理 2.過堀りの処理

岩盤面処理
なお、設計図書に示す予定掘削線は、岩質の状況により監督員が変更する場合があ
るものとする。

なお、設計図書に示す予定掘削線は、岩質の状況により監督員が変更を指示する場
合があるものとする。

過掘の処理

3.まき出し厚と転圧 3.巻出し厚と転圧

6.オーバーサイズの除去 6.オーバーサイズの除去

一般事項
受注者は、まき出し時のコア材及びフィルター材のオーバーサイズ等は、除去しな
ければならない。

受注者は、巻出し時のコア材及びフィルター材のオーバーサイズ等は、除去しなけ
ればならない。

軽微な修正（国に準
拠）

22/29

2.まき出し 2.巻出し

コアの盛立
受注者は、まき出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工し
なければならない。

受注者は、巻出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工しな
ければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

23/29

フィルターの盛立
受注者は、まき出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工し
なければならない。

受注者は、巻出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工しな
ければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

2.まき出し 2.巻出し

ロックの盛立
受注者は、まき出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工し
なければならない。

受注者は、巻出しにあたっては、ダム軸と平行に、平らな面となるように施工しな
ければならない。

軽微な修正（国に準
拠）

24/29

3.まき出し厚と転圧 3.巻出し厚と転圧
受注者は、まき出し厚、転圧機械及び転圧回数については、設計図書によらなけれ
ばならない。

受注者は、巻出し時のコア材及びフィルター材のオーバーサイズ等は、除去しなけ
ればならない。

軽微な修正（国に準
拠）

25/29

25/29
4.大塊・小塊のまきだし 4.大塊・小塊の巻出し
受注者は、小塊を基礎地盤または基礎岩盤及びフィルター側にまき出さなければな
らない。また、大塊は、堤体外周側になるようにまき出さなければならない。

受注者は、小塊を基礎地盤または基礎岩盤及びフィルター側に巻出さなければなら
ない。また、大塊は、堤体外周側になるように巻出さなければならない。

軽微な修正（国に準
拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１０編道路編

第10編　道路編
第１章　道路改良
第２節　適用すべき諸基準

第２章　舗装
第２節　適用すべき諸基準

第５節　排水構造物工（路面排水工）
10-2-5-1

第８節　防護柵工
10-2-8-1

第９節　標識工
10-2-9-1

第10節　区画線工
10-2-10-1

10-2-10-1

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

全国特定法面保護協会　のり枠工の設計施工指針 （平成25年10月） 全国特定法面保護協会　のり枠工の設計・施工指針 （平成25年10月）

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従う
ものとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

また、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従う
ものとし、疑義がある場合は監督員と協議しなければならない。

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

23/167

日本道路協会　落石対策便覧  （平成12年6月） 日本道路協会　落石対策便覧  （平成29年12月）
日本建設機械化協会　除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成16年12月） 日本建設施工協会　除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成16年12月）
日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本道路協会  舗装種別選定の手引き （令和3年12月）

日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月） 諸基準類の改定・
追加に伴う修正
（国に準拠）

34/167

日本道路協会  舗装の長期保証制度に関するガイドブック （令和3年3月）

日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 （令和3年3月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

　一般事項 排水構造物工（路面排水工）の施工については、道路土工要領の排水施設の施工
の規定及び本編10-2-5-3側溝工、10-2-5-5集水桝（街渠桝）・マンホール工の規
定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

排水構造物工（路面排水工）の施工については、道路土工要綱の排水施設の施工
の規定及び本編10編10-2-5-3側溝工、10編10-2-5-5集水桝（街渠桝）・マンホー
ル工の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならな
い。

表記修正（国に準
拠）

37/167
2.適用規定 2.適用規定

3.適用規定 3.適用規定

3.適用規定 3.適用規定

2.区画線の指示方法

　一般事項 受注者は、標識工の施工にあたって、「道路標識設置基準・同解説 第4章道路標
識の設計，施工」（日本道路協会、令和2年6月）の規定、「道路土工要綱　第5章
施工計画」（日本道路協会、平成21年6月）の規定、第3編3-2-3-6小型標識工、3-
2-3-3作業土工（床掘り・埋戻し）、3-2-10-5土留・仮締切工の規定、及び「道路
標識ハンドブック」（全国道路標識・標示業協会、令和元年8月）による。これに
より難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、標識工の施工にあたって、「道路標識設置基準・同解説 第4章道路標
識の設計，施工」（日本道路協会、令和2年6月）の規定、「道路土工要綱　第5章
施工計画」（日本道路協会、平成21年6月）の規定、第3編3-2-3-6小型標識工、第
3編3-2-3-3作業土工（床掘り・埋戻し）、3-2-10-5土留・仮締切工の規定、及び
「道路標識ハンドブック」（全国道路標識・標示業協会、令和4年1月）による。
これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

表記修正（国に準
拠）

42/167

　一般事項 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同解説　ボラード
の設置便覧」（日本道路協会、令和3年3月）の規定、「道路土工要綱　第5章施工
計画」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-
2-3-7防止柵工の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければ
ならない。

受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同解説　ボラード
の設置便覧」（日本道路協会、令和3年3月）の規定、「道路土工要綱　第5章施工
計画」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、第
3編3-2-3-7防止柵工の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得な
ければならない。

表記修正（国に準
拠）

40/167

　区画線工 43/167

3.適用規定 3.適用規定
　一般事項 受注者は、区画線工の施工にあたって、「道路標識・区画線及び道路表示に関す

る命令」、及び第3編3-2-3-9区画線工の規定による。これにより難い場合は、監
督員の承諾を得なければならない。

受注者は、区画線工の施工にあたって、「道路標識、区画線及び道路表示に関す
る命令」、及び第3編3-2-3-9区画線工の規定による。これにより難い場合は、監
督員の承諾を得なければならない。

表記修正（国に準
拠）

43/167

2.区画線の指示方法
区画線の指示方法について設計図書に示されていない事項は「道路標識・区画線
及び道路標示に関する命令」により施工する。

区画線の指示方法について設計図書に示されていない事項は「道路標識、区画線
及び道路標示に関する命令」により施工する。

表記修正（国に準
拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１０編道路編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

第３章　橋梁下部
第１節　適用

第２節　適用すべき諸基準

第６節　橋台工
10-3-6-8

第８節　鋼製橋脚工
10-3-8-9

第４章　鋼橋上部
第２節　適用すべき諸基準

表記修正（国に準
拠）

49/1675.強度測定 5.強度測定

（2）微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強
度測定要領（以下、「要領」という。）」に従い行わなければならない。

（2）微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強
度測定要領（以下、「要領」という。）」（国土交通省、平成30年10月）に従い
行わなければならない。

日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月） 日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月） 諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

50/167

表記修正（国に準
拠）

52/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本道路協会　道路橋伸縮装置便覧 （昭和45年4月）

6.フーチングの箱抜きの施工 6.フーチングの箱抜きの施工
　橋脚フーチング工 　受注者は、フーチングの箱抜きの施工については、「道路橋支承便覧 第6章 支

承部の施工」（日本道路協会、平成31年2月）の規定による。これ以外の施工方法
による場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、フーチングの箱抜きの施工については、「道路橋支承便覧 第6章 支承
部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）の規定による。これ以外の施工方法
による場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

表記修正（国に準
拠）

55/167

4.適用規定 4.適用規定
　橋台躯体工 受注者は、支承部等の箱抜きの施工については、「道路橋支承便覧 第6章 支承部

の施工」（日本道路協会、平成31年2月）の規定による。これ以外の施工方法によ
る場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

　受注者は、支承部等の箱抜きの施工については、「道路橋支承便覧 第6章 支承
部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）の規定による。これ以外の施工方法
による場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

日本道路協会　鋼道路橋設計便覧 （昭和55年8月） 日本道路協会　鋼道路橋設計便覧 （令和2年9月）
日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月） 日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月）

日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 （令和3年3月）日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月）

日本道路協会　鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成3年7月） 日本道路協会　鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成3年7月）
日本道路協会　鋼道路橋の疲労設計指針 （平成14年3月） 日本道路協会　鋼道路橋疲労設計便覧 （令和2年9月）

日本道路協会　小規模吊橋指針・同解説 （昭和59年4月）
日本道路協会　道路橋ケーブル構造便覧 （令和3年11月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

諸基準類の追加・
削除・改定に伴う
修正（国に準拠）

59/167



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１０編道路編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

第５章　コンクリート橋上部
第２節　適用すべき諸基準

第６章　トンネル（NATM）
第２節　適用すべき諸基準

第３節　トンネル掘削工
10-6-3-2

第５節　覆工
10-6-5-3

第７章　コンクリートシェッド
第２節　適用すべき諸基準

68/167諸基準類の追加・
改定に伴う修正
（国に準拠）日本道路協会　道路橋伸縮装置便覧 （昭和45年4月）

日本道路協会　小規模吊橋指針・同解説 （昭和59年4月）
日本道路協会　道路橋ケーブル構造便覧 （令和3年11月）

84/167

1.一般事項 1.一般事項
　掘削工 受注者は、トンネル掘削により地山をゆるめないように施工するとともに、過度

の爆破をさけ、余掘を少なくするよう施工しなければならない。
また、余掘が生じた場合は、受注者はこれに対する適切な処理を行うものとす
る。

受注者は、トンネル掘削により地山をゆるめないように施工するとともに、過度
の爆破を避け、余掘を少なくするよう施工しなければならない。
また、余掘が生じた場合は、受注者はこれに対する適切な処理を行うものとす
る。

軽微な修正（国に
準拠）

84/167

建設業労働災害防止協会　ずい道等建設工事における換気技術指針（換気技術の
設計及び粉じん等の測定） （平成24年3月）

建設業労働災害防止協会　ずい道等建設工事における換気技術指針（換気技術の
設計及び粉じん等の測定） （令和3年4月）

土木学会　トンネル標準示方書山岳工法編・同解説
 （平成28年8月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

11.横断目地
　覆工コンクリート工 トンネル覆工コンクリートの目地の形状は「三角形形状」を標準とする。

なお、これによりがたい場合は、監督職員と協議しなければならない。

94/167

新規追加（国に準
拠）

90/167

11.打設時期 12.打設時期
新規追加に伴う変
更（国に準拠）

90/167

土木学会　コンクリート標準示方書（設計編） （平成30年3月） 土木学会　コンクリート標準示方書（設計編）［2017年制定］ （2018年3月）
土木学会　コンクリート標準示方書（施工編） （平成30年3月） 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）［2017年制定］ （2018年3月）
日本道路協会　落石対策便覧 （平成12年6月） 日本道路協会　落石対策便覧 （平成29年12月）

日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月）日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月）
日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 （令和3年3月）日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説  （平成28年12月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

土木学会  トンネル標準示方書シールド工法編・同解説
 （平成28年8月）

土木学会  トンネル標準示方書シールド工法編・同解説［2016年制定］
 （平成28年8月）

土木学会　トンネル標準示方書山岳工法編・同解説［2016年制定］
 （平成28年8月）

土木学会  トンネル標準示方書開削工法編・同解説
 （平成28年8月）

土木学会  トンネル標準示方書開削工法編・同解説［2016年制定］
 （平成28年8月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１０編道路編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

第３節　プレキャストシェッド下部工
10-7-3-6　

第８章　鋼製シェッド
第２節　適用すべき諸基準

第５節　鋼製シェッド下部工
10-8-5-6

第９章　地下横断歩道
第２節　適用すべき諸基準

第10章　地下駐車場
第２節　適用すべき諸基準

第11章　共同溝
第２節　適用すべき諸基準

第12章　電線共同溝
第２節　適用すべき諸基準

第13章　情報ボックス工
第２節　適用すべき諸基準

第14章　道路維持
第２節　適用すべき諸基準

第14節　橋梁床版工
10-14-14-4　

日本道路協会　鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成3年7月） 日本道路協会　鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成3年7月）
日本道路協会　斜面上の深礎基礎設計施工便覧 （平成24年4月） 日本道路協会　斜面上の深礎基礎設計施工便覧 （令和3年10月）
日本道路協会　落石対策便覧 （平成12年6月） 日本道路協会　落石対策便覧 （平成29年12月）

　受台工 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆のため鉄筋にモ
ルタルペーストを塗布しなければならない。
なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければなら
ない。

受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆、防食、損傷等
をうけないようにこれらを保護しなければならない。
なお、施工方法に関しては監督員の承諾を得なければならない。

4.防錆処置 4.防錆処置
　受台工 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆のため鉄筋にモ

ルタルペーストを塗布しなければならない。これ以外の施工方法による場合は、
設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆、防食、損傷等
を受けないようにこれらを保護しなければならない。なお、施工方法に関しては
監督員の承諾を得なければならない。

工種間の整合（国
に準拠）

101/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

117/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

114/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

104/167

日本道路協会　駐車場設計・施工指針 （平成4年11月） 日本道路協会　道路構造令の解説と運用 （令和3年3月） 諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

107/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本道路協会　鋼道路橋設計便覧 （昭和55年9月）
日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成31年2月）

日本道路協会　鋼道路橋設計便覧 （令和2年9月）
日本道路協会　道路橋支承便覧 （平成30年12月）

諸基準類の改定に
伴う修正（国に準
拠）

99/167

工種間の整合（国
に準拠）

95/167
3.防錆処置 3.防錆処置

　床版補強工（増桁架設工
法）
10-14-14-7
　旧橋撤去工 受注者は、河川及び供用道路上等で、旧橋撤去工を行う場合は、撤去に伴い発生

するアスファルト殻、コンクリート殻及び撤去に使用する資材の落下を防止する
対策を講じ、河道及び交通の確保につとめなければならない。

受注者は、河川及び供用道路上等で、旧橋撤去工を行う場合は、撤去に伴い発生
するアスファルト殻、コンクリート殻及び撤去に使用する資材の落下を防止する
対策を講じ、河道及び交通の確保に努めなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

132/167

軽微な修正（国に
準拠）

110/167土木学会  トンネル標準示方書　シールド工法編・同解説
 （平成28年8月）

土木学会  トンネル標準示方書　シールド工法編・同解説［2016年制定］
 （平成28年8月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

5.落下物防止対策 5.落下物防止対策

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

119/167

5.増桁の取付け 5.増桁の取付け
　受注者は、増桁と床版面との間の隙間をできるかぎり小さくするように増桁を
取付けなけらばならない。

誤記修正 131/167　受注者は、増桁と床版面との間の隙間をできるかぎり小さくするように増桁を
取付けなければならない。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１０編道路編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

第15章　雪寒
第２節　適用すべき諸基準

第３節　除雪工
10-15-3-1

10-15-3-5

第16章　道路修繕
第２節　適用すべき諸基準

第24節　橋脚巻立て工
10-16-24-4 29.超音波探傷試験の検査技術者 29.超音波探傷試験の検査技術者
　RC橋脚鋼板巻立て工 超音波探傷試験の検査技術者は、（一社）日本非破壊検査協会「NDIS0601非破壊

検査技術者認定規定」により認定された2種以上の有資格者とする。
超音波探傷試験の検査技術者は、JIS Z 2305（非破壊試験技術者の資格及び認
証）に基づく2種以上の有資格者とする。

軽微な修正（国に
準拠）

165/167

日本建設機械化協会　除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成16年12月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

142/167日本建設機械施工協会　除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成16年12月）

9.作業上支障となる箇所 9.作業上支障となる箇所
　一般事項 受注者は、施工区間の道路及び道路付属物等について、工事着手前に作業上支障

となる箇所の把握を行い、事故の防止につとめなければならない。
受注者は、施工区間の道路及び道路付属物等について、工事着手前に作業上支障
となる箇所の把握を行い、事故の防止に努めなければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

144/167

4.凍結防止剤の保管等 4.凍結防止剤の保管等
　凍結防止工 受注者は、凍結防止剤の保管等については、「除雪・防雪ハンドブック（除雪

編）8.5.8貯蔵及び積み込み」（日本建設機械化協会、平成16年12月）の規定によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

受注者は、凍結防止剤の保管等については、「除雪・防雪ハンドブック（除雪
編）8.5.8貯蔵及び積み込み」（日本建設機械施工協会、平成16年12月）の規定に
よる。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

軽微な修正（国に
準拠）

144/167

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

日本みち研究所 補訂版 道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－
（平成29年11月）

軽微な修正（国に
準拠）

147/167



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）改定内容 第１１編下水道編

第11編　ダム編

R4とR6(案）
の比較頁

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 改定理由

改定箇所なし



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 土木工事施工管理基準

土木工事施工管理基準
7　その他

　土工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほか、「３次
元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 多点計測技術（面管理の場合）｣または
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 計測技術（断面管理の場合）｣の規
定によるものとする。
　また、舗装工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほ
か、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編 多点計測技術（面管理の場
合）｣または「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編 計測技術（断面管理
の場合）｣の規定によるものとする。
　河川浚渫工においては、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほ
か、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）河川浚渫工編 ｣の規定によるものとす
る。
　なお、ここでいう３次元データとは、工事目的物あるいは現地地形の形状を３次元空間上
に再現するために必要なデータである。

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

（２）３次元データによる出来形管理

頁番号

（２）３次元データによる出来形管理
（２）３次元データによる出来形管理
ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、「３次元計測技術を
用いた出来形管理要領（案）｣の規定によるものとする。

2



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

出来形管理基準
第１編　共通編
　第２章　土工
　　第３節　河川・海岸・砂防土工
1-2-3-2

1-2-3-3

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅰ-1

Ⅰ-1

　盛土工

　掘削工

Ⅰ-1

Ⅰ-2

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 1 掘削工 施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１箇所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２箇
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編計測技術（断面管理の場合）」の規定により測点による
管理を行う場合は、設計図書の測点毎。
基準高は掘削部の両端で測定。

法長�ℓ

－200

法長－４％

基　準　高　▽ ±50
1-2-3-2

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

1-2-3-2

法長�ℓ

－200

法長－４％

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

2 1 掘削工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１カ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２カ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定により測点による管理を行う場合は、設計図書の測点
毎。
基準高は掘削部の両端で測定。

標高較差

水平または
標高較差

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）土工編多点計測技術（面管
理の場合）」に基づき出来形管理を面管理で実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差または水平較差を算出する。計測
密度は１点／m2（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５cm
以内にある計測点は水平較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

1-2-3-2

±150

±160

2 2 掘削工
（面管理の場合） 平均値

平場 ±50

法面
（小段含む）

±70
計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

小段

平場

標高較差

水平または
標高較差

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

2 2 掘削工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」に基づき出来形管理を面
管理で実施する場合、その他本基準に規定する計測精度・
計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差または水平較差を算出する。計測
密度は１点／㎡（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５cm
以内にある計測点は水平較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

1-2-3-2

平場 ±50 ±150

法面
（小段含む）

±70 ±160
計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

小段

平場

標高較差

水平または
標高較差

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 3 掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

平均値
個々の計
測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）河川浚渫工事編」に基づ
き出来形管理を面管理で実施する場合、そのほか本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により出来形
管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±100mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、すべての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１点/㎡（平面投影面積
当たり）以上とする。

平場 ±50 ±300

法面
(小段含む)

±70 ±300

標高較差

水平または
標高較差

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」に基づき出来形管理を面
管理で実施する場合、そのほか本基準に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実施する
場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±100mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、すべての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１点/㎡（平面投影面積
当たり）以上とする。

1-2-3-2

平場 ±50 ±300

法面
(小段含む)

±70 ±300

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

2 3 掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

平均値
個々の計
測値

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

１
共
通
編

1-2-3-3

法長�ℓ

－100

法長－２％

幅　ｗ1，ｗ2 －100

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

3 1 盛土工
基　準　高　▽ －50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編計測技術（断面管理の場合）」の規定により測点による
管理を行う場合は、設計図書の測点毎。
基準高は各法肩で測定。

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

1-2-3-3

法長�ℓ

－100

法長－２％

幅　ｗ1，ｗ2 －100

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

3 1 盛土工
基　準　高　▽ －50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定により測点による管理を行う場合は、設計図書の測点
毎。
基準高は各法肩で測定。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

1-2-３-４

1-2-３-5

1-2-３-6

　　第４節　道路土工
1-2-4-2

1-2-4-3

1-2-4-4

Ⅰ-4

Ⅰ-2

　掘削工

　路体盛土工
Ⅰ-5

Ⅰ-3
　盛土補強工

Ⅰ-4

Ⅰ-3
　法面整形工

　堤防天端工
Ⅰ-3

　路床盛土工

標高較差

標高較差

標高較差

１
共
通
編

1-2-3-3

-50 -170

法面
4割≧勾配

（小段含む）

-60 -170

※ただし、ここでの勾配は、鉛直方向の
長さ１に対する、水平方向の長さＸをＸ
割と表したもの

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

3 2 盛土工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）土工編多点計測技術（面管
理の場合）」に基づき出来形管理を面管理で実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／㎡
（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

天端 -50 -150

法面
4割＜勾配

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

天端

小段

標高較差

標高較差

標高較差

-170

法面
4割≧勾配

（小段含む）

-60 -170

※ただし、ここでの勾配は、鉛直方向の
長さ１に対する、水平方向の長さＸをＸ
割と表したもの

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

3 2 盛土工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」に基づき出来形管理を面
管理で実施する場合、その他本基準に規定する計測精度・
計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／㎡
（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

1-2-3-3

天端 -50 -150

法面
4割＜勾配

-50
計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

天端

小段

１
共
通
編

1-2-3-4施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。

基　準　高　▽ －50

厚　　　さ　ｔ －50

控　え　長　さ 設計値以上

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

4 盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁工法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補強土工
法）

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。

ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規定する計
測精度・計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施することができる。

1-2-3-4

厚　　　さ　ｔ －50

控　え　長　さ 設計値以上

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

4 盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁工法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補強土工
法）

基　準　高　▽ －50

１
共
通
編

1-2-3-5２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

5 法面整形工
（盛土部） 厚　　　さ　ｔ ※－30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

5 法面整形工
（盛土部） 厚　　　さ　ｔ ※－30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１ヶ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用

ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規定する計
測精度・計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施することができる。

1-2-3-5

ｔ＜15cm

ｔ≧15cm

1-2-3-6１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

6 堤防天端工

厚さｔ

－25
幅は、施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につ
き２ヶ所。
厚さは、施工延長200ｍ につき１ヶ所、200ｍ 以下は２ヶ
所、中央で測定。－50

幅　　　　　ｗ －100

ｔ＜15cm

ｔ≧15cm

1-2-3-6

－50

幅　　　　　ｗ －100

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

6 堤防天端工

厚さｔ

－25
幅は、施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所に
つき２ヶ所。
厚さは、施工延長200ｍ につき１ヶ所、200ｍ 以下は２ヶ
所、中央で測定。

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

１
共
通
編

法長�ℓ

1-2-4-2施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１箇所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２箇
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土
工編計測技術（断面管理の場合）」の規定により測点による
管理を行う場合は、設計図書の測点毎。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。

±50

－200

法長－４％

幅ｗ -100

２
土
工

４
道
路
土
工

2 1 掘削工
基　準　高　▽

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

1-2-4-2

法長�ℓ

－200

法長－４％

幅ｗ -100

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 1 掘削工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１カ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２カ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定により測点による管理を行う場合は、設計図書の測点
毎。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。

標高較差

水平または
標高較差

水平または
標高較差

１
共
通
編

2 掘削工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）土工編多点計測技術（面管
理の場合）」」に基づき出来形管理を面管理で実施する場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満たす
計測方法により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差または水平較差を算出する。計測
密度は１点／㎡（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５cm
以内にある計測点は水平較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

1-2-4-2

±50 ±150

±70 ±160

２
土
工

４
道
路
土
工

2

平場

法面
（小段含む）

法面
(軟岩Ⅰ)

(小段含む）
±70 ±330

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

小段

平場

標高較差

水平または
標高較差

水平または
標高較差

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」に基づき出来形管理を面
管理で実施する場合、その他本基準に規定する計測精度・
計測密度を満たす計測方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差または水平較差を算出する。計測
密度は１点／㎡（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５cm
以内にある計測点は水平較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

1-2-4-2

平場 ±50 ±150

法面
（小段含む）

±70 ±160

法面
(軟岩Ⅰ)

(小段含む）
±70 ±330

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 2 掘削工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

小段

平場

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

1-2-4-3
1-2-4-4

法長�ℓ

－100

法長－２％

　　　

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

3
4

1 路体盛土工
路床盛土工 基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１カ所、
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２カ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定により測点による管理を行う場合は、設計図書の測点
毎。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。

ℓ�＜５ｍ

ℓ�≧５ｍ

１
共
通
編

1-2-4-3
1-2-4-4

２
土
工

４
道
路
土
工

3
4

1 路体盛土工
路床盛土工 基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき１箇所、
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所につき２箇
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）土工編計測技術
（断面管理の場合）」の規定により測点による管理を行う場
合は、設計図書の測点毎。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。

法長�ℓ

－100

法長－２％

　　　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

幅　　　ｗ1,ｗ2 －100

　 　 　　 　 　

幅　　　ｗ1,ｗ2 －100



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

1-3-7-4

第３編　土木工事共通編
　第２章　一般施工
　　第３節　共通的工種
3-2-3-4

3-2-3-5

3-2-3-6

3-2-3-24 Ⅰ-15

Ⅰ-7
　小型標識工

　縁石工
Ⅰ-7

Ⅰ-7

　第３章　 無筋、鉄筋コンクリート

　組立て

Ⅰ-5

　矢板工（指定仮設・任意仮
設は除く）

Ⅰ-6

標高較差

標高較差

１
共
通
編

1-2-4-3
1-2-4-4

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）土工編多点計測技術（面管
理の場合）」に基づき出来形管理を面管理で実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／㎡
（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

天端 ±50 ±150

法面
（小段含む）

±80 ±190

２
土
工

４
道
路
土
工

3
4

2 路体盛土工
路床盛土工
（面管理の場合）

平均値
個々の
計測値

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

天端

小段

標高較差

標高較差 ±190

1-2-4-3
1-2-4-4

天端 ±50 ±150

法面
（小段含む）

±80

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

3
4

2 路体盛土工
（面管理の場合）
路床盛土工
（面管理の場合）

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）土工編多点計測技術（面管
理の場合）」に基づき出来形管理を面管理で実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±50mmが含
まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含む）の全面とし、全ての
点で設計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／㎡
（平面投影面積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本と
する。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ
るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

天端

小段

１
共
通
編

1-3-7-4３
無
筋
、

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト

７
鉄
筋
工

4 組立て
平均間隔　ｄ ±φ

 

Ｄ：ｎ本間の延長
ｎ：10本程度とする
φ：鉄筋径
工事の規模に応じて、１リフト、１ロット当たりに対して各
面で一箇所以上測定する。最小かぶりは、コンクリート標準
示方書（設計編：標準7編2章2.1）参照。ただし、道路橋示
方書の適用を受ける橋については、道路橋示方書(Ⅲコンク
リート橋・コンクリート部材編 5.2)による。

注1）重要構造物かつ主鉄筋について適用する。

注2）橋梁コンクリート床版桁（ＰＣ橋含む）の鉄筋につい
ては、第3編3-2-18-2床版工を適用する。

注3）新設のコンクリート構造物（橋梁上・下部工および重
要構造物である
内空断面積25㎡以上のボックスカルバート（工場製作のプ
レキャスト製品は全ての工種において対象外））の鉄筋の
配筋状況及びかぶりについては、必要に応じて「非破壊試
験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定
要領」も併せて適用する。

か ぶ り　ｔ
±φかつ

最小かぶり以上

=

１
共
通
編

３
無
筋
、

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト

７
鉄
筋
工

4 組立て
平均間隔　ｄ ±φ

 

Ｄ：ｎ本間の延長
ｎ：10本程度とする
φ：鉄筋径
工事の規模に応じて、１リフト、１ロット当たりに対して各
面で一箇所以上測定する。最小かぶりは、コンクリート標準
示方書（設計編：標準7編2章2.1）参照。ただし、道路橋示
方書の適用を受ける橋については、道路橋示方書(Ⅲコンク
リート橋・コンクリート部材編 5.2)による。

注1）重要構造物かつ主鉄筋について適用する。

注2）橋梁コンクリート床版桁（ＰＣ橋含む）の鉄筋につい
ては、第3編3-2-18-2床版工を適用する。

注3）新設のコンクリート構造物（橋梁上・下部工および重
要構造物である
内空断面積25㎡以上のボックスカルバート（工場製作のプ
レキャスト製品は全ての工種において対象外））の鉄筋の
配筋状況及びかぶりについては、必要に応じて「非破壊試
験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定
要領」も併せて適用する。

1-3-7-4

か ぶ り　ｔ
設計かぶり±φかつ
最小かぶり以上

=

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

4 矢板工〔指定仮設・任意仮設は
除く〕

（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基　準　高　▽ ±50
基準高は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50
ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
変位は、施工延長20ｍ（測点間隔25ｍの場合は
25ｍ）につき１ヶ所、延長20ｍ（または25ｍ）
以下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合
は、同要領に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施すること
ができる。

3-2-3-4

根　　入　　長 設計値以上

変　　　位　 ℓ 100

３
土
木
工
事
共
通
編

3-2-3-4
基　準　高　▽ ±50

根　　入　　長 設計値以上

変　　　位　 ℓ 100

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

4 矢板工〔指定仮設・任意仮設は
除く〕

（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基準高は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50
ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。
変位は、施工延長20ｍ（測点間隔25ｍの場合は
25ｍ）につき１ヶ所、延長20ｍ（又は25ｍ）以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-3-5３
共
通
的
工
種

5 縁石工

（縁石・アスカーブ）

延　　　長　Ｌ －200
１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）舗装工編　計測技術（断面管理の場
合）」の規定により管理を行う場合は、延長の
変化点で測定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

5 縁石工

（縁石・アスカーブ）

延　　　長　Ｌ －200
１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定により管理を行う場合は、延
長の変化点で測定。

3-2-3-5

－30
基礎１基毎

高 さ　ｈ －30

根入れ長 設計値以上

小型標識工
設 置 高 さ Ｈ 設計値以上

１ヶ所／１基 3-2-3-6

基礎

幅ｗ（Ｄ）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

6 3-2-3-6

基礎

幅ｗ（Ｄ） －30
基礎１基毎

高 さ　ｈ －30

根入長 設計値以上

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

6 小型標識工
設 置 高 さ Ｈ 設計値以上

３
土
木
工
事
共
通
編

１ヶ所／１基

３
土

２
一

３
共

24 2 伸縮装置工
据付け高さ ±3

高さについては車道端部、中央部において橋軸方
向に各３点計９点

　

3-2-3-24

    

    

３
土

２
一

３
共

24 2 伸縮装置工
据付け高さ ±3

高さについては車道端部、中央部において橋軸方
向に各３点計９点

　

3-2-3-24

    

    



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

（鋼製フィンガージョイント）

3-2-3-28

（プレキャストボックス工）
（プレキャストパイプ工）

3-2-3-29 Ⅰ-17
　側溝工

　伸縮装置工

Ⅰ-16
　プレキャストカルバート工

土
木
工
事
共
通
編

一
般
施
工

共
通
的
工
種

（鋼製フィンガージョイント） 高さ

据付け高さ ±3 向に各３点計９点

表面の凹凸は長手方向(橋軸直角方向）に3mの直
線定規で測って凹凸が3mm以下

歯咬み合い部は車道端部、中央部の計　3点

橋軸方向各点
誤差の相対差

3

表 面 の 凹 凸 3

歯型板面の歯咬み合い
部の高低差

2

歯咬み合い部の縦方向

間隔Ｗ1
±2

歯咬み合い部の横方向

間隔Ｗ 2
±5

仕 上 げ 高 さ
舗装面に対し

0～－2

舗装面
仕上げ高さ

あと打ち

コンクリート

C.L
W1

A
B

W2

歯型板面の歯咬みあい部

の高低差：咬みあい部中

心Ａ，Ｂ点の差

C.L
C.L

橋軸方向

舗装面に対し
0～－2

土
木
工
事
共
通
編

一
般
施
工

共
通
的
工
種

（鋼製フィンガージョイント） 高さ

据付け高さ ±3 向に各３点計９点

表面の凹凸は長手方向(橋軸直角方向）に3mの直
線定規で測って凹凸が3mm以下

歯咬み合い部は車道端部、中央部の計　3点

橋軸方向各点
誤差の相対差

3

表 面 の 凹 凸 3

歯型板面の歯咬み合い
部の高低差

2

歯咬み合い部の縦方向

間隔Ｗ1
±2

歯咬み合い部の横方向

間隔Ｗ 2
±5

仕 上 げ 高 さ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
プ
レ
キ
ャ

ス
ト
カ
ル
バ
ー

ト
工

28 プレキャストカルバート工

（プレキャストボックス工）
（プレキャストパイプ工）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下の
ものは１施工箇所につき２ヶ所。
※印は、現場打部分のある場合

3-2-3-28

※幅　　　　ｗ －50

※高　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

28 プレキャストカルバート工

（プレキャストボックス工）
（プレキャストパイプ工）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下の
ものは１施工箇所につき２ヶ所。
※印は、現場打部分のある場合

3-2-3-28

※幅　　　　ｗ －50

※高　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 1 側溝工

（プレキャストＵ型側溝）
（Ｌ型側溝工）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下の
ものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工編計測技術（断面管理の場合）」の規定に
よる測点の管理方法を用いることができる。

3-2-3-29

延　　　長　Ｌ －200
１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）舗装工編計測技
術（断面管理の場合）」の規定により
管理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 1 側溝工

（プレキャストＵ型側溝）
（Ｌ型側溝工）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、施工延長40ｍ（または50ｍ）以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-3-29

延　　　長　Ｌ －200
１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により
管理を行う場合は、延長の変化点で測
定。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　　第４節　基礎工
3-2-4-3

3-2-4-4

Ⅰ-21

　既製杭工

　基礎工（護岸）

Ⅰ-21

Ⅰ-20

Ⅰ-21

Ⅰ-17３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 3 側溝工

（暗渠工）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所。
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工につ
き２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工編計測技術（断面管理の場合）」の規定に
よる測点の管理方法を用いることができる。

3-2-3-29

幅　　ｗ1，ｗ 2 －50

深　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）舗装工編計測技術（断面管理の場合）」
の規定により管理を行う場合は、延長の変化点
で測定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 3 側溝工

（暗渠工）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所。
延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施工に
つき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-3-29

幅　　ｗ1，ｗ 2 －50

深　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定により管理を行う場合は、延
長の変化点で測定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

3 1 基礎工（護岸）

（現場打）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-4-3

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

3 1 基礎工（護岸）

（現場打）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合
は、同要領に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施すること
ができる。

3-2-4-3

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

3 2 基礎工（護岸）

（プレキャスト）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-4-3

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

3 2 基礎工（護岸）

（プレキャスト）

基　準　高　▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-4-3

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

4 1 既製杭工

（ 既製コンクリート杭）
（鋼管杭）
（Ｈ鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。 3-2-4-4

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ Ｄ／4以内かつ100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

4 1 既製杭工

（ 既製コンクリート杭）
（鋼管杭）
（Ｈ鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合
は、同要領に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施すること
ができる。

3-2-4-4

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ Ｄ／4以内かつ100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

4 2 既製杭工

（鋼管ソイルセメント杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。 3-2-4-4

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ 100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

杭　　径　　Ｄ 設計値以上

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

4 2 既製杭工

（鋼管ソイルセメント杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。 3-2-4-4

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ Ｄ／4以内かつ100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

杭　　径　　Ｄ 設計値以上



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　　第５節　石・ブロック積（張）工
3-2-5-3

3-2-5-4

3-2-5-5 Ⅰ-25
　石積（張）工

Ⅰ-24
　緑化ブロック工

Ⅰ-24

Ⅰ-23

Ⅰ-23
　コンクリートブロック工

Ⅰ-21

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

5 場所打杭工
基　準　高　▽ ±50

全数について杭中心で測定。 3-2-4-5

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ 100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

杭　　径　　Ｄ
設計径（公称径）

－30以上

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

5 場所打杭工
基　準　高　▽ ±50

全数について杭中心で測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合
は、同要領に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施すること
ができる。

3-2-4-5

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　ｄ 100以内

傾　　　　　斜 1／100以内

杭　　径　　Ｄ
設計径（公称径）

－30以上

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 1 コンクリートブロック工

（コンクリートブロック積）
（コンクリートブロック張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき　２ヶ所。厚さは上端部及
び下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

法長 ℓ

－50

－100

厚さ（ブロック積張）

ｔ1
－50

厚さ（裏込）ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 1 コンクリートブロック工

（コンクリートブロック積）
（コンクリートブロック張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき　２ヶ所。厚さは上端部
及び下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

法長 ℓ

－50

－100

厚さ（ブロック積張）

ｔ1
－50

厚さ（裏込）ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 2 コンクリートブロック工

（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

法　　　長　 ℓ －100

延長　Ｌ1，Ｌ2 －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 2 コンクリートブロック工

（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

法　　　長　 ℓ －100

延長　Ｌ1，Ｌ2 －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 3 コンクリートブロック工

（天端保護ブロック）
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

幅　　　　　ｗ －100

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 3 コンクリートブロック工

（天端保護ブロック）
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-3

幅　　　　　ｗ －100

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

4 緑化ブロック工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき２ヶ所。厚さは上端部及び
下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-4

法長  ℓ

－50

－100

厚さ（ブロック）ｔ1 －50

厚さ（裏込）　　ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

4 緑化ブロック工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。厚さは上端部及
び下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-4

法長  ℓ

－50

－100

厚さ（ブロック）ｔ1 －50

厚さ（裏込）　　ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

5 石積（張）工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のもの
は１施工箇所につき２ヶ所。厚さは上端部及び
下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）
護岸工編」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-5

法長 ℓ

－50

－100

厚さ（石積・張）ｔ1 －50

厚さ（裏込）　　ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

5 石積（張）工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。厚さは上端部及
び下端部の２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

3-2-5-5

法長 ℓ

－50

－100

厚さ（石積・張）ｔ1 －50

厚さ（裏込）　　ｔ 2 －50

延　　　長　Ｌ －200



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　　第６節　一般舗装工
3-2-6-6

3-2-6-7
　アスファルト舗装工

Ⅰ-25
　橋面防水工

Ⅰ-27

Ⅰ-27

Ⅰ-26

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

６ ４ 橋面防水工（シート系
床版防水層）

シートの重ね幅 －20～+50 標準重ね幅100㎜に対し、１施工箇所毎に
目視と測定により全面を確認

3-2-6-6-4

±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 1 アスファルト舗装工

（下層路盤工）

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線および端部で測定。厚さは各車線200ｍ
毎に１ヶ所を掘り起こして測定。幅は、延長
80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただし、幅は設
計図書の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも

に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満

足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3-2-6-7

厚　　さ

幅

±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 1 アスファルト舗装工

（下層路盤工）

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線および端部で測定。厚さは各車線200ｍ
毎に１ヶ所を掘り起こして測定。幅は、延長
80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただし、幅は設
計図書の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも

に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満

足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3-2-6-7

厚　　さ

幅

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ２ アスファルト舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この
場合、基準高の評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

厚さあるいは標高較差

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ２ アスファルト舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この
場合、基準高の評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

厚さあるいは標高較差

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

　　 　

　

　

３
土
木
工
事
共
通

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 3 アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは
各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80
ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3-2-6-7

幅

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 3 アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは
各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80
ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3-2-6-7

幅



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅰ-29

Ⅰ-29

Ⅰ-28

Ⅰ-28

-54 -63 -8 -10
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ４ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差 -54 -63 -8 -10
３
土
木
工
事
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通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ４ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

-25 -30 -8 -10

-50 -50 ― ―

厚　　さ

幅

３
土
木
工
事
共
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編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 5 アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしく
は掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定する
ことができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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7 5 アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしく
は掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定する
ことができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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７ ６ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7
-54 -63 -8 -10
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７ ６ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

アスファルト舗装工

（加熱アスファルト安定
処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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7 7 アスファルト舗装工

（加熱アスファルト安定
処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3-2-6-7

幅
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Ⅰ-33

Ⅰ-30

Ⅰ-31

-36 -45 -5 -7
７ ８ アスファルト舗装工

 
（加熱アスファルト安定

処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）舗装工編多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
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７ ８ アスファルト舗装工
 

（加熱アスファルト安定
処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
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7 9 アスファルト舗装工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。
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7 9 アスファルト舗装工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-7

幅

-20 -25 -3 -4
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ 10 アスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

-20 -25 -3 -4
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ 10 アスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

3-2-6-7

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―
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幅
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7 11 アスファルト舗装工

（表層工）

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000㎡に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-7

平 坦 性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

３
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7 11 アスファルト舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000㎡に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が
10,000㎡以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

　厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合
で規格値を満足しなければならないととも
に、10個の測定値の平均値（Ｘ10）について満
足しなければならない。ただし、厚さのデー
タ数が10個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-7

幅

平 坦 性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下
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Ⅰ-35

　半たわみ性舗装工

Ⅰ-35

Ⅰ-34

Ⅰ-34
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工

６
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舗
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工

７ 12 アスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層および表層
用混合物の総使用量が、 3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-7

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下
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３
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工
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装
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７ 12 アスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密

度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を描いた上

での管理が可能な工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2以上あるいは使用する基層及び表層用
混合物の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合で、次のいずれかに該当する
ものをいう。

①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が
500t以上3,000t未満

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-7

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15

－50 －50 ― ―幅
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8 1 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして
測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する

3-2-6-8
基準高▽

厚　　さ

±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15
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8 1 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして
測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する

3-2-6-8
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幅

±90 ±90
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８ ２ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（案）舗装工編 多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この
場合、基準高の評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

厚さあるいは標高較差
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８ ２ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この
場合、基準高の評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

厚さあるいは標高較差

-25 -30 -8 -10

-50 -50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 3 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

幅

-25 -30 -8 -10

-50 -50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 3 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

幅



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅰ-38

Ⅰ-37

Ⅰ-37

Ⅰ-36

Ⅰ-36
-54 -63 -8 -10厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ４ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

-54 -63 -8 -10
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ４ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安定処理
工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取もしくは
掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定するこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8

幅

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安定処理
工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取もしく
は掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定する
ことができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8

幅

-54 -63 -8 -10
６
一
般
舗
装
工

８ ６ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安定処理
工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

-54 -63 -8 -10
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ６ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安定処理
工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
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編

２
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般
施
工
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一
般
舗
装
工

8 7 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト　安
定処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8

幅

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
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通
編

２
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般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 7 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト　安
定処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8

幅

-36 -45 -5 -7
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ８ 半たわみ性舗装工

（加熱アス ファ ルト 安定
処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8
-36 -45 -5 -7

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ８ 半たわみ性舗装工

（加熱アス ファ ルト 安定
処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-9

Ⅰ-41

Ⅰ-40
　排水性舗装工

Ⅰ-39

Ⅰ-40

Ⅰ-39

Ⅰ-38
－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―

厚　　さ

幅

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 9 半たわみ性舗装工

（基層工）

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8
－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―
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8 9 半たわみ性舗装工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-8

幅

-20 -25 -3 -4

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8３
土
木
工
事
共
通
編

２
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施
工

６
一
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装
工

８ 10 半たわみ性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

-20 -25 -3 -4
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８ 10 半たわみ性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-8

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

3-2-6-8

幅

平 坦 性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下
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8 11 半たわみ性舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡毎に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 11 半たわみ性舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡毎に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-8

幅

平 坦 性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

-17 -20 -2 -3

3-2-6-8

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下
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般
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工
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舗
装
工

８ 12 半たわみ性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。
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８ 12 半たわみ性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-8

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

±40 ±50 ― ―
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9 1 排水性舗装工

（下層路盤工）

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして
測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9
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幅

±40 ±50 ― ―
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9 1 排水性舗装工

（下層路盤工）

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路
中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして
測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9
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９ ２ 排水性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

厚さあるいは標高較差
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９ ２ 排水性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。この
場合、基準高の評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

厚さあるいは標高較差



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号
設計厚さから求まる高さと 差とする。
場合、基準高の評価は省略する。

場合、基準高の評価は省略する。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅰ-44

Ⅰ-43

Ⅰ-43

Ⅰ-42

Ⅰ-43

Ⅰ-41

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡に１個の割でコアーを採取もしく
は掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定す
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、基層および表
層用混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合
が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に
反映できる規模の工事をいい、同一工種の施
工が数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に
損傷を与える恐れのある場合は、他の方法に
よることが出来る。

3-2-6-9

幅

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

厚　　さ －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 5 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡に１個の割でコアーを採取もしく
は掘り起こして測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定す
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、基層および表
層用混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合
が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に
反映できる規模の工事をいい、同一工種の施
工が数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に
損傷を与える恐れのある場合は、他の方法に
よることが出来る。

3-2-6-9

幅

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、基層および表
層用混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合
が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に
反映できる規模の工事をいい、同一工種の施
工が数日連続する場合が該当する。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に
損傷を与える恐れのある場合は、他の方法に
よることが出来る。

3-2-6-9

幅

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 4 排水性舗装工

（加熱アスファルト　安定処
理工）

厚　　さ －15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上
での管理が可能な工事をいい、基層および表
層用混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合
が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に
反映できる規模の工事をいい、同一工種の施
工が数日連続する場合が該当する。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に
損傷を与える恐れのある場合は、他の方法に
よることが出来る。

3-2-6-9

幅

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 7 排水性舗装工

（加熱アスファルト　安定処
理工）

厚　　さ

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

－25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

-54 -63 -8 -10

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ６ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理
工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

-54 -63 -8 -10

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ６ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理
工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 7 排水性舗装工

（加熱アスファルト　安
定処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 7 排水性舗装工

（加熱アスファルト　安
定処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

-36 -45 -5 -7
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ８ 排水性舗装工

（加熱アス ファ ルト 安定
処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

-36 -45 -5 -7
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ８ 排水性舗装工

（加熱アス ファ ルト 安定
処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-10

Ⅰ-47

Ⅰ-46
　透水性舗装工

Ⅰ-45

Ⅰ-46

Ⅰ-45

Ⅰ-44
－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 9 排水性舗装工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 9 排水性舗装工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1,000m2に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。

3-2-6-9

幅

-20 -25 -3 -4
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 10 排水性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ 以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9
-20 -25 -3 -4

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 10 排水性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差
１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が 3,000 ｔ 以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

3-2-6-9

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 11 排水性舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡毎に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。
　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-9

幅

平 坦 性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 11 排水性舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さ
は、1000㎡毎に１個の割でコアーを採取して測
定。ただし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で
の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷
を与える恐れのある場合は、他の方法による
ことが出来る。
　維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-9

幅

平 坦 性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4mm以下直
読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

-17 -20 -2 -3

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 12 排水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案 ） 舗装工 編 多 点計 測 技術（面 管理の場
合）」に基づき出来形管理を実施する場合、
その他本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層および表層用
混合物の総使用量が 3,000 ｔ以上の場合が該当
する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-9

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

-17 -20 -2 -3

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 12 排水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差

１．３次元データによる出来形管理において
「 ３ 次元 計 測技術を 用い た出来形 管理要領
（ 案） 」に 基づ き出来形 管理を実 施す る場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測
密度を満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として
±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての

点で標高値を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、
直下層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋
設計厚さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上で

の管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混
合物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規
模は小さいものの、管理結果を施工管理に反映
できる規模の工事をいい、同一工種の施工が
数日連続する場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略す
ることが出来る。

3-2-6-9

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

ｔ＜
15cm

－30

ｔ≧
15cm

－45

基準高は片側延長40m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所掘り起こして測
定。
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-10

厚　さ

－10

基準高▽ ±50 ―
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 1 透水性舗装工

（路盤工）

－15

幅 －100 ―

ｔ＜
15cm

－30

ｔ≧
15cm

－45

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 1 透水性舗装工

（路盤工）

基準高▽ ±50 ―
基準高は片側延長40m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所掘り起こして測
定。
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

※歩道舗装に適用する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-10

厚　さ

－10

－15

幅 －100 ―

ｔ＜ 15
㎝

＋90
－70

ｔ≧ 15
㎝

±90

ｔ＜ 15
㎝

＋90
－70

ｔ≧ 15
㎝

±90

３
土
木
工
事
共
通
編

厚さあるいは標高
較差

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編 多点計測技術（面管理の場合）」に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-10

＋50
－15

＋50
－10

＋50
－15

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 2 透水性舗装工

（路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

＋50
－10

ｔ＜ 15
㎝

＋90
－70

ｔ≧ 15
㎝

±90

ｔ＜ 15
㎝

＋90
－70

ｔ≧ 15
㎝

±90

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 2 透水性舗装工

（路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

＋50
－10

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-10

＋50
－15

厚さあるいは標高
較差

＋50
－10

＋50
－15
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岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-11

Ⅰ-47

Ⅰ-48
　グースアスファルト舗装工

Ⅰ-49

Ⅰ-49

Ⅰ-50

Ⅰ-50

Ⅰ-48

厚　　さ
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 3 透水性舗装工

（表層工）

幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200m 毎に１ヶ所コアーを採取
して測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-10

－25 ―幅

－9 －3
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 3 透水性舗装工

（表層工）

厚　　さ －9 －3
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200m 毎に１ヶ所コアーを採取
して測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以
下の間隔で測定することができる。

※歩道舗装に適用する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-10

幅 －25 ―

厚さあるいは標高
較差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ４ 透水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

-20 -3
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編 多点計測技術（面管理の場合）」に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-10 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ４ 透水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-20 -3
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-10

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 1 グースアスファルト　舗装
工

（加熱アスファルト　安定
処理工）

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1000m2に１個の割でコアーを採取して測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下の
間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-11
厚　　さ

幅

－15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 1 グースアスファルト　舗装
工

（加熱アスファルト　安定
処理工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1000m2に１個の割でコアーを採取して測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下の
間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合は、
同要領に規定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。
コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-11

幅

-36 -45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 ２ グースアスファルト舗装工

（加熱アスファルト安定処
理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での管
理が可能な工事をいい、基層および表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-11

-36 -45 -5 -7
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 ２ グースアスファルト舗装工

（加熱アスファルト安定処
理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での管
理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物の
総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-11

－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―

厚　　さ

幅

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 3 グースアスファルト　舗装
工

（基層工）

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1000m2に１個の割でコアーを採取して測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下の
間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-11
－9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 3 グースアスファルト　舗装
工

（基層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000m2に１個の割でコアーを採取して測定。た
だし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下
の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合は、
同要領に規定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-11

幅

-20 -25 -3 -4
厚さあるいは標高

較差

６
一
般
舗
装
工

11３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４ グースアスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で
標高値を算出する。計測密度は１点／㎡（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での管
理が可能な工事をいい、基層および表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-11
-20 -25 -3 -4

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 ４ グースアスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で
標高値を算出する。計測密度は１点／㎡（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での管
理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物の
総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

3-2-6-11

  

　　
３ ２ ６ 11 5 グースアスファルト舗装工 幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、 工事規模の考え方

　

　

　

　

３ ２ ６ 11 5 グースアスファルト舗装工
　　

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、 工事規模の考え方
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－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―幅

平 坦 性

厚　　さ
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 5 グースアスファルト舗装工

（表層工）

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1000m2毎に１個の割でコアーを採取して測定。た
だし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下
の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下直読
式(足付き)
(σ)1.75mm以下

－7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 5 グースアスファルト舗装工

（表層工）

厚　　さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1000m2毎に１個の割でコアーを採取して測定。た
だし、幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ以下
の間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合は、
同要領に規定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での
管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

コア－採取について
　橋面舗装等でコア－採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

幅

平 坦 性 ―

3mプロフィルメー
ター
(σ)2.4mm以下直読
式(足付き)
(σ)1.75mm以下



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-12
　コンクリート舗装工

Ⅰ-52

Ⅰ-51

Ⅰ-53

Ⅰ-54

Ⅰ-51

-17 -20 -2 -3
厚さあるいは標高

較差

平坦性

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 ６ グースアスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
４㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層および表層用混合
物の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-11

―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

-17 -20 -2 -3
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 ６ グースアスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
４㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描いた上での

管理が可能な工事をいい、基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000 ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事より規模は
小さいものの、管理結果を施工管理に反映できる
規模の工事をいい、同一工種の施工が数日連続す
る場合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-11

平坦性 ―

3mプロフィルメー
ター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

±40 ±50
コンクリート舗装工

（下層路盤工）

基準高▽

厚　　さ

幅

－45 －15

６
一
般
舗
装
工

12 1 基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路中心
線および端部で測定。厚さは各車線200ｍ毎に
１ヶ所を掘り起こして測定。幅は、延長80ｍ毎に
１ヶ所の割に測定。ただし、幅は設計図書の測点
によらず延長80ｍ以下の間隔で測定することがで
きる。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000㎡以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-12

－50 ―

―
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

±40 ±50
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 1 コンクリート舗装工

（下層路盤工）

基準高▽ ―
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路中心
線及び端部で測定。厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ
所を掘り起こして測定。幅は、延長80ｍ毎に１ヶ
所の割に測定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず延長80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」に基づき出来形管理を実施する場合は、
同要領に規定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000㎡以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-12

厚　　さ －45 －15

幅 －50 ―

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

厚さあるいは標高
較差

基準高▽

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。この場合、基準
高の評価は省略する。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。この場合、基準
高の評価は省略する。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

厚さあるいは標高
較差

-55 -66
厚さあるいは標高

較差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ４ コンクリート舗装工

（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

-55 -66
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ４ コンクリート舗装工

（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

-55 -66
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工

（セメント（石灰・瀝青）
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。

3-2-6-12
-55 -66

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工

（セメント（石灰・瀝青）
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅰ-55

Ⅰ-55

Ⅰ-56

Ⅰ-57

Ⅰ-58

-20 -27
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 8 コンクリート舗装工

（アスファルト中間層）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-3
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。

3-2-6-12
-20 -27
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工

12 8 コンクリート舗装工

（アスファルト中間層）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-3
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。

3-2-6-12

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 9 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装版工）

厚　　さ －10 －3.5
厚さは各車線の中心付近で型枠据付後各車線200ｍ
毎に水糸又はレベルにより１測線当たり横断方向
に３ヶ所以上測定、幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の
割で測定。平坦性は各車線毎に版縁から１ｍの線
上、全延長とする。なお、スリップフォーム工法
の場合は、厚さ管理に関し、打設前に各車線の中
心付近で各車線200ｍ毎に水糸又はレベルにより
１測線当たり横断方向に３ヶ所以上路盤の基準高
を測定し、測定打設後に各車線200m毎に両側の版
端を測定する。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず延長80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

幅 －25 ―

平 坦 性 ―

コンクリートの硬
化後3mプロフィル
メーターにより機
械舗設の場合
(σ)2.4mm以下
人力舗設の場合
(σ)3mm以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。
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木
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事
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編

２
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施
工

６
一
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舗
装
工

12 9 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装版工）

厚　　さ －10 －3.5
厚さは各車線の中心付近で型枠据付後各車線200ｍ
毎に水糸またはレベルにより１測線当たり横断方
向に３ヶ所以上測定、幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所
の割で測定。平坦性は各車線毎に版縁から１ｍの
線上、全延長とする。なお、スリップフォーム工
法の場合は、厚さ管理に関し、打設前に各車線の
中心付近で各車線200ｍ毎に水糸又はレベルによ
り１測線当たり横断方向に３ヶ所以上路盤の基準
高を測定し、測定打設後に各車線200m毎に両側の
版端を測定する。ただし、幅は設計図書の測点に
よらず延長80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

幅 －25 ―

平 坦 性 ―

コンクリートの硬
化後3mプロフィル
メーターにより機
械舗設の場合
(σ)2.4mm以下
人力舗設の場合
(σ)3mm以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装版工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-22 -3.5
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

平坦性 ―

コンクリートの硬
化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰによ
り機械舗設の場合
(σ)2.4㎜以下
人力舗設の場合
(σ)3㎜以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。
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木
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編

２
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工

６
一
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舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装版工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-22 -3.5
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

平坦性 ―

コンクリートの硬
化後
3mプロフィルメー
ターにより機械舗
設の場合
(σ)2.4㎜以下
人力舗設の場合
(σ)3㎜以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

３
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木
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編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 12 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
下層路盤工

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。この場合、基準
高の評価は省略する。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

厚さあるいは標高
較差

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15
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一
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舗
装
工

12 12 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
下層路盤工

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。この場合、基準
高の評価は省略する。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12

厚さあるいは標高
較差

-55 -66
３
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工

12 14 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編 多点計測技術（面管理の場合）」に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12
-55 -66

３
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工
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工

12 14 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-8
１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12
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岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-13

Ⅰ-58

　薄層カラー舗装工

Ⅰ-61

Ⅰ-59

Ⅰ-60

Ⅰ-60 

Ⅰ-62

－25 －30
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 15 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安
定処理工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしくは、掘
り起こして測定。ただし、幅は設計図書の測点に
よらず延長80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-12

幅 －50 ―

－25 －30
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
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舗
装
工

12 15 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安
定処理工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしくは、掘
り起こして測定。ただし、幅は設計図書の測点に
よらず延長80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

3-2-6-12

幅 －50 ―
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12 16 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安
定処理工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差
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１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編 多点計測技術（面管理の場合）」に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

3-2-6-12
-55 -66
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12 16 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安
定処理工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差
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１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。
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12 18 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差
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１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。
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12 18 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差
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１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に
基づき出来形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、1層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。

3-2-6-12

―

転圧コンクリート
の硬化後、3mプロ
フィルメーターに
より(σ)2.4mm以
下｡

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。
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12 19 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）

厚　　さ －15 －4.5
厚さは、各車線の中心付近で型枠据付後各車線200
ｍ毎に水糸又はレベルにより１測線当たり横断方
向に３ヶ所以上測定、幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所
の割で測定、平坦性は各車線毎に版縁から１ｍの
線上、全延長とする。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定することが
できる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

幅 －35 ―

平 坦 性
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12 19 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）

厚　　さ －15 －4.5
厚さは、各車線の中心付近で型枠据付後各車線200
ｍ毎に水糸またはレベルにより１測線当たり横断
方向に３ヶ所以上測定、幅は、延長80ｍ毎に１ヶ
所の割で測定、平坦性は各車線毎に版縁から１ｍ
の線上、全延長とする。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測定すること
ができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

幅 －35 ―

平 坦 性 ―

転圧コンクリート
の硬化後、3mプロ
フィルメーターに
より(σ)2.4mm以
下｡

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

平坦性 ―

転圧コンクリート
の硬化後、3ｍﾌﾟﾛ
ﾌｨﾙﾒｰﾀｰにより
(σ)2.4㎜以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。
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12 20 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-32 -4.5

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。
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12 20 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート版工）

（面管理の場合）

厚さあるいは標高
較差

-32 -4.5

１．３次元データによる出来形管理において「３
次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編多点計測技術（面管理の場合）」に基づき出
来形管理を実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法により出
来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で

標高値を算出する。計測密度は１点／m2（平面投
影面積当たり）以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層の標高値と
の差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、直下
層の目標高さ＋直下層の標高較差平均値＋設計厚
さから求まる高さとの差とする。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積

が2,000m2未満。

　維持工事においては、平坦性の項目を省略する
ことが出来る。

3-2-6-12

平坦性 ―

転圧コンクリート
の硬化後、3ｍプロ
フィルメーターに
より
(σ)2.4㎜以下

目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線及び端部で
測定。
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13 2 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
　粒度調整路盤工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、各
車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2,000 ㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。
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13 2 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
　粒度調整路盤工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、各
車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2,000 ㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10
個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ
ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。
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13 3 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理
工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしくは掘り
起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに 10
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13 3 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理
工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取もしくは掘り
起こして測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡
以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積
が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合

　

3-2-6-13
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で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る

通
編

　　

（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

　

　

　厚さは、個 の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る

－15 －20
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工

（加熱アスファルト安定処
理工）

厚　　さ －5
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2,000 ㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出
来る。

3-2-6-13

幅 －50 ―

－15 －20
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工

（加熱アスファルト安定処
理工）

厚　　さ －5
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、
1,000㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2

以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2,000 ㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出
来る。

3-2-6-13

幅 －50 ―

－9 －12
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工

（基層工）

厚　　さ ー3
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値
の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。
ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-13

幅 －25 ―

－9 －12
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工

（基層工）

厚　　さ ー3
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値
の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。
ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-13

幅 －25 ―
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Ⅰ-65
Ⅰ-66

Ⅰ-67
　舗装打換え工

　ブロック舗装工

Ⅰ-67

　路面切削工

Ⅰ-67

±40 ±50

－25 －30
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、各車線
200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

3-2-6-14

幅 －50 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 1 ブロック舗装工

（下層路盤工）

基準高▽ ―
基準高は、延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路中心線
及び端部で測定。
厚さは、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡以上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000
㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規
格値を満足しなければならないとともに、10個の測定

値の平均値（Ｘ10）について満足しなければならな

い。ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定
値の平均値は適用しない。

3-2-6-14

厚　　さ －45 －15

幅 －50 ―

±40 ±50

－25 －30

－15

幅 －50

―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 1 ブロック舗装工

（下層路盤工）

基準高▽ ―
基準高は、延長40ｍ毎に１ヶ所の割とし、道路中心線
及び端部で測定。
厚さは、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測
定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡以上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000
㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規
格値を満足しなければならないとともに、10個の測定

値の平均値（Ｘ10）について満足しなければならな

い。ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定
値の平均値は適用しない。

3-2-6-14

厚　　さ －45

―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、各車線
200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こして測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

3-2-6-14

幅 －50

－25 －30

－15 －20

－9 －12

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 4 ブロック舗装工

（加熱アスファルト　安定処
理工）

厚　　さ －5
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅 －50 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 3 ブロック舗装工

（上層路盤工）
　セメント（石灰）
　安定処理工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取もしくは掘り起こして
測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡以上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000
㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規
格値を満足しなければならないとともに、10個の測定

値の平均値（Ｘ10）について満足しなければならな

い。ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定
値の平均値は適用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 5 ブロック舗装工

（基層工）

厚　　さ －3
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅 －25 ―

―－50

－25 －30

－15 －20

－9 －12

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 4 ブロック舗装工

（加熱アスファルト　安定処
理工）

厚　　さ －5
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅 －50 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 5 ブロック舗装工

（基層工）

厚　　さ －3
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取して測定。

工事規模の考え方

　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以上
とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混合
物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000

m2未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規格
値を満足しなければならないとともに、10個の測定値

の平均値（Ｘ10）について満足しなければならない。

ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定値の
平均値は適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与え
る恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅 －25 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 3 ブロック舗装工

（上層路盤工）
　セメント（石灰）
　安定処理工

厚　　さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、厚さは、1,000
㎡に１個の割でコアーを採取もしくは掘り起こして
測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡以上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が2,000
㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で規
格値を満足しなければならないとともに、10個の測定

値の平均値（Ｘ10）について満足しなければならな

い。ただし、厚さのデータ数が10個未満の場合は測定
値の平均値は適用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出来
る。

3-2-6-14

幅 －50 ―

厚さは40ｍ毎に現舗装高切削後の基準高の差で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
延長40ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。
測定方法は自動横断測定法によることが出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」の規
定による測点の管理方法を用いることができる。

3-2-6-15

幅　　　ｗ －25 ―

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 1 路面切削工
厚　さ　ｔ －7 －2

節 条 枝番 工　　　　　種 測　定　項　目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ｘ）
測定値の平均

(  )

章

１．「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で設計面との
厚さｔまたは標高較差を算出する。計測密度は1点/m2
（平面投影面積当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差は、現舗装高切削後の基準高
との差で算出する。

４．幅は、延長40m毎に測定するものとし、延長40ｍ未
満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。

3-2-6-15

幅ｗ －25 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 ２ 路面切削工
（面管理の場合）
標高較差または厚さｔのみ

厚さｔ
（標高較差）

-17
(17)

（面管理とし
て緩和）

-2
(2)

１．施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）
（路面切削工編）に基づき出来形管理を実施する場合に
適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で設計面との
厚さｔまたは標高較差を算出する。計測密度は1点/m2
（平面投影面積当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差は、現舗装高切削後の基準高
との差で算出する。

４．幅は、延長40m毎に測定するものとし、延長40ｍ未
満の場合は、２箇所／施工箇所とする。

3-2-6-15

幅ｗ －25 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 ２ 路面切削工
（面管理の場合）
標高較差または厚さｔのみ

厚さｔ
（標高較差）

-17
(17)

（面管理とし
て緩和）

-2
(2)

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ｘ）

平均の測定値

(Ｘ10)

厚　さ　ｔ －7 －2

幅　　　ｗ －25 ―

測　定　項　目

規　格　値

測　　定　　基　　準

厚さは40ｍ毎に現舗装高切削後の基準高の差で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
延長40ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。
測定方法は自動横断測定法によることが出来る。

3-2-6-1515 1 路面切削工３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

３
土
木

－50
各層毎１ヶ所／１施工箇所 3-2-6-16

　

２
一
般

６
一
般

16 舗装打換え工

路

幅　ｗ

　

３
土
木

２
一
般

６
一
般

16 舗装打換え工
幅　ｗ －50

各層毎１ヶ所／１施工箇所

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」の規

3-2-6-16



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号
木
工
事
共
通
編

延長Ｌ

舗
設
工

幅　ｗ

厚さｔ 該当工種

－25

延長Ｌ －100

般
施
工

般
舗
装
工

路
盤
工

－100

厚さｔ 該当工種

　

舗
設
工

幅　ｗ －25

延長Ｌ －100

厚さｔ 該当工種

木
工
事
共
通
編

般
施
工

般
舗
装
工

路
盤
工

　

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」の規
定による測点の管理方法を用いることができる。

延長Ｌ －100

厚さｔ 該当工種



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-6-17

　　第７節　地盤改良工
3-2-7-2

3-2-7-4

3-2-7-9

Ⅰ-68
　オーバーレイ工

Ⅰ-70
　表層安定処理工

Ⅰ-72
　固結工

Ⅰ-68

Ⅰ-69
　路床安定処理工

平　坦　性

厚さは40ｍ毎に現舗装高とオーバーレイ後の基準高の差
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ未満の場
合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

3-2-6-17

幅　　　ｗ －25

―

3mﾌ゚ ﾛﾌｨﾙﾒー ﾀー
(σ)2.4mm以下
直読式(足付

き)(σ)1.75mm以下

－9

延　長　Ｌ －100

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 1 オーバーレイ工
厚　さ　ｔ

厚さは40ｍ毎に現舗装高とオーバーレイ後の基準高の差
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ未満の場
合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」の規
定による測点の管理方法を用いることができる。

3-2-6-17

幅　　　ｗ －25

延　長　Ｌ －100

平　坦　性 ―

3mプロフィルメー
ター
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 1 オーバーレイ工
厚　さ　ｔ －9

-20 -3

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来形管理を実施する
場合、その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として± 4mmが
含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で標高値

を算出する。計測密度は１点／m2（平面投影面積当た
り）以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオーバーレイ後の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、オーバーレ
イ後の目標高さとオーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

3-2-6-17

平坦性 ―

３mﾌ゚ ﾛﾌｨﾙﾒー ﾀー
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

厚さあるいは標高較差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 ２ オーバーレイ工

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理において「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来形管理を実施する
場合、その他本基準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として± 4mmが
含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、全ての点で標高値

を算出する。計測密度は１点／m2（平面投影面積当た
り）以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオーバーレイ後の標高値
との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場合は、オーバーレ
イ後の目標高さとオーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

3-2-6-17

平坦性 ―

３mプロフィルメー
ター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 ２ オーバーレイ工

（面管理の場合）
厚さあるいは標高較差 -20 -3

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

2 路床安定処理工
基　準　高　▽ ±50

延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）表層安
定処理等・固結工（中層混合処理）編」による管理の
場合は、全体改良範囲図を用いて、施工厚さt 、天端
幅w 、天端延長L を確認（実測は不要）。

3-2-7-2

施工厚さ　　ｔ －50

幅　　　　　ｗ －100

延　　　長　Ｌ －200

3-2-7-2

施工厚さ　　ｔ －50

幅　　　　　ｗ －100

延　　　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

2 路床安定処理工
基　準　高　▽ ±50

延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」によ
る管理の場合は、全体改良範囲図を用いて、施工厚さt
、天端幅w 、天端延長L を確認（実測は不要）。

3-2-7-4

法長ℓ －500

天端幅ｗ －300
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）表層安
定処理等・固結工（中層混合処理）編」に記載の全体
改良平面図を用いて天端幅w、天端延長Lを確認（実測は
不要）

天端延長Ｌ －500

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

４ ２ 表層安定処理工

（ICT施工の場合）

基準高▽ 特記仕様書に明示
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。

3-2-7-4

法長ℓ －500

天端幅ｗ －300
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に記
載の全体改良平面図を用いて天端幅w、天端延長Lを確認
（実測は不要）

天端延長Ｌ －500

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

４ ２ 表層安定処理工

（ICT施工の場合）

基準高▽ 特記仕様書に明示
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。

1 固結工

（粉体噴射撹拌工）
（高圧噴射撹拌工）
（スラリー撹拌工）
（生石灰パイル工）

100本に１ヶ所。
100本以下は２ヶ所測定。
１ヶ所に４本測定。

3-2-7-9

位置・間隔　ｗ Ｄ／4以内

杭　　　径　Ｄ 設計値以上

深　　　度　L 設計値以上
全本数

Ｌ＝ℓ1－ℓ2
ℓ1は改良体先端深度
ℓ2は改良端天端深度

基　準　高　▽ －50
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

9 3-2-7-9

位置・間隔　ｗ Ｄ／4以内

杭　　　径　Ｄ 設計値以上

深　　　度　L 設計値以上
全本数

Ｌ＝ℓ1－ℓ2
ℓ1は改良体先端深度
ℓ2は改良端天端深度

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

9 1 固結工

（粉体噴射撹拌工）
（高圧噴射撹拌工）
（スラリー撹拌工）
（生石灰パイル工）

基　準　高　▽ －50
100本に１ヶ所。
100本以下は２ヶ所測定。
１ヶ所に４本測定。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　　第10節　仮設工
3-2-10-10

　　第12節　工場製作工（共通）
3-2-12-1

Ⅰ-73

Ⅰ-75
　地中連続壁工（柱列式）

　鋳造費
Ⅰ-76
Ⅰ-77
Ⅰ-78

Ⅰ-73
０以上 杭芯位置管理表により基準高を確認

3-2-7-9

位置 Ｄ／８以内

全本数
施工履歴データから作成した杭芯位置管理表により設
計杭芯位置と施工した杭芯位置との距離を確認
（掘起しによる実測確認は不要）

杭径Ｄ 設計値以上
工事毎に１回
施工前の撹拌翼の寸法実測により確認
（掘起しによる実測確認は不要）

改良長L 設計値以上

全本数
施工履歴データから作成した杭打設結
果表により確認
（残尺計測による確認は不要）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

９ ２ 固結工

（スラリー撹拌工）

｢施工履歴データを用いた出来形管
理要領（固結工（スラリー撹拌工）
編）（案）｣による管理の場合

基準高▽

3-2-7-9

位置 Ｄ／８以内

全本数
施工履歴データから作成した杭芯位置管理表により設
計杭芯位置と施工した杭芯位置との距離を確認
（掘起しによる実測確認は不要）

杭径Ｄ 設計値以上
工事毎に１回
施工前の撹拌翼の寸法実測により確認
（掘起しによる実測確認は不要）

改良長L 設計値以上

全本数
施工履歴データから作成した杭打設結
果表により確認
（残尺計測による確認は不要）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

９ ２ 固結工

（スラリー撹拌工）

｢施工履歴データを用いた出来形管
理要領（固結工（スラリー撹拌工）
編）（案）｣による管理の場合

基準高▽ ０以上 杭芯位置管理表により基準高を確認

3-2-7-9

施工厚さｔ 設計値以上

幅ｗ 設計値以上

延長Ｌ 設計値以上

3
　
土
木
工
事
共
通
編

2
　
一
般
施
工

7
　
地
盤
改
良
工

９ ３ 固結工

（中層混合処理）

基準高▽ 設計値以上
1,000m3～4,000m3につき１ヶ所、又は施工延長40m(測点
間隔25mの場合は50m)につき１ヶ所。
1,000㎥以下、又は施工延長40m(50m)以下のものは1施工
箇所につき２ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出来形とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）表層安
定処理等・固結工（中層混合処理）編」による管理の
場合は、全体改良範囲図を用いて、施工厚さt、幅w、
延長Lを確認（実測は不要）。 ｔ

ｗ

CL

ｔ

ｗ

CL

3-2-7-9

施工厚さｔ 設計値以上

幅ｗ 設計値以上

延長Ｌ 設計値以上

3
　
土
木
工
事
共
通
編

2
　
一
般
施
工

7
　
地
盤
改
良
工

９ ３ 固結工

（中層混合処理）

基準高▽ 設計値以上
1,000m3～4,000m3につき１ヶ所、または施工延長40m(測
点間隔25mの場合は50m)につき１ヶ所。
1,000㎥以下、又は施工延長40m(50m)以下のものは1施工
箇所につき２ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出来形とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」によ
る管理の場合は、全体改良範囲図を用いて、施工厚さ
t、幅w、延長Lを確認（実測は不要）。

ｔ

ｗ

CL

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

１0
仮
設
工

10 地中連続壁工（柱列式）
基　準　高　▽ ±50

基準高は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所。延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものについて
は１施工箇所につき２ヶ所。
変位は施工延長20ｍ（測点間隔25ｍの場合は25ｍ）につ
き１ヶ所。延長20ｍ（又は25ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。

3-2-10-9
Ｄ：杭径

連壁の長さ 　ℓ －50

変　　　位　ｄ Ｄ／4以内

壁　体　長　Ｌ －200

3-2-10-9

連壁の長さ 　ℓ －50

変　　　位　ｄ Ｄ／4以内

壁　体　長　Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

１0
仮
設
工

10 地中連続壁工（柱列式）
基　準　高　▽ ±50

基準高は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所。延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものについて
は１施工箇所につき２ヶ所。
変位は施工延長20ｍ（測点間隔25ｍの場合は25ｍ）につ
き１ヶ所。延長20ｍ（又は25ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。

≦1000mm

＞1000mm

≦100mm

＞100mm

次頁に続く

Ｈ≦300mm

Ｈ＞300mm

幅
ｗ
長
さ
Ｌ
直
径
Ｄ

製品全数を測定。
平面度：１個のゴム支承の厚さ（ｔ）の最大相対誤差

3-2-12-1

500＜ｗ,Ｌ,Ｄ
≦1500mm

0～＋1％

1500＜ｗ,Ｌ,Ｄ

JIS B 0403-1995
CT15

削り加工寸法
JIS B 0405-1991

粗級

ガス切断寸法
JIS B 0417-1979

B級

ｗ,Ｌ,Ｄ≦500 0～＋5

組
立
高
さ
Ｈ

コ
ン
ク
リ
ー

ト

構
造
用 (H／200＋3)小数

点以下切り捨て

上,下面加工仕上げ ±3

0～＋15

厚
さ

ｔ≦20mm ±0.5

20＜ｔ≦160 ±2 5％

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

1 2 鋳造費（大型ゴム支承工）

＋1
－0

ボ
ス

※
5

ボスの直径
＋0
－1

ボスの高さ
＋1
－1

上沓の橋軸及び直角方
向の長さ寸法

JIS B 0403-1995
CT13

全
移
動
量
ℓ

※
4

ℓ≦300mm ±2

ℓ＞300mm ±ℓ／100

1 1 鋳造費（金属支承工）

上
下
部
鋼
構
造
物
と
の

接
合
用
ボ
ル
ト
孔

孔の直径差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

1 1 鋳造費（金属支承工）

普
通
寸
法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
用
孔

(

鋳
放
し

)

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト

ド
リ
ル
加
工
孔

孔の中心距離※1

セ
ン
タ
ー

ボ
ス

ボ ス の 直 径

ボ ス の 高 さ

中
心
距
離

センターボスを基準
にした孔位置のずれ

1以下

センターボスを基準
にした孔位置のずれ

1.5以下

JIS B 0403-1995
CT14

±3

鋳放し肉厚寸法
※2）

＋3
－1

＋4
－2

JIS B 0403-1995
CT13

＋0
－1

＋2
－0

製品全数を測定。
※1)ガス切断寸法を準用する

※2）片面のみの削り加工の場合も含む。

※3）ソールプレートの接触面の橋軸及び橋軸直角方向
の長さ寸法に対してはCT13を適用するものとする。

※4)全移動量分の遊間が確保されているのかをする。

※5)組立て後に測定

3-2-12-1

≦1,000mm

＞1,000mm

≦100mm

＞100mm

次頁に続く

Ｈ≦300mm

Ｈ＞300mm

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

1 1 鋳造費（金属支承工）

上
下
部
鋼
構
造
物
と
の

接
合
用
ボ
ル
ト
孔

孔の直径差
＋2
－0

上沓の橋軸及び橋軸直角方向の長さ寸
法

JIS B 0403-1995
CT13

全
移
動
量
ℓ

※
4

ℓ≦300mm ±2

ℓ＞300mm ±ℓ／100

鋳造費（金属支承工）

組
立
高
さ
Ｈ

上,下面加工仕上げ ±3

製品全数を測定。
※1)ガス切断寸法を準用する

※2）片面のみの削り加工の場合も含む。

※3）ソールプレートの接触面の橋軸及び橋軸直角方向
の長さ寸法に対してはCT13を適用するものとする。

※4)全移動量分の遊間が確保されているのかをする。

※5)組立て後に測定

詳細は道路橋支承便覧参照

3-2-12-1

中
心
距
離

ボスを基準
にした孔位置のずれ

1以下

ボスを基準
にした孔位置のずれ

1.5以下

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
用
孔

(

鋳
放
し

)

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト

ド
リ
ル
加
工
孔

＋3
－1

＋4
－2

孔の中心距離※1
JIS B 0403-1995

CT13

セ
ン
タ
ー

ボ
ス

ボ ス の 直 径
＋0
－1

ボ ス の 高 さ
＋1
－0

ボ
ス

※
5

ボスの直径
＋0
－1

ボスの高さ
＋1
－1

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

1 2 鋳造費（大型ゴム支承工）

幅
ｗ
長
さ
Ｌ
直
径
Ｄ

ｗ,Ｌ,Ｄ≦500 0～＋5

コ
ン
ク
リ
ー

ト

構
造
用

±3

(H／200＋3)小数
点以下切り捨て

普
通
寸
法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

JIS B 0403-1995
CT14

鋳放し肉厚寸法
※2）

JIS B 0403-1995
CT15

削り加工寸法
JIS B 0405-1991

粗級

ガス切断寸法
JIS B 0417-1979

B級

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

1 1

製品全数を測定。
平面度：１個のゴム支承の厚さ（ｔ）の最大相対誤差

詳細は道路橋支承便覧参照

3-2-12-1

500＜ｗ,Ｌ,Ｄ
≦1,500mm

0～＋1％

1,500＜ｗ,Ｌ,Ｄ 0～＋15

厚
さ

ｔ≦20mm ±0.5

20＜ ≦160 ±2 5％



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-12-5

　　第13節　 橋梁架設工 
3-2-13

　鋼製伸縮継手製作工

　架設工（鋼橋）
Ⅰ-88

Ⅰ-83

平
面
度

ｗ,Ｌ,Ｄ≦1000mm 1

1000mm＜ｗ,Ｌ,Ｄ (ｗ,Ｌ,Ｄ)／1000

  

  

  

さ
ｔ

20＜ｔ≦160 ±2.5％

160＜ｔ ±4

　

  

　

　

    

    

  

  

　

  

  

    

    

1

1,000mm＜
ｗ,Ｌ,Ｄ

(ｗ,Ｌ,Ｄ)／1,000

　

  

  

  

  

　

さ
ｔ

20＜ｔ≦160 ±2.5％

160＜ｔ ±4

平
面
度

ｗ,Ｌ,Ｄ≦1,000mm

部材 部材長ｗ（ｍ） 0～＋30

製品全数を測定。鋼製伸縮継手製作工 3-2-12-5３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

5

仮
組
立
時

組合せる伸縮装置との高
さの差
　　δ1（mm）

設　計　値
±4

両端及び中央部付近を測定。

フィンガーの食い違い
　　δ2（mm）

±2

部材

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工
　
共
通

5 鋼製伸縮継手製作工

部材長ｗ（ｍ） 0～＋30

製品全数を測定。 3-2-12-5

仮
組
立
時

組合せる伸縮装置との高
さの差
　　δ1（mm）

設計値
±4

両端及び中央部付近を測定。

フィンガーの食い違い
　　δ2（mm）

±2

3-2-13３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

13
橋
梁
架
設
工

架設工（鋼橋）

（クレーン架設）
（ケーブルクレーン架設）
（ケーブルエレクション架設）
（架設桁架設）
（送出し架設）
（トラベラークレーン架設）

全　長Ｌ （ｍ）
支間長Ｌn（ｍ）

±(20＋L／5)
±(20＋Ln／5)

各桁毎に全数測定。

通　り　δ（mm） ±(10＋2L／5)

L：主桁・主構の支間長(ｍ)

　 　

 　　
 
　　　　　  

　

3-2-13３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

13
橋
梁
架
設
工

架設工（鋼橋）

（クレーン架設）
（ケーブルクレーン架設）
（ケーブルエレクション架設）
（架設桁架設）
（送出し架設）
（トラベラークレーン架設）

全　長Ｌ （ｍ）
支間長Ｌn（ｍ）

±(20＋L／5)
±(20＋Ln／5)

各桁毎に全数測定。

通　り　δ（mm） ±(10＋2L／5)

L：主桁・主構の支間長(ｍ)

　 　

 　　
 
　　　　　  

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　　第14節　法面工（共通）
3-2-14-2

3-2-14-3

3-2-14-4

　　第15節　擁壁工（共通）
3-2-15-1

　吹付工

Ⅰ-91
  　(一般事項）
場所打擁壁工

Ⅰ-89

　植生工

Ⅰ-90
　法枠工

Ⅰ-88

Ⅰ-88

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

2 2 植生工

（植生基材吹付工）
（客土吹付工） 法

長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下のものは１施
工箇所につき２ヶ所。
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

3-2-14-2

ℓ≧5ｍ 法長の－4％

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10
施工面積200㎡につき１ヶ所、面積200m2以下のもの
は、１施工箇所につき２ヶ所。
検査孔により測定。

ｔ≧5cm －20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹付厚は、設計
厚の50％以上とし、平均厚は設計厚以上。

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

2 2 植生工

（植生基材吹付工）
（客土吹付工） 法

長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下のものは１施
工箇所につき２ヶ所。
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-2

ℓ≧5ｍ 法長の－4％

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10
施工面積200㎡につき１ヶ所、面積200㎡以下のもの
は、１施工箇所につき２ヶ所。
検査孔により測定。

ｔ≧5cm －20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹付厚は、設計
厚の50％以上とし、平均厚は設計厚以上。

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

2 1 植生工

（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

3-2-14-2

ℓ≧5ｍ 法長の－4％

盛
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －100

ℓ≧5ｍ 法長の－2％

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

2 1 植生工

（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-2

ℓ≧5ｍ 法長の－4％

盛
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －100

ℓ≧5ｍ 法長の－2％

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-3

ℓ≧3ｍ －100

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10

200m2につき１ヶ所以上、200m2以下は２ヶ所をせん
孔により測定。

ｔ≧5cm －20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹付厚は、設計
厚の50％以上とし、平均厚は設計厚以上

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

3 吹付工

（コンクリート）
（モルタル）

法
長
ℓ

ℓ＜3ｍ －50

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下のものは１施
工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測定が困難な場
合は直線法長とする。
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）法
面工編」で規定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

3 吹付工

（コンクリート）
（モルタル）

法
長
ℓ

ℓ＜3ｍ －50

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下のものは１施
工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測定が困難な場
合は直線法長とする。
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-3

ℓ≧3ｍ －100

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10

200m2につき１ヶ所以上、200m2以下は２ヶ所をせん
孔により測定。

ｔ≧5cm －20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹付厚は、設計
厚の50％以上とし、平均厚は設計厚以上

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
　ただし、計測手法については、従来管理のほかに
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-4
曲線部は設計図書
による

ℓ≧10ｍ －200

幅　　　　　ｗ －30

枠延延長100ｍにつき１ヶ所、枠延延長100ｍ以下の
ものは１施工箇所につき　２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）法面工編」で
規定する出来形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

高　　　さ　ｈ －30

枠中心間隔 ａ ±100

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）法面工編」で
規定する出来形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

4 1 法枠工

（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工） 法

長
ℓ

ℓ＜10ｍ －100

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）法面工編」で
規定する出来形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

4 1 法枠工

（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工） 法

長
ℓ

ℓ＜10ｍ －100

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いることが出来
る。

3-2-14-4
曲線部は設計図書
による

ℓ≧10ｍ －200

幅　　　　　ｗ －30

枠延延長100ｍにつき１ヶ所、枠延延長100ｍ以下の
ものは１施工箇所につき　２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いることが出来
る。

高　　　さ　ｈ －30

枠中心間隔 ａ ±100

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）法面工編」で
規定する出来形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

4 2 法枠工
（プレキャスト法枠工）

法
長
ℓ

ℓ＜10ｍ －100

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

3-2-14-4

ℓ≧10ｍ －200

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工
 
共
通

4 2 法枠工
（プレキャスト法枠工）

法
長
ℓ

ℓ＜10ｍ －100

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

3-2-14-4

ℓ≧10ｍ －200

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

1 （一般事項）

場所打擁壁工

3-2-15-1
±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

厚　　　さ　ｔ －20

裏　込　厚　さ

基　準　高　▽

－50

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

　　　 　

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

1 （一般事項）

場所打擁壁工

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

3-2-15-1

厚　　　さ　ｔ －20

裏　込　厚　さ －50

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

　　　 　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

3-2-15-2

3-2-15-3

3-2-15-4

　　第16節　浚渫工（共通）
3-2-16-3

第６編　河川編
　第１章　築堤・護岸
　　第７節　法覆護岸工
6-1-7-4

Ⅰ-94

Ⅰ-92
  プレキャスト擁壁工

Ⅰ-95
　護岸付属物工

Ⅰ-92
  補強土壁工

Ⅰ-93
  井桁ブロック工

Ⅰ-94
　浚渫船運転工

１施工箇所毎

　

　　　 　

　 　 　

　 　 　

－200

 　　

延　　　長　Ｌ

　 　 　

　

　　　 　

　 　 　

 　　

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

2 プレキャスト擁壁工

基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

3-2-15-2

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

2 プレキャスト擁壁工

基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

3-2-15-2

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
共
通
的
工
種

15
擁
壁
工

共
通

3 補強土壁工

（補強土（テールアルメ）壁工
法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補
強土工法）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

3-2-15-3

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

鉛　直　度　△
±0.03ｈかつ
±300以内

控　え　長　さ 設計値以上

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎

鉛　直　度　△
±0.03ｈかつ
±300以内

控　え　長　さ
（補強材の設計長）

設計値以上

延　　　長　Ｌ －200

１施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
共
通
的
工
種

15
擁
壁
工

共
通

3 補強土壁工

（補強土（テールアルメ）壁工
法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補
強土工法）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

3-2-15-3

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

4 井桁ブロック工

基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

3-2-15-4

法
長
ℓ

ℓ＜３ｍ －50

ℓ≧３ｍ －100

厚さｔ1，ｔ2，ｔ3 －50

延 　長　Ｌ1，Ｌ2 －200

１施工箇所毎

3-2-15-4

法
長
ℓ

ℓ＜３ｍ －50

ℓ≧３ｍ －100

厚さｔ1，ｔ2，ｔ3 －50

延 　長　Ｌ1，Ｌ2 －200

１施工箇所毎

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

4 井桁ブロック工

基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

200ps

500ps

1000ps

250ps

420ps
600ps

1350ps

延長方向は、設計図書により指定された測点毎。
横断方向は、５ｍ毎。
また、斜面は法尻、法肩とし必要に応じ中間点も加
える。ただし、各測定値の平均値の設計基準高以下
であること。－1000～＋200

－1200～＋200

デ
ィ
ー

ゼ
ル
船

－800～＋200

－1000～＋200

－1200～＋200

幅 －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

3 1 浚渫船運転工

（ポンプ浚渫船）

基
準
高
▽

電
気
船

－800～＋200

3-2-16-3

延　　　長 －200

200ps

500ps

1000ps

250ps

420ps
600ps

1350ps

－200

延　　　長 －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

3 1 浚渫船運転工

（ポンプ浚渫船）

基
準
高
▽

電
気
船

－800～＋200

延長方向は、設計図書により指定された測点毎。
横断方向は、５ｍ毎。
また、斜面は法尻、法肩とし必要に応じ中間点も加
える。ただし、各測定値の平均値の設計基準高以下
であること。

3-2-16-3

－1000～＋200

－1200～＋200

デ
ィ
ー

ゼ
ル
船

－800～＋200

－1000～＋200

－1200～＋200

幅

3-2-16-3

標高較差 0以下
+400
以下

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

３ ３ 浚渫船運転工

（バックホウ浚渫船）
（面管理の場合）

平均値 個々の計測値
１．３次元データによる出来形管理において「３次
元計測技術を用いた出来形管理要領（案）河川浚渫
工事編」に基づき出来形管理を面管理で実施する場
合、その他本基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実施する場合に
適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
100㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、全ての点で設

計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

３ ３ 浚渫船運転工

（バックホウ浚渫船）
（面管理の場合）

平均値 個々の計測値
１．３次元データによる出来形管理において「３次
元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」に基づ
き出来形管理を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度として±
100㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、全ての点で設

計面との標高較差を算出する。計測密度は１点／m2

（平面投影面積当たり）以上とする。

3-2-16-3

標高較差 0以下
+400
以下

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

６
河
川
編

１
築
堤
・
護
岸

７
法
覆
護

岸
工

4 護岸付属物工 「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）護
岸工編」の規定による測点の管理方法を用いること
ができる。

6-1-7-4 ６
河
川
編

１
築
堤
・
護
岸

７
法
覆
護

岸
工

4 護岸付属物工
幅　　　　　ｗ －30

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

6-1-7-4

高　　　さ　ｈ －30



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第５章　 堰
　　第８節　魚道工
6-5-8-3

　第７章　 床止め・床固め
　　第５節　床固め工
6-7-5-6

第７編　河川海岸編
　第１章　堤防・護岸
　　第５節　護岸基礎工
7-1-5-5

7-1-5-6

　　第６節　護岸工
7-1-5-6

　　第８節　天端被覆工
7-1-8-2

　　第９節　波返工
7-1-9-3

Ⅰ-101

Ⅰ-101
　海岸コンクリートブロック工

　場所打コンクリート工

Ⅰ-96
　魚道本体工

Ⅰ-100
　側壁工

Ⅰ-102

Ⅰ-101
　海岸コンクリートブロック工

　波返工

Ⅰ-102
　コンクリート被覆工

６
河
川
編

５
堰

８
魚
道
工

3 魚道本体工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所
につき　　２ヶ所。

6-5-8-3

厚さ　 ｔ1，ｔ2 －20

幅　　　　　ｗ －30

高さ　 ｈ1，ｈ2 －30

延　　　長　Ｌ －200

６
河
川
編

５
堰

８
魚
道
工

3 魚道本体工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所
につき　　２ヶ所。

6-5-8-3

厚さ　 ｔ1，ｔ2 －20

幅　　　　　ｗ －30

高さ　 ｈ1，ｈ2 －30

延　　　長　Ｌ －200

６
河
川
編

７
床
止
め
・
床
固
め

５
床
固
め
工

6 側壁工
基　準　高　▽ ±30

１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所の標準は、天端幅・天端高
で各測点及びジョイント毎に測定。
３．長さは、天端中心線の水平延長、又は、測点に
直角な水平延長を測定。

6-7-5-6

天 端 幅 　ｗ1 －30

堤　　 幅　ｗ2 －30

長　　　さ　Ｌ －100

６
河
川
編

７
床
止
め
・
床
固
め

５
床
固
め
工

6 側壁工
基　準　高　▽ ±30

１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所の標準は、天端幅・天端高
で各測点及びジョイント毎に測定。
３．長さは、天端中心線の水平延長、又は、測点に
直角な水平延長を測定。

6-7-5-6

天 端 幅 　ｗ1 －30

堤　　 幅　ｗ2 －30

長　　　さ　Ｌ －100

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

５
護
岸
基
礎
工

5 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-1-5-5

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

５
護
岸
基
礎
工

5 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-1-5-5

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

５
護
岸
基
礎
工

6 海岸コンクリートブロック工
基　準　高　▽ ±50

ブロック個数40個につき１ヶ所の割で測定。基準
高、延長は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50
ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。

7-1-5-6

ブロック厚　ｔ －20

ブロック縦幅ｗ1 －20

ブロック横幅ｗ2 －20

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

５
護
岸
基
礎
工

6 海岸コンクリートブロック工
基　準　高　▽ ±50

ブロック個数40個につき１ヶ所の割で測定。基準
高、延長は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50
ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のも
のは１施工箇所につき２ヶ所。

7-1-5-6

ブロック厚　ｔ －20

ブロック縦幅ｗ1 －20

ブロック横幅ｗ2 －20

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜5ｍ

ℓ≧5ｍ

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

ｔ＜100

ｔ≧100

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

5 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき ２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）護
岸工編」の規定による測点の管理方法を用いること
ができる。

7-1-6-5

法長ℓ

－50

－100

厚さｔ

－20

－30

裏 込 材 厚 ｔ －50

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

4 海岸コンクリートブロック工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）護
岸工編」の規定による測点の管理方法を用いること
ができる。

7-1-6-4

法長ℓ

－100

ℓ×（－2％）

厚　　　さ　ｔ －50

延　　　長　Ｌ －200

ℓ＜5ｍ

ℓ≧5ｍ

ℓ＜3ｍ

ℓ≧3ｍ

ｔ＜100

ｔ≧100

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

5 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき ２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

7-1-6-5

法長ℓ

－50

－100

厚さｔ

－20

－30

裏 込 材 厚 ｔ －50

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

4 海岸コンクリートブロック工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

7-1-6-4

法長ℓ

－100

ℓ×（－2％）

厚　　　さ　ｔ －50

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

８
天
端
被
覆
工

2 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-1-8-2

幅　　　　　ｗ －50

厚　　　さ　ｔ －10

基　礎　厚　ｔ’ －45

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

８
天
端
被
覆
工

2 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

7-1-8-2

幅　　　　　ｗ －50

厚　　　さ　ｔ －10

基　礎　厚　ｔ’ －45

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

９
波
返
工

3 波返工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき ２ヶ所。

7-1-9-3

幅　　 ｗ1，ｗ2 －30

高さ ｈ＜3ｍ

ｈ1，ｈ2，ｈ3
－50

高さ ｈ≧3ｍ

ｈ1，ｈ2，ｈ3
－100

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

９
波
返
工

3 波返工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき ２ヶ所。

7-1-9-3

幅　　 ｗ1，ｗ2 －30

高さ ｈ＜3ｍ

ｈ1，ｈ2，ｈ3
－50

高さ ｈ≧3ｍ

ｈ1，ｈ2，ｈ3
－100

延　　　長　Ｌ －200



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第２章　突堤・人工岬
　　第４節　突堤基礎工
7-2-4-4

7-2-4-5

　　第５節　突堤本体工
7-2-5-2

7-2-5-5

7-2-5-9

7-2-5-10

　　第６節　根固め工
7-2-6-2

7-2-6-3

　　第７節　消波工
7-2-6-3

Ⅰ-103
　捨石工

　吸出し防止工
Ⅰ-103

Ⅰ-103
Ⅰ-104　捨石工

　海岸コンクリートブロック工

　石砕工

　場所打コンクリート工

　根固めブロック工

　捨石工
Ⅰ-106

Ⅰ-107

Ⅰ-107

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

４
突
堤
基
礎
工

4 捨石工

基

準

高

▽

本　　均　　し ±50
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-4-4

表　面　均　し ±100

荒
均
し

±500

±300

被
覆
均
し

±500

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及び
表裏法肩。

天　端　幅　ｗ1 －100

天 端 延 長 Ｌ1 －200

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

４
突
堤
基
礎
工

4 捨石工

基

準

高

▽

本　　均　　し ±50
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-4-4

表　面　均　し ±100

荒
均
し

±500

±300

被
覆
均
し

±500

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及
び表裏法肩。

天　端　幅　ｗ1 －100

天 端 延 長 Ｌ1 －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

４
突
堤
基
礎
工

5 吸出し防止工
幅　　　　　ｗ －300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-2-4-5

延　　　長　Ｌ －500

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

４
突
堤
基
礎
工

5 吸出し防止工
幅　　　　　ｗ －300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

7-2-4-5

延　　　長　Ｌ －500

天　端　幅　ｗ1 －100

天 端 延 長 Ｌ1 －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

2 捨石工

基
準
高
▽

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
（乱積）の高さ

±500

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-5-2

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
(乱積)以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及び
表裏法肩。

天　端　幅　ｗ1 －100

天 端 延 長 Ｌ1 －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

2 捨石工

基
準
高
▽

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
（乱積）の高さ

±500

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-5-2

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
(乱積)以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及
び表裏法肩。

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

5 海岸コンクリートブロック工

基
準
高
▽

（層積）ブロック
規格26ｔ未満

±300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。延長は、センターラインで行
う。

7-2-5-5

（層積）ブロック
規格26ｔ以上

±500

（乱　積）
±ブロックの高さ

の1／2

天　端　幅　ｗ
－ブロックの高さ

の1／2

天 端 延 長 Ｌ
－ブロックの高さ

の1／2

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

5 海岸コンクリートブロック工

基
準
高
▽

（層積）ブロック
規格26ｔ未満

±300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。延長は、センターラインで
行う。

7-2-5-5

（層積）ブロック
規格26ｔ以上

±500

（乱　積）
±ブロックの高さ

の1／2

天　端　幅　ｗ
－ブロックの高さ

の1／2

天 端 延 長 Ｌ
－ブロックの高さ

の1／2

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

9 石砕工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

7-2-5-9

厚　　　さ　ｔ －50

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

7-2-5-9

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

10 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-2-5-10

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

10 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

7-2-5-10

幅　　　　　ｗ －30

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

５
突
堤
本
体
工

9 石砕工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-2-5-9

厚　　　さ　ｔ －50

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

ｈ≧3ｍ －100

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

６
根
固
め
工

2 捨石工

基
準
高
▽

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
（乱積）の高さ

±500

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-6-2

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
(乱積)以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及び
表裏法肩。

天　端　幅　ｗ －100

天 端 延 長 Ｌ －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

６
根
固
め
工

2 捨石工

基
準
高
▽

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
（乱積）の高さ

±500

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-2-6-2

異形ﾌﾞﾛｯｸ据付面
(乱積)以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及
び表裏法肩。

天　端　幅　ｗ －100

天 端 延 長 Ｌ －200

乱　　　　積 －ｔ／2

延長

Ｌ1

Ｌ2

層　　　　積 －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

６
根
固
め
工

3 根固めブロック工

基
準
高
▽

層　　　　積 ±300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

7-2-6-3

乱　　　　積 ±ｔ／2

厚　　　さ　ｔ －20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅

ｗ1

ｗ2

層　　　　積 －20

１施工箇所毎

乱　　　　積 －ｔ／2

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

６
根
固
め
工

3 根固めブロック工

基
準
高
▽

層　　　　積 ±300

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

7-2-6-3

乱　　　　積 ±ｔ／2

厚　　　さ　ｔ －20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅

ｗ1

ｗ2

層　　　　積 －20

乱　　　　積 －ｔ／2

延長

Ｌ1

Ｌ2

層　　　　積 －200
１施工箇所毎

乱　　　　積 －ｔ／2



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第３章　（人工リーフ、離岸堤、潜堤）
　　第３節　海域堤基礎工
7-3-3-3

第８編　砂防編
　第１章　砂防堰堤
　　第８節　コンクリート堰堤工
8-1-8-6

　　第９節　鋼製堰堤工
8-1-9-5

Ⅰ-107
　捨石工

　消波ブロック工

　コンクリート側壁工
Ⅰ-108

Ⅰ-109
鋼製堰堤本体工
（不透過型）

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

７
消
波
工

3 消波ブロック工 基
準
高
▽

層　　　　積 ±300
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所。延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき ２ヶ所。

7-2-7-3

乱　　　　積 ±ｔ／2

厚　　　さ　ｔ －20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅　　 ｗ1，ｗ2 －20

延長　 Ｌ1，Ｌ2 －200

７
河
川
海
岸
編

２
突
堤
・
人
工
岬

７
消
波
工

3 消波ブロック工 基
準
高
▽

層　　　　積 ±300
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所。延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき ２ヶ所。

7-2-7-3

乱　　　　積 ±ｔ／2

厚　　　さ　ｔ －20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅　　 ｗ1，ｗ2 －20

延長　 Ｌ1，Ｌ2 －200

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

７
河
川
海
岸
編

３
海
域
堤
防
（

人
工
リ
ー

フ
、

離
岸
堤
、

潜
堤
）

３
海
域
堤
基
礎
工

3 捨石工

基
準
高
▽

本　　均　　し ±50
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-3-3-3

荒
均
し

±500

±300

被
覆
均
し

±500

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及び
表裏法肩。

天 端 幅　ｗ1 －100

天端延長　Ｌ1 －200

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

異形ブロック据付
面(乱積)の高さ

異形ブロック据付
面(乱積)以外の高

さ

７
河
川
海
岸
編

３
海
域
堤
防
（

人
工
リ
ー

フ
、

離
岸
堤
、

潜
堤
）

３
海
域
堤
基
礎
工

3 捨石工

基
準
高
▽

本　　均　　し ±50
施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点以上測定。 7-3-3-3

荒
均
し

±500

±300

被
覆
均
し

±500

±300

法　　　長　ℓ －100
幅は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）に
つき１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所、延長はセンターライン及
び表裏法肩。

天 端 幅　ｗ1 －100

天端延長　Ｌ1 －200

８
砂
防
編

１
砂
防
堰
堤

８
コ
ン
ク
リ
ー

ト
堰
堤
工

6 コンクリート側壁工

基　準　高　▽ ±30

１．図面の寸法表示箇所を測定。
２．上記以外の測定箇所の標準は、天端幅・天端高
で各測点及びジョイント毎に測定。
３．長さは、天端中心線の水平延長、又は、測点に
直角な水平延長を測定。

8-1-8-6

幅　　 ｗ1，ｗ2 －30

長　　　さ　Ｌ －100

８
砂
防
編

１
砂
防
堰
堤

８
コ
ン
ク
リ
ー

ト
堰
堤
工

6 コンクリート側壁工

基　準　高　▽ ±30

１．図面の寸法表示箇所を測定。
２．上記以外の測定箇所の標準は、天端幅・天端高
で各測点及びジョイント毎に測定。
３．長さは、天端中心線の水平延長、または、測点
に直角な水平延長を測定。

8-1-8-6

幅　　 ｗ1，ｗ2 －30

長　　　さ　Ｌ －100

８
砂
防
編

１
砂
防
堰
堤

９
鋼
製
堰
堤
工

5 1 鋼製堰堤本体工

（不透過型）

水
通
し
部

堤　　　高　▽ ±50
１．図面の表示箇所で測定する。
２．ダブルウォール構造の場合は、堤高、幅、袖高
は＋の規格値は適用しない。

8-1-9-5

長　さ　ℓ1，ℓ2 ±100

幅　　ｗ1，ｗ3 ±50

下流側倒れ　△ ±0.02Ｈ1

袖

部

袖　　　高　▽ ±50

幅　　　　 ｗ2 ±50

　

８
砂
防
編

１
砂
防
堰
堤

９
鋼
製
堰
堤
工

5 1 鋼製堰堤本体工

（不透過型）

水
通
し
部

堤　　　高　▽ ±50
１．図面に表示してある箇所で測定する。
２．ダブルウォール構造の場合は、堤高、幅、袖高
は＋の規格値は適用しない。

8-1-9-5

長　さ　ℓ1，ℓ2 ±100

幅　　ｗ1，ｗ3 ±50

下流側倒れ　△ ±0.02Ｈ1

袖

部

袖　　　高　▽ ±50

幅　　　　 ｗ2 ±50

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第２章　流路
　　第５節　床固め工
8-2-５-8

　第3章　斜面対策
　　第６節　山腹水路工
8-3-6-4

第９編　ダム編
　第１章　コンクリートダム
　　第４節　ダムコンクリート工
9-1-4

　第２章　フィルダム
9-2

第10編　道路編

Ⅰ-117

Ⅰ-113
Ⅰ-114
Ⅰ-115

　 コンクリートダム工
（本体）

フィルダム
（洪水吐）

Ⅰ-111
　魚道工

Ⅰ-111
　山腹明暗渠工

　　　 　

　 　

　　

　

　　　 　

　　　　 

下流側倒れ　△ ±0.02Ｈ2

　　　 　

　 　

　　

　

部

　　　 　

　　　　 

下流側倒れ　△ ±0.02Ｈ2

－200

８
砂
防
編

２
流
路

５
床
固
め
工

8 魚道工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

8-2-5-8

幅　　　　　ｗ －30

高 さ　ｈ1，ｈ2 －30

厚 さ　ｔ1，ｔ2 －20

延　　　長　Ｌ

８
砂
防
編

２
流
路

５
床
固
め
工

8 魚道工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

8-2-5-8

幅　　　　　ｗ －30

高 さ　ｈ1，ｈ2 －30

厚 さ　ｔ1，ｔ2 －20

延　　　長　Ｌ －200

８
砂
防
編

３
斜
面
対
策

６
山
腹
水
路
工

4 山腹明暗渠工
基　準　高　▽ ±30

－30

延　　　長　Ｌ

－20

幅　　　　　ｗ －30

幅　　 ｗ1，ｗ2 －50

高さ　 ｈ1，ｈ2 －30

深　　　さ　ｈ3

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。

8-3-6-4

厚さ　 ｔ1，ｔ2

－200

８
砂
防
編

３
斜
面
対
策

６
山
腹
水
路
工

4 山腹明暗渠工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは１施
工箇所につき　２ヶ所。

8-3-6-4

厚さ　 ｔ1，ｔ2 －20

幅　　　　　ｗ －30

幅　　 ｗ1，ｗ2 －50

高さ　 ｈ1，ｈ2 －30

深　　　さ　ｈ3 －30

延　　　長　Ｌ －200

堤　　　　　幅 －30，＋50

堤　　　　　長 －100

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（本体）

天　端　高　▽ ±20
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高（越流部堤頂高を含む）は、各ジョイント
について測定。
②堤幅、リフト高は、各ジョイントについて５リフ
トごとに測定。
（注）堤幅、リフト高の測定は、上下
　流面型枠と水平打継目の接触部とす
　る。（堤幅は、中心線又は、基準線
　との関係づけも含む）
③ジョイント間隔（横継目）は、５リフトごと上流
端、下流端を対象に測定。
④堤長は、天端中心線延長を測定。
３．
①越流堤頂部、天端仕上げなどの平坦性の測定方法
は、監督職員の指示による。
②監査廊の敷高、幅、高さ、平坦性などの測定方法
は監督職員の指示による。

9-1-4

天　　端　　幅 ±20

ジョイント間隔 ±30

リ　フ　ト　高 ±50

堤　　　　　幅 －30，＋50

堤　　　　　長 －100

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（本体）

天　端　高　▽ ±20
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高（越流部堤頂高を含む）は、各ジョイント
について測定。
②堤幅、リフト高は、各ジョイントについて５リフ
トごとに測定。
（注）堤幅、リフト高の測定は、上下
　流面型枠と水平打継目の接触部とす
　る。（堤幅は、中心線または、基準線
　との関係づけも含む）
③ジョイント間隔（横継目）は、５リフトごと上流
端、下流端を対象に測定。
④堤長は、天端中心線延長を測定。
３．
①越流堤頂部、天端仕上げなどの平坦性の測定方法
は、監督職員の指示による。
②監査廊の敷高、幅、高さ、平坦性などの測定方法
は監督職員の指示による。

9-1-4

天　　端　　幅 ±20

ジョイント間隔 ±30

リ　フ　ト　高 ±50

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（副ダム）

天　端　高　▽ ±20
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高は、各ジョイントごとに測定。
②堤幅、リフト高は、各ジョイントについて３リフ
トごとに測定。
（注）堤幅、リフト高の測定は、上下
　流面型枠と水平打継目の接触部とす
　る。（堤幅は、中心線又は、基準線
　との関係づけも含む）
③ジョイント間隔は、３リフトごと上流端、下流端
を対象に測定。
④堤長は、各測点ごとに測定。

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（導流壁）

天　端　高　▽ ±30
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高、天端幅は、各測点、又はジョイントごと
に測定。
②リフト高、厚さは、各測点、又はジョイントにつ
いて３リフトごとに測定。
（注）リフト高、厚さの測定は、前
　面、背面型枠設置後からとする。
　なお、リフト高、厚さの測定箇所
　は、前面背面型枠と水平打継目の
　接触部とする。
③長さは、天端中心線の水平延長又は、測点に直角
な水平延長を測定。

9-1-4

ジョイント間隔 ±20

リ　フ　ト　高 ±50

長　　　　　さ ±100

厚　　　　　さ ±20

9-1-4

ジョイント間隔 ±30

リ　フ　ト　高 ±50

堤　　　　　幅 －30，＋50

堤　　　　　長 ±40

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（導流壁）

天　端　高　▽ ±30
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高、天端幅は、各測点、またはジョイントご
とに測定。
②リフト高、厚さは、各測点、またはジョイントに
ついて３リフトごとに測定。
（注）リフト高、厚さの測定は、前
　面、背面型枠設置後からとする。
　なお、リフト高、厚さの測定箇所
　は、前面背面型枠と水平打継目の
　接触部とする。
③長さは、天端中心線の水平延長または、測点に直
角な水平延長を測定。

9-1-4

ジョイント間隔 ±20

リ　フ　ト　高 ±50

長　　　　　さ ±100

厚　　　　　さ ±20

９
ダ
ム
編

１
コ
ン
ク
リ
ー

ト
ダ
ム

４
ダ
ム
コ
ン
ク
リ
ー

ト
工

コンクリートダム工

（副ダム）

天　端　高　▽ ±20
１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．上記以外の測定箇所は、下記を標準とする。
①天端高は、各ジョイントごとに測定。
②堤幅、リフト高は、各ジョイントについて３リフ
トごとに測定。
（注）堤幅、リフト高の測定は、上下
　流面型枠と水平打継目の接触部とす
　る。（堤幅は、中心線または、基準線
　との関係づけも含む）
③ジョイント間隔は、３リフトごと上流端、下流端
を対象に測定。
④堤長は、各測点ごとに測定。

9-1-4

ジョイント間隔 ±30

リ　フ　ト　高 ±50

堤　　　　　幅 －30，＋50

堤　　　　　長 ±40

長　　　さ　Ｌ ±100

９
ダ
ム
編

厚　　　さ　ｔ ±20

幅　　　　　ｗ ±40

リ フ ト 高 さ ±20

２
フ
ィ

ル
ダ
ム

フィルダム
（洪水吐） 基　準　高　▽ ±20

１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．１回／１施工箇所

9-2

ジョイント間隔 ±30

長　　　さ　Ｌ ±100

９
ダ
ム
編

２
フ
ィ

ル
ダ
ム

フィルダム
（洪水吐） 基　準　高　▽ ±20

１．図面の寸法表示箇所で測定。
２．１回／１施工箇所

9-2

ジョイント間隔 ±30

厚　　　さ　ｔ ±20

幅　　　　　ｗ ±40

リ フ ト 高 ±20



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第１章　道路改良
　　第11節　ダムコンクリート工
10-1-11-5

10-1-11-6

10-1-11-7

　　第12節　遮音壁工
10-1-12-4

　第２章　舗装
　　第４節　舗装工
10-2-4

　　第５節　排水構造物工
10-2-5-9

　　第９節　標識工
10-2-9-4

　第３章　橋梁下部
　　第６節　 橋台工

Ⅰ-119
　遮音壁基礎工

Ⅰ-121
　排水性舗装用路肩排水工

Ⅰ-120
　舗装工

Ⅰ-121
　大型標識工
（標識基礎工）

防雪柵工

雪崩予防柵工

Ⅰ-118
Ⅰ-119落石防護柵工

１
道
路
改
良

11
落
石
雪
害
防
止
工

5 落石防護柵工

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所。

10
道
路
編

10-1-11-5

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

10
道
路
編

１
道
路
改
良

11
落
石
雪
害
防
止
工

5 落石防護柵工

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所。

10-1-11-5

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

10
道
路
編

10-1-11-6

－30
基礎１基毎

高　　　さ　ｈ －30

6 防雪柵工

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所。

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

基
礎

幅 　　ｗ1，ｗ2

11
落
石
雪
害
防
止
工

１
道
路
改
良

－30
基礎１基毎

高　　　さ　ｈ －30

10
道
路
編

１
道
路
改
良

11
落
石
雪
害
防
止
工

6 防雪柵工

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所。

10-1-11-6

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

基
礎

幅 　　ｗ1，ｗ2

10
道
路
編

１
道
路
改
良

11
落
石
雪
害
防
止
工

7

ア
ン
カ
ー

長
ℓ

全数

埋　込　み　ℓ －5%

－200

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30

高　　　さ　ｈ －30

打　込　み　ℓ －10%

雪崩予防柵工

延　　　長　Ｌ
１施工箇所毎

基
礎

基礎１基毎

10-1-11-7

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所。

10
道
路
編

１
道
路
改
良

11
落
石
雪
害
防
止
工

7 雪崩予防柵工

高　　　さ　ｈ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所。

10-1-11-7

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

基
礎

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30
基礎１基毎

高　　　さ　ｈ －30

ア
ン
カ
ー

長
ℓ

打　込　み　ℓ －10%

全数

埋　込　み　ℓ －5%

10
道
路
編

１
道
路
改
良

12
遮
音
壁
工

4 遮音壁基礎工
幅　　　　　ｗ －30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工箇所につき２ヶ所。

10-1-12-4

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

4 遮音壁基礎工
幅　　　　　ｗ －30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、施工延長40ｍ（または50ｍ）以下のものは
１施工箇所につき２ヶ所。

10-1-12-4

高　　　さ　ｈ －30

延　　　長　Ｌ －200
１施工箇所毎

10
道
路
編

１
道
路
改
良

12
遮
音
壁
工

－3
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所の割で測定。厚さ
は、片側延長200ｍ毎に１ヶ所コアーを採取して測
定。

工事規模の考え方

 中規模とは、１層あたりの施工面積が2000m2以上
とする。
 小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2000m2未満。
 厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。
コアー採取について
 橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出
来る。

10-2-4

幅 －25 ―

基準高は片側延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200ｍ毎に１ヶ所掘り起こして測
定。
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所測定。
※両端部２点で測定する。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2000㎡上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

10-2-4

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ －9

－10

ｔ≧15㎝ －45 －15

幅 －100 ―

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

基準高▽ ±50 ―

厚
さ

ｔ＜15㎝ －30

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

基準高▽ ±50 ―
基準高は片側延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、片側延長200ｍ毎に１ヶ所掘り起こして測
定。
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所測定。
※両端部２点で測定する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000㎡上
とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト
混合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が
2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合
で規格値を満足しなければならないとともに、10

個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけ

ればならない。ただし、厚さのデータ数が10個未
満の場合は測定値の平均値は適用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を
与える恐れのある場合は、他の方法によることが
出来る。

10-2-4

厚
さ

ｔ＜15㎝ －30 －10

ｔ≧15㎝

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ －9 －3
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所の割で測定。厚さ
は、片側延長200ｍ毎に１ヶ所コアーを採取して測
定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

工事規模の考え方

 中規模とは、１層あたりの施工面積が2,000m2以
上とする。
 小規模とは、表層及び基層の加熱アスファルト混
合物の総使用量が500ｔ未満あるいは施工面積が

2,000m2未満。
 厚さは、個々の測定値が10個に９個以上の割合で
規格値を満足しなければならないとともに、10個

の測定値の平均値（Ｘ10）について満足しなけれ

ばならない。ただし、厚さのデータ数が10個未満
の場合は測定値の平均値は適用しない。
コアー採取について
 橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与
える恐れのある場合は、他の方法によることが出
来る。

10-2-4

幅 －25 ―

－45 －15

幅 －100 ―

10
道
路
編

２
舗
装

５
排
水
構
造
物
工

9 排水性舗装用路肩排水工

基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編　計測技術（ 断面
管理の場合）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

10-2-5-9

延　　　長　Ｌ －200

１ヶ所／１施工箇所
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編　計測技術（ 断面
管理の場合）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

10
道
路
編

２
舗
装

５
排
水
構
造
物
工

9 排水性舗装用路肩排水工

基　準　高　▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は50ｍ）につき
１ヶ所、延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工
箇所につき　２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

10-2-5-9

延　　　長　Ｌ －200

１ヶ所／１施工箇所
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

10
道
路
編

２
舗
装

９
標
識
工

4 1 大型標識工

（標識基礎工）

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30
基礎一基毎 10-2-9-4

高　　　さ　ｈ －30

10
道
路
編

２
舗
装

９
標
識
工

4 1 大型標識工

（標識基礎工）

幅 　　ｗ1，ｗ2 －30
基礎一基毎 10-2-9-4

高　　　さ　ｈ －30



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

10-3-6-8
橋台躯体工

　　第６節　 橋台工
10-3-7-9

Ⅰ-124

Ⅰ-125
Ⅰ-126　橋脚躯体工

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工

高　　　さ　ｈ1 －50

胸壁の高さ　ｈ2 －30

天　端　長　ℓ１ －50

敷　　　長　ℓ2 －50

胸壁間距離　 ℓ ±30

支 間 長 及 び
中心線の変位

±50

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編（試行）」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を除く）

基　準　高　▽ ±20

厚　　　さ　ｔ －20

天　端　幅　ｗ1

（橋軸方向）
－10

天　端　幅　ｗ2

（橋軸方向）
－10

敷　　　幅　ｗ3

（橋軸方向）
－50

10-3-6-8

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度 1／50以下

　 　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

    

    

　  　 　 

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　 　 　

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工

基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出来形計測性能
を有する機器を用いることができる。（アンカーボ
ルト孔の鉛直度を除く）

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値の平面位置は
沓座の中心ではなく、アンカーボルトの箱抜きの中
心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを橋軸方向、橋
軸直角方向で十字に切った２隅で計測。

10-3-6-8

厚　　　さ　ｔ －20

天　端　幅　ｗ1

（橋軸方向）
－10

天　端　幅　ｗ2

（橋軸方向）
－10

敷　　　幅　ｗ3

（橋軸方向）
－50

高　　　さ　ｈ1 －50

胸壁の高さ　ｈ2 －30

天　端　長　ℓ１ －50

敷　　　長　ℓ2 －50

胸壁間距離　 ℓ ±30

支 間 長 及 び
中心線の変位

±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

平面位置 ±20

アンカーボルト孔の
鉛直度 1／50以下

　 　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

    

　 　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　  　 　 

    

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工

（張出式）
（重力式）
（半重力式）

基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編（試行）」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を除く）

10-3-7-9

厚　　　さ　ｔ －20

天　端　幅　ｗ1

（橋軸方向）
－20

敷　　　幅　ｗ2

（橋軸方向）
－50

高　　　さ　ｈ －50

天　端　長　ℓ１ －50

敷　　　長　ℓ2 －50

橋脚中心間距離ℓ ±30

支 間 長 及 び
中心線の変位

±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度

1／50以下

    

－20長　  　さ　 ℓ

－50高　　　さ　ｈ

－20敷　　　幅　ｗ2

－20天　端　幅　ｗ1

－20厚　　　さ　ｔ

10-3-7-9橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編（試行）」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を除く）

±20基　準　高　▽

橋脚躯体工

（ラーメン式）

29７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

３
橋
梁
下
部

10
道
路
編

10-3-7-9

10-3-7-9

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工

（張出式）
（重力式）
（半重力式）

基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出来形計測性能
を有する機器を用いることができる。（アンカーボ
ルト孔の鉛直度を除く）
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値の平面位置は
沓座の中心ではなく、アンカーボルトの箱抜きの中
心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを橋軸方向、橋
軸直角方向で十字に切った２隅で計測。

10-3-7-9

厚　　　さ　ｔ －20

天　端　幅　ｗ1

（橋軸方向）
－20

敷　　　幅　ｗ2

（橋軸方向）
－50

高　　　さ　ｈ －50

天　端　長　ℓ１ －50

敷　　　長　ℓ2 －50

橋脚中心間距離ℓ ±30

支 間 長 及 び
中心線の変位

±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

平面位置 ±20

アンカーボルト孔の
鉛直度

1／50以下

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 2 橋脚躯体工

（ラーメン式） 基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端部、その他は寸
法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋支承便覧」に
よる。
なお、従来管理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出来形計測性能
を有する機器を用いることができる。（アンカーボ
ルト孔の鉛直度を除く）

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
に基づき出来形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

10-3-7-9

厚　　　さ　ｔ －20

天　端　幅　ｗ1 －20

敷　　　幅　ｗ2 －20

高　　　さ　ｈ －50

長　  　さ　 ℓ －20

    



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第４章　鋼橋上部
　　第５節　鋼橋架設工
10-4-5-10

　　第8節　橋梁付属物工
10-4-8-6

　第６章　トンネル（ＮＡＴＭ）
　　第４節　支保工
10-6-4-3

　　第５節　覆工
10-6-5-3

Ⅰ-128
　支承工

Ⅰ-131

Ⅰ-129
　橋梁用防護柵工

Ⅰ-130
　吹付工

　覆工コンクリート工

温度変化に伴う移
動量計算値の1／2

以上

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 据付け高さ
注1）

±5

可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量
＋10以上

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
橋

鋼橋

±5
4＋0.5×
(B－2)

下
沓
の

水
平
度

橋軸方向
1／100

橋軸直角方向

1 支承工

（鋼製支承）

支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

支承の平面寸法が300mm 以下の場合は、水平面の高
低差を1mm 以下とする。なお、支承を勾配なりに据
付ける場合を除く。

注1) 先固定の場合は、支承上面で測定する。
注2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測し、支承据付
時のオフセット量δを考慮して、移動可能量が道路
橋支承便覧の規格値を満たすことを確認する。
注3) 可動支承の移動量検査は、架設完了後に実施
する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10

可動支承の
移動量　注3）

温度変化に伴う移
動量計算値の1／2

以上

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 2 支承工

（ゴム支承）

据付け高さ
注1）

±5
支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

上部構造部材下面とゴム支承面との接触面及びゴム
支承と台座モルタルとの接触面に肌すきが無いこと
を確認。
支承の平面寸法が300mm 以下の場合は、水平面の高
低差を1mm 以下とする。なお、支承を勾配なりに据
付ける場合を除く。

注1) 先固定の場合は、支承上面で測定する。
注2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測し、支承据付
時のオフセット量δを考慮して、移動可能量が道路
橋支承便覧の規格値を満たすことを確認する。
注3) 可動支承の移動量検査は、架設完了後に実施
する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
橋

鋼橋

支
沓
の

水
平
度

橋軸方向
1／300

可動支承の
機能確認　注3）

5

可動支承の橋軸方向の
ずれ同一支承線上の

相対誤差
5

可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量
＋10以上

±5
±（4＋0.5×
(B－2)）

橋軸直角方向

可動支承の
移動量　注3）

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 1 支承工

（鋼製支承）

据付け高さ
注1）

±5
支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

支承の平面寸法が300mm 以下の場合は、水平面の高
低差を1mm 以下とする。なお、支承を勾配なりに据
付ける場合を除く。

注1) 先固定の場合は、支承上面で測定する。
注2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測し、支承据付
時のオフセット量δを考慮して、移動可能量が道路
橋支承便覧の規格値を満たすことを確認する。
注3) 可動支承の移動量検査は、架設完了後に実施
する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10

可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量以上

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
橋

鋼橋

±5
±(4＋ 0.5×

(B－2)）

水
平
度

橋軸方向
1／100

橋軸直角方向

可動支承の橋軸方向の
ずれ同一支承線上の

相対誤差
5

可動支承の
機能確認　注3）

温度変化に伴う移
動量計算値の1／2

以上

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 2 支承工

（ゴム支承）

据付け高さ
注1）

±5
支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

上部構造部材下面とゴム支承面との接触面及びゴム
支承と台座モルタルとの接触面に肌すきが無いこと
を確認。
支承の平面寸法が300mm 以下の場合は、水平面の高
低差を1mm 以下とする。なお、支承を勾配なりに据
付ける場合を除く。

注1) 先固定の場合は、支承上面で測定する。
注2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測し、支承据付
時のオフセット量δを考慮して、移動可能量が道路
橋支承便覧の規格値を満たすことを確認する。
注3) 可動支承の移動量検査は、架設完了後に実施
する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10

可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量以上

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
橋

鋼橋

±5
±(4＋ 0.5×
(B－2)）

水
平
度

橋軸方向
1／300

橋軸直角方向

可動支承の橋軸
方向のずれ

同一支承線上の
相対誤差

5

可動支承の
機能確認　注3）

温度変化に伴う移
動量計算値の1／2

以上

　 　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

    

＋10～－20計画高
支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

±50
支 間 長 及 び
中心線の変位

±30橋脚中心間距離ℓ

　  　 　 

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度

1／50以下

±20平面位置

　 　 　

　 　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　 　 　

　　　 　

    

　 　 　

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値の平面位置は
沓座の中心ではなく、アンカーボルトの箱抜きの中
心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを橋軸方向、橋
軸直角方向で十字に切った２隅で計測。

　　　 　

　 　 　

　　　 　

　　　 　

　  　 　 

橋脚中心間距離ℓ ±30

支 間 長 及 び
中心線の変位

±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

平面位置 ±20

アンカーボルト孔の
鉛直度

1／50以下

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

８
橋
梁
付
属
物
工

6

7

橋梁用防護柵工

橋梁用高欄工

天　端　幅　ｗ1 －5～＋10
１径間当たり両端と中央部の３ヶ所測定。 10-4-8-6

10-4-8-7

地 覆 の 幅　ｗ2 －10～＋20

高　　　さ　ｈ1 －20～＋30

高　　　さ　ｈ2 －10～＋20

有 効 幅 員　ｗ3 0～＋30

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

８
橋
梁
付
属
物
工

6

7

橋梁用防護柵工

橋梁用高欄工

天　端　幅　ｗ1 －5～＋10
１径間当たり両端と中央部の３ヶ所測定。 10-4-8-6

10-4-8-7

地 覆 の 幅　ｗ2 －10～＋20

高　　　さ　ｈ1 －20～＋30

高　　　さ　ｈ2 －10～＋20

有 効 幅 員　ｗ3 0～＋30

10
道
路
編

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

４
支
保
工

3 吹付工 10-6-4-3吹 付 け 厚 さ 設計吹付け厚以上。ただ
し、良好な岩盤で施工端
部、突出部等の特殊な箇所
は設計吹付け厚の1／3以上
を確保するものとする。

施工延長40ｍ毎に図に示す。
(1)～(7)及び断面変化点の検測孔を測定。
注）良好な岩盤とは、道路トンネル技術基準（構造
編）にいう地盤等級Ａ又はＢに該当する地盤とす
る。

10
道
路
編

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

４
支
保
工

3 吹付工 10-6-4-3吹 付 け 厚 さ 設計吹付け厚以上。ただ
し、良好な岩盤で施工端
部、突出部等の特殊な箇所
は設計吹付け厚の1／3以上
を確保するものとする。

施工延長40ｍ毎に図に示す。
(1)～(7)および断面変化点の検測孔を測定。
注）良好な岩盤とは、「道路トンネル技術基準（構
造編）・同解説」にいう地盤等級Ａ又はＢに該当す
る地盤とする。

10
道
路
編

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

５
覆
工

3 覆工コンクリート工
基準高▽（拱頂） ±50

(1) 基準高、幅、高さは、施工40ｍにつき１ヶ所。
(2) 厚さ
(ｲ) コンクリート打設前の巻立空間を１打設長の終
点を図に示す各点で測定。中間部はコンクリート打
設口で測定。
(ﾛ) コンクリート打設後、覆工コンクリートについ
て１打設長の端面（施工継手の位置）において、図
に示す各点の巻厚測定を行う。
(ﾊ) 検測孔による巻厚の測定は図の(1)は40ｍに
１ヶ所、(2)～(3)は100ｍに１ヶ所の割合で行う。
　なお、トンネル延長が100ｍ以下のものについて
は、１トンネル当たり２ヶ所以上の検測孔による測
定を行う。
　ただし、以下の場合には、左記の規格値は適用除
外とする。
・良好な地山における岩又は吹付コンクリートの部
分的な突出で、設計覆工厚の３分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠の据付け時に
は安定が確認されかつ別途構造的に覆工の安全が確
認されている場合

10-6-5-3

幅　ｗ（全幅） －50

高さｈ（内法） －50

厚　　　さ　ｔ 設計値以上

延　　　長　Ｌ ―

10
道
路
編

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

５
覆
工

3 覆工コンクリート工
基準高▽（拱頂） ±50

(1) 基準高、幅、高さは、施工40ｍにつき１ヶ所。
(2) 厚さ
(ｲ) コンクリート打設前の巻立空間を１打設長の終
点を図に示す各点で測定。中間部はコンクリート打
設口で測定。
(ﾛ) コンクリート打設後、覆工コンクリートについ
て１打設長の端面（施工継手の位置）において、図
に示す各点の巻厚測定を行う。
(ﾊ) 検測孔による巻厚の測定は図の(1)は40ｍに
１ヶ所、(2)～(3)は100ｍに１ヶ所の割合で行う。
　なお、トンネル延長が100ｍ以下のものについて
は、１トンネル当たり２ヶ所以上の検測孔による測
定を行う。
　ただし、以下の場合には、左記の規格値は適用除
外とする。
・良好な地山における岩又は吹付コンクリートの部
分的な突出で、設計覆工厚の３分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠の据付け時に
は安定が確認されかつ別途構造的に覆工の安全が確
認されている場合。

10-6-5-3

幅　ｗ（全幅） －50

高さｈ（内法） －50

厚　　　さ　ｔ 設計値以上

延　　　長　Ｌ ―



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

　第１４章　 道路維持
　　第４節　舗装工
10-14-4-5
　切削オーバーレイ工

 
 
 

 

 

　

　

認されている場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突出。

　

　　　 　

　　　 　

 
 
 

 

 

　

　

認されている場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突出。

計測手法については、従来管理のほかに「３次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いることが出来
る。

　

　　　 　

　　　 　

維持工事においては、平坦性の項目を省略するこ
とが出来る。

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

5 2

10-14-4-5

幅 　　t
（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）

－9

幅　　ｗ －25

延長　Ｌ －100

平 坦 性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

切削オーバーレイ工
厚さ　ｔ
（切削）

－7 －2

厚さは40ｍ毎に「現舗装高と切削後の基準高の差」
「切削後の基準高とオーバーレイ後の基準高の差」
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ未満
の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

5

維持工事においては、平坦性の項目を省略するこ
とが出来る。

10-14-4-5

厚さｔ
(ｵｰﾊﾞｰﾚｲ)

-9

幅ｗ －25

延長Ｌ －100

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)

切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差（切削）の
み

厚さｔ
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理として
緩和）

－2
(2)

１．施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）
（路面切削工編）に基づき出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で設計面
との厚さｔまたは標高較差（切削）を算出する。計
測密度は1点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。

３．厚さｔまたは標高較差（切削）は、現舗装高と
切削後の基準高との差で算出する。

４．厚さ（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）は40ｍ毎に「切削後
基準高とオーバーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。

５．幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ
未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で 間隔 測点数を変えることが出来る

1

 

　 

 

現舗装　w

t

ＬＣ

維持工事においては、平坦性の項目を省略するこ
とが出来る。

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

5 1 切削オーバーレイ工
厚さ　ｔ
（切削）

－7 －2

厚さは40ｍ毎に「現舗装高と切削後の基準高の差」
「切削後の基準高とオーバーレイ後の基準高の差」
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ未満
の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」
の規定による測点の管理方法を用いることができ
る。

幅 　　t
（オーバーレイ）

－9

幅　　ｗ －25

延長　Ｌ －100

平 坦 性 ―

3mプロフィルメー
ター
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

5 2 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差（切削）の
み

厚さｔ
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理として
緩和）

－2
(2)

１．施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）
（路面切削工編）に基づき出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で設計面
との厚さｔまたは標高較差（切削）を算出する。計
測密度は1点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。

３．厚さｔまたは標高較差（切削）は、現舗装高と
切削後の基準高との差で算出する。

４．厚さ（オーバーレイ）は40ｍ毎に「切削後
基準高とオーバーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線 車道端及びその中心とする

維持工事においては、平坦性の項目を省略するこ
とが出来る。

厚さｔ
(オーバーレイ)

-9

幅ｗ －25

延長Ｌ －100

現舗装　w

t

ＬＣ



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 出来形管理基準及び規格値

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

 　　

　　

　

  

　

平坦性 ―

直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

 

　 

 

　

　

 　　

　　

　

  

測定点は車道中心線、車道端及びその中心とする。

５．幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80ｍ
未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出来る。

平坦性 ―

3mプロフィルメー
ター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

品質管理基準

頁番号

Ⅱ-1
1　セメント・コンクリート(転圧コ
ンクリート・コンクリートダム・覆
工コンクリート・吹付けコンク
リートを除く）

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須
Ⅱ-2

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5%以下

粗骨材の吸水率：3.0%以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）
○

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5%以下

粗骨材の吸水率：3.0%以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材

－第１部：高炉ｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5011-2（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材

－第２部：ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5011-3（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材

－第３部：銅ｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5011-4（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材

－第４部：電気炉酸化ｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

ポルトランドセメントの化

学分析

JIS R 5202 JIS R 5210（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5211（高炉ｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5212（ｼﾘｶｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5213（ﾌﾗｲｱｯｼｭｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5214（ｴｺｾﾒﾝﾄ）

工事開始前、工事中1回/月以上 　

○

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3kg/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m3以上の場合は、50㎥ごと

に1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略でき

る。

　　　　　　　　　　　　　　  　　 ※小規模工種と

は、以下の工種を除く工種とする。（橋台、橋脚、杭類

（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高

欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠工、樋門、樋管、

水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、ダム及び堰、トン

ネル、舗装、その他これらに類する工種及び特記仕様書

で指定された工種）

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3kg/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m3以上の場合は、50㎥ごと

に1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略でき

る。

　　　　　　　　　　　　　　  　　 ※小規模工種と

は、以下の工種を除く工種とする。（橋台、橋脚、杭類

（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床版、高

欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠工、樋門、樋管、

水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、ダム及び堰、トン

ネル、舗装、その他これらに類する工種及び特記仕様書

で指定された工種）

セメントの化学分析 JIS R 5202 JIS R 5210（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5211（高炉ｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5212（ｼﾘｶｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5213（ﾌﾗｲｱｯｼｭｾﾒﾝﾄ）

JIS R 5214（ｴｺｾﾒﾝﾄ）

工事開始前、工事中1回/月以上 　

○

セメントの水和熱測定 JIS R 5203 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 工事開始前、工事中1回／月以上 　

○

セメントの蛍光X 線分析方

法

JIS R 5204 JIS R 5210（ポルトランドセメント） 工事開始前、工事中1回／月以上 　

○



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

種別：施工後試験、試験区分：必須 種別：施工後試験、試験区分：必須
Ⅱ-3ひび割れ調査 スケールによる測定 0.2mm 本数

総延長

最大ひび割れ幅等

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積が

25㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・下

部工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対象(ただし

いずれの工種についてもプレキャスト製品及びプレスト

レストコンクリートは対象としない）とし構造物躯体の

地盤や他の構造物との接触面を除く全表面とする。フー

チング・底版等で竣工時に地中、水中にある部位につい

ては竣工前に調査する。ひび割れ幅が0.2mm以上の場合

は、「ひび割れ発生状況の調査」を実施する。

テストハンマーによる強度

推定調査

JSCE-G 504-2013 設計基準強度 鉄筋コンクリート擁壁及びカルバート類で行う。その他の

構造物については強度が同じﾌﾞﾛｯｸを１構造物の単位と

し、各単位につき3ヶ所の調査を実施。また、調査の結

果、平均値が設計基準強度を下回った場合と、１回の試験

結果が設計基準強度の85%以下となった場合は、その箇所

の周辺において、再調査を5ヶ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行う。

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積

が25㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・

下部工及び高さが3ｍ以上の堰・水門・樋門を対象。

（ただしいずれの工種についてもプレキャスト製品及び

プレストレストコンクリートは対象としない。）また、

再調査の平均強度が、所定の強度が得られない場合、も

しくは1ヶ所の強度が設計強度の85％を下回った場合

は、コアによる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調査を行えない場合は監督

員と協議するものとする。

ひび割れ調査 スケールによる測定 0.2mm 本数

総延長

最大ひび割れ幅等

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積が

25㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・下

部工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対象(ただし

いずれの工種についてもプレキャスト製品及びプレスト

レストコンクリートは対象としない）とし構造物躯体の

地盤や他の構造物との接触面を除く全表面とする。フー

チング・底版等で竣工時に地中、水中にある部位につい

ては竣工前に調査する。ひび割れ幅が0.2mm以上の場合

は、「ひび割れ発生状況の調査」を実施する。

ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領

（案）」により施工完了時のひび割れ状況を調査する場

合は、ひび割れ調査の記録を同要領（案）で定める写真

の提出で代替することができる。

テストハンマーによる強度

推定調査

JSCE-G 504-2013 設計基準強度 鉄筋コンクリート擁壁及びカルバート類については目地

間、その他の構造物については強度が同じブロックを1構

造物の単位とし、各単位につき ３カ所の調査を実施す

る。

また、調査の結果、平均値が設計基準強度を下回った場合

と、1回の試験結果が設計基準強度の85％以下となった場

合は、その箇所の周辺において、再調査を5カ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行う。

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積

が25㎡以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・

下部工及び高さが3ｍ以上の堰・水門・樋門を対象。

（ただしいずれの工種についてもプレキャスト製品及び

プレストレストコンクリートは対象としない。）また、

再調査の平均強度が、所定の強度が得られない場合、も

しくは1ヶ所の強度が設計強度の85％を下回った場合

は、コアによる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調査を行えない場合は監督

員と協議するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　  　　 　　　　　　　　　　　　　　  　　 



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

Ⅱ-4

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他

種別：材料、試験区分：必須種別：材料、試験区分：必須４　プレキャストコンクリート製
品（その他）

Ⅱ-5

コンクリートの塩化物総量

規制

「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3kg/m3以下 1回/月以上

（塩化物量の多い砂の場合1回以上/週）

○

コンクリートの塩化物総量

規制

「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3kg/m3以下 1回/月以上

（塩化物量の多い砂の場合1回以上/週）

○

骨材のふるい分け試験（粒

度・粗粒率）

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

JIS A 5364

JIS A 5308

1回/月以上及び産地が変わった場合。

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

JIS A 5364

JIS A 5308

1回/月以上及び産地が変わった場合。 JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

骨材のふるい分け試験（粒

度・粗粒率）

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

JIS A 5364

JIS A 5308

1回/月以上及び産地が変わった場合。

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

JIS A 5364

JIS A 5308

1回/月以上及び産地が変わった場合。 JIS A 5005（砕砂及び砕石）

JIS A 5011-1（高炉ｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5011-2（ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5011-3（銅ｽﾗｸﾞ細骨材）

JIS A 5011-4（電気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）

JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

骨材の微粒分量試験 JIS A 1103

JIS A 5005

粗骨材

砕石  3.0％以下（ただし、粒形判定実績率が58％以上の

場合は5.0％以下）

スラグ粗骨材  5.0％以下

それ以外（砂利等）1.0％以下

細骨材

砕砂  9.0％以下（ただし、すりへり作用を受ける場合は

5.0％以下）

スラグ細骨材  7.0％以下（ただし、すりへり作用を受け

る場合は 5.0％以下）

それ以外（砂等）  5.0％以下（ただし、すりへり作用を

受ける場合は3.0％以下）

工事開始前、工事中1回／月以上及び産地が変わった場

合。

（山砂の場合は、工事中1回／週以上）

○

骨材の微粒分量試験 JIS A 1103

JIS A 5005

粗骨材：1.0%以下

細骨材：コンクリートの表面がすりへり作用を受ける場合

3.0%以下、その他の場合5.0%以下（砕砂およびスラグ細骨

材を用いた場合はコンクリートの表面がすりへり作用を受

ける場合5.0%以下その他の場合7.0%以下）

1回/月以上及び産地が変わった場合。

（微粒分量の多い砂1回/週以上）

○

コンクリート用混和材・化

学混和剤

JIS A 6201

JIS A 6202

JIS A 6204

JIS A 6206

JIS A 6207

JIS A 6201（フライアッシュ）

JIS A 6202（膨張材）

JIS A 6204（化学混和剤）

JIS A 6206（高炉スラグ微粉末）

JIS A 6207（シリカフューム）

1回／月以上

ただし、JIS A 6204（化学混和剤）は1回／6ヶ月以上

試験成績表による。

○

コンクリート用混和材・化

学混和剤

JIS A 6201

JIS A 6202

JIS A 6204

JIS A 6206

JIS A 6207

JIS A 6201（フライアッシュ）

JIS A 6202（膨張材）

JIS A 6204（化学混和剤）

JIS A 6206（高炉スラグ微粉末）

JIS A 6207（シリカフューム）

1回/月以上

ただし、JIS A 6202（膨張材）は1回/3ヶ月以上、JIS A

6204（化学混和剤）は1回/6ヶ月以上

試験成績表による。

○



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

Ⅱ-7

種別：施工後試験、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

Ⅱ-7

6　既製杭工

6　既製杭工 種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須 Ⅱ-7
外観検査 ・目視

　　圧接面の研磨

状況

　　垂れ下がり

　　焼き割れ

　　等

・ノギス等による

計測

（詳細外観検査）

　　軸心の偏心

　　ふくらみ

　　ふくらみの長さ

　　圧接部のずれ

　　折れ曲がり

　　等

熱間押抜法以外の場合

①軸心の偏心が鉄筋径（径が異なる場合は細い方の鉄筋）

の1/5以下。

②ふくらみは鉄筋径（径が異なる場合は細い方の鉄筋）の

1.4倍以上。ただし、両方又はいずれか一方の鉄筋がSD490

の場合は1.5倍以上。

③ふくらみの長さが鉄筋径（径が異なる場合は、細い方の

鉄筋）の1.1倍以上。ただし、両方又はいずれか一方の鉄

筋がSD490の場合は1.2倍以上。

④ふくらみの頂点と圧接部のずれが鉄筋径（径が異なる場

合は、細い方の鉄筋）の1/4以下。

⑤折れ曲がりの角度が2°以下。

⑥片ふくらみの差が鉄筋径（径が異なる場合は、細い方の

鉄筋）の1/5以下。

⑦垂れ下がり、へこみ、焼き割れが著しくない。

⑧その他有害と認められる欠陥があってはならない。

・目視は全数実施する。

・特に必要と認められたものに対してのみ詳細外観検査を

行う。

熱間押抜法以外の場合

・規格値を外れた場合は以下による。いずれの場合も監

督員の承諾を得るものとし、処置後は外観検査及び超音

波探傷検査を行う。

・①は、圧接部を切り取って再圧接する。

・②③は、再加熱し、圧力を加えて所定のふくらみに修

正する。

・④は、圧接部を切り取って再圧接する。

・⑤は、再加熱して修正する。

・⑥⑦は、圧接部を切り取って再圧接する。

　

外観検査 ・目視

　　圧接面の研磨

状況

　　垂れ下がり

　　焼き割れ

　　等

・ノギス等による

計測

（詳細外観検査）

　　軸心の偏心

　　ふくらみ

　　ふくらみの長さ

　　圧接部のずれ

　　折れ曲がり

　　等

熱間押抜法の場合

①ふくらみを押抜いた後の圧接面に対応する位置の割れ、

へこみがない

②ふくらみの長さが鉄筋径の1.1倍以上。ただし、SD490の

場合は1.2倍以上。

③鉄筋表面にオーバーヒートによる表面不整があってはな

らない。

④その他有害と認められる欠陥があってはならない。

・目視は全数実施する。

・特に必要と認められたものに対してのみ詳細外観検査を

行う。

熱間押抜法の場合

・規格値を外れた場合は以下による。いずれの場合も監

督員の承諾を得る。

・①②③は、再加熱、再加圧、押抜きを行って修正し、

修正後外観検査を行う。

・④は、再加熱して修正し、修正後外観検査を行う。

外観検査 ・目視

　　圧接面の研磨

状況

　　垂れ下がり

　　焼き割れ

　　等

・ノギス等による

計測

（詳細外観検査）

　　軸心の偏心

　　ふくらみ

　　ふくらみの長さ

　　圧接部のずれ

　　折れ曲がり

　　等

熱間押抜法以外の場合

①軸心の偏心が鉄筋径（径の異なる場合は細い方の鉄筋）

の1/5以下。

②ふくらみは鉄筋径（径の異なる場合は細い方の鉄筋）の

1.4倍以上。ただし、両方又はいずれか一方の鉄筋がSD490

の場合は1.5倍以上。

③ふくらみの長さが鉄筋径（径が異なる場合は、細い方の

鉄筋）の1.1倍以上。ただし、両方又はいずれか一方の鉄

筋がSD490の場合は1.2倍以上。

④ふくらみの頂点と圧接部のずれが鉄筋径（径が異なる場

合は、細い方の鉄筋）の1/4以下。

⑤折れ曲がりの角度が2°以下。

⑥片ふくらみの差が鉄筋径（径が異なる場合は、細い方の

鉄筋）の1/5以下。

⑦垂れ下がり、へこみ、焼き割れが著しくない。

⑧その他有害と認められる欠陥があってはならない。

・目視は全数実施する。

・特に必要と認められたものに対してのみ詳細外観検査を

行う。

熱間押抜法以外の場合

・規格値を外れた場合は以下による。いずれの場合も監

督員の承諾を得るものとし、処置後は外観検査及び超音

波探傷検査を行う。

・①は、圧接部を切り取って再圧接する。

・②③は、再加熱し、圧力を加えて所定のふくらみに修

正する。

・④は、圧接部を切り取って再圧接する。

・⑤は、再加熱して修正する。

・⑥⑦は、圧接部を切り取って再圧接する。

　

超音波探傷検査 JIS Z 3062 ・各検査ロットごとに30ヶ所のランダムサンプリングを行

い、超音波探傷検査を行った結果、不合格箇所数が1箇所

以下の時はロットを合格とし、2ヶ所以上のときはロット

を不合格とする。

ただし、合否判定レベルは基準レベルよ

り-24db感度を高めたレベルとする。

超音波探傷検査は抜取検査を原則とする。

抜取検査の場合は、各ロットの30ヶ所とし、1ロットの大

きさは200ヶ所程度を標準とする。 ただし、1作業班が1日

に施工した箇所を1ロットとし、自動と手動は別ロットと

する。

規格値を外れた場合は、以下による。

・不合格ロットの全数について超音波探傷検査を実施

し、その結果不合格となった箇所は、監督員の承認を得

て、圧接部を切り取って再圧接し、外観検査及び超音波

探傷検査を行う。

　

超音波探傷検査 JIS Z 3062 ・各検査ロットごとに30ヶ所のランダムサンプリングを行

い、超音波探傷検査を行った結果、不合格箇所数が1ヶ所

以下の時はロットを合格とし、2ヶ所以上のときはロット

を不合格とする。

ただし、合否判定レベルは基準レベルの－24dBとする。

超音波探傷検査は抜取検査を原則とする。

抜取検査の場合は、各ロットの30ヶ所とし、1ロットの大

きさは200ヶ所程度を標準とする。 ただし、1作業班が1日

に施工した箇所を1ロットとし、自動と手動は別ロットと

する。

規格値を外れた場合は、以下による。

・不合格ロットの全数について超音波探傷検査を実施

し、その結果不合格となった箇所は、監督員の承認を得

て、圧接部を切り取って再圧接し、外観検査及び超音波

探傷検査を行う。

　

鋼管杭・コンクリート杭・H

鋼杭の現場溶接

浸透探傷試験（溶剤除去性

染色浸透探傷試験）

JIS Z 2343-1,2,3,4,5,6 割れ及び有害な欠陥がないこと。 原則として全溶接箇所で行う。

ただし、施工方法や施工順序等から全数量の実施が困難な

場合は監督員との協議により、現場状況に応じた数量とす

ることができる。 なお、全溶接箇所の10％以上は、JIS Z

2343-1,2,3,4,5,6により定められた認定技術者が行うもの

とする。

試験箇所は杭の全周とする。

　

　

鋼管杭・コンクリート杭・H

鋼杭の現場溶接

浸透探傷試験（溶剤除去性

染色浸透探傷試験）

JIS Z 2343-1,2,3,4,5,6 われ及び有害な欠陥がないこと。 原則として全溶接箇所で行う。

ただし、施工方法や施工順序等から全数量の実施が困難な

場合は監督員との協議により、現場状況に応じた数量とす

ることができる。 なお、全溶接箇所の10％以上は、JIS Z

2343-1,2,3,4,5,6により定められた認定技術者が行うもの

とする。

試験箇所は杭の全周とする。

　

　

鋼管杭の現場溶接

超音波探傷試験

JIS Z 3060 JIS Z 3060の1類から3類であること 原則として溶接20ヶ所毎に1ヶ所とするが、施工方法や施

工順序等から実施が困難な場合は現場状況に応じた数量と

する。なお、対象箇所では鋼管杭を4方向から探傷し、そ

の探傷長は30cm/1方向とする。

（20ヶ所毎に1ヶ所とは、溶接を20ヶ所施工した毎にその

20ヶ所から任意の1ヶ所を試験することである。）

中堀り杭工法等で、放射線透過試験が不可能な場合は、

放射線透過試験に替えて超音波探傷試験とすることがで

きる。

鋼管杭の現場溶接

超音波探傷試験

JIS Z 3060 JIS Z 3060の1類から3類であること 原則として溶接20ヶ所毎に1ヶ所とするが、施工方法や施

工順序等から実施が困難な場合は現場状況に応じた数量と

する。なお、対象箇所では鋼管杭を4方向から探傷し、そ

の探傷長は30cm/1方向とする。

（20ヶ所毎に1ヶ所とは、溶接を20ヶ所施工した毎にその

20ヶ所から任意の1ヶ所を試験することである。）

中堀り工法等で、放射線透過試験が不可能な場合は、放

射線透過試験に替えて超音波探傷試験とすることができ

る。

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

11　上層路盤
Ⅱ-10

Ⅱ-11
種別：施工、試験区分：その他

Ⅱ-7

Ⅱ-7

種別：施工、試験区分：その他

7  基礎工

9  既製杭工
（中堀り杭工コンクリート打設
方式）

10　下層路盤

8  場所杭工

種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他

Ⅱ-7

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須
Ⅱ-7  支持層の確認 試験杭 試験杭の施工により定めた方法を満足していること 中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪拌方式），プ

レボーリング杭工法，鋼管ソイルセメント杭工法及び

回転杭工法における支持層の確認は，支持層付近で掘削

速度を極力一定に保ち，掘削抵抗値（オーガ駆動電流

値，積分電流値又は回転抵抗値）の変化をあらかじめ調

査している土質柱状図と対比して行う。この際の施工記

録に基づき，本施工における支持層到達等の判定方法を

定める

  孔底沈殿物の管理 検測テープ 設計図書による 孔底に沈積するスライムの量は、掘削完了直後とコ

ンクリート打込み前に検測テープにより測定した孔底の

深度を比較して把握する

孔底処理 検測テープ 設計図書による 泥分の沈降や杭先端からの土砂の流入等によってスラ

イムが溜ることがあるので，孔底処理からコンクリート

の打設までに時間が空く場合は，打設直前に孔底スライ

ムの状態を再確認し，必要において再処理する

平板載荷試験 JIS A 1215 　 1,000m
2
につき2回の割合で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

　

平板載荷試験 JIS A 1215 　 1,000m
2
につき2回の割で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

　

鉄鋼スラグの水浸膨張性試

験

舗装調査・試験法便覧［4］-

80

1.0%以下

○

鉄鋼スラグの水浸膨張性試

験

舗装調査・試験法便覧［4］-

80

1.5%以下

○

平板載荷試験 JIS A 1215 　 1,000m
2
につき2回の割合で行う。 セメントコンクリートの路盤に適用する。

　

平板載荷試験 JIS A 1215 　 1,000m
2
につき2回の割で行う。 セメントコンクリートの路盤に適用する。

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

Ⅱ-13
種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須14　アスファルト舗装

粗骨材の形状試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

51

細長、あるいは偏平な石片：10%以下

○

フィラー（舗装用石灰石

粉）の粒度試験

JIS A 5008 「舗装施工便覧」表3.3.17による。

○

フィラー（舗装用石灰石

粉）の水分試験

JIS A 5008 1%以下

○

粗骨材の形状試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

45

細長、あるいは偏平な石片：10%以下

○

フィラーの粒度試験 JIS A 5008 便覧　表3.3.17による。

○

フィラーの水分試験 JIS A 5008 1%以下

○



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

Ⅱ-15
15　転圧コンクリート

Ⅱ-15

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須
Ⅱ-15

種別：製造 、試験区分：その他 種別：製造 、試験区分：その他

種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

ランマー突き固め試験 転圧コンクリート舗装技術指

針（案）

※いずれか１方法

舗装施工便覧8-3-3による。

目標値

　締固め率：97％

　

　

ランマー突き固め試験 転圧コンクリート舗装技術指

針（案）

※いずれか2方法

舗装施工便覧8-3-3による。

目標値

　締固め率：97％

　

　

ミキサの練混ぜ性能試験 バッチミキサの場合：

JIS A 1119

JIS A 8603-1

JIS A 8603-2

コンクリートの練混ぜ量

公称容量の場合：

　コンクリート内のモルタル量の偏差率：0.8％以下

　コンクリート内の粗骨材量の偏差率：

5％以下

　圧縮強度の偏差率：7.5％以下

　コンクリート中の空気量の偏差率：10％以下

　コンシステンシー（スランプ）の偏差率：15％以下

○

　 連続ミキサの場合：

土木学会規準JSCE-I 502-

2013

コンクリート中のモルタル単位容積質量差：0.8％以下

コンクリート中の単位粗骨材量の差：5％以下

圧縮強度差：7.5％以下

空気量差：1％以下

スランプ差：3㎝以下 ○

工事開始前及び工事中１回/年以上。 ・総使用量が50m
3
未満の場合は1回以上の試験、または

レディーミクストコンクリート工場の品質証明書等のみ

とすることができる。

ミキサの練混ぜ性能試験 バッチミキサの場合：

JIS A 1119

JIS A 8603-1

JIS A 8603-2

コンクリートの練混ぜ量

公称容量の場合：

　コンクリート内のモルタル量の偏差率：0.8％以下

　コンクリート内の粗骨材量の偏差率：

5％以下

　圧縮強度の偏差率：7.5％以下

　コンクリート内の空気量の偏差率：10％以下

　コンシステンシー（スランプ）の偏差率：15％以下

○

　 連続ミキサの場合：

土木学会規準JSCE-I 502-

2013

コンクリート中のモルタル単位容積質量差：0.8％以下

コンクリート中の単位粗骨材量の差：5％以下

圧縮強度差：7.5％以下

空気量差：1％以下

スランプ差：3㎝以下 ○

工事開始前及び工事中１回/年以上。 ・総使用量が50m
3
未満の場合は1回以上の試験、または

レディーミクストコンクリート工場の品質証明書等のみ

とすることができる。

コンクリートの曲げ強度試

験

JIS A 1106 ・ 試験回数が7回以上（1回は3個以上の供試体の平均値）

の場合は、

全部の試験値の平均値が所定の合格判断強度を上まるもの

とする。

・試験回数が7回未満となる場合は、

①1回の試験結果は配合基準強度の85%以上

②3回の試験結果の平均値は配合基準強度以上

2回／日（午前・午後）で、３本１組／回（材齢28日）。 　

　

コンクリートの曲げ強度試

験

JIS A 1106 ・ 試験回数が7回以上（1回は3個以上の供試体の平均値）

の場合は、

全部の試験値の平均値が所定の合格判断強度を上まるもの

とする。

・試験回数が7回未満となる場合は、

①1回の試験結果は配合基準強度の85%以上

②3回の試験結果の平均値は配合基準強度以上

2回／日（午前・午後）で、３本１組／回（材令28日）。 　

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

16　グースアスファルト舗装

17　路床安定処理工

Ⅱ-17
種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

Ⅱ-19
種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

粗骨材の形状試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

51

細長、あるいは偏平な石片：10%以下

○

フィラー（舗装用石灰石

粉）の粒度試験

JIS A 5008 「舗装施工便覧」表3.3.17による。

○

フィラー（舗装用石灰石

粉）の水分試験

JIS A 5008 1%以下

○

粗骨材の形状試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

45

細長、あるいは偏平な石片：10%以下

○

フィラーの粒度試験 JIS A 5008 便覧3．3．17による。

○

フィラーの水分試験 JIS A 5008 1%以下

○

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。

　

CBR試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

227,［4］-230

設計図書による。

　

当初及び土質の変化したとき。 土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。

　

CBR試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

227,［4］-230

設計図書による。

　

当初及び土質の変化した時。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

19　固結工 種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須
Ⅱ-20

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他
Ⅱ-20

18　表層安定処理工（表層混
合処理）

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他
Ⅱ-19

Ⅱ-20
種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他

Ⅱ-12
種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

骨材の修正CBR試

験

舗装調査・試験法

便覧［4］-5

下層路盤：10%以上

上層路盤：20%以上

・中規模以上の工事：施工前、材料変

更時

・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描い

た上での管理が可能な工事をいい、舗装

施工面積が10,000m2あるいは使用する基

層及び表層用混合物の総使用量が3,000t

以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工管理に反

映できる規模の工事をいい、同一工種の

施工が数日連続する場合で、以下のいず

れかに該当するものをいう。

①施工面積で10,000m2未満

②使用する基層及び表層用混合物の総使

用量が3,000ｔ未満(コンクリートでは

1,000m3未満)

ただし、以下に該当するものについても

小規模工事として取り扱うものとする。

1)アスファルト舗装：同一配合の合材が

100t以上のもの

○

骨材の修正CBR試

験

舗装調査・試験法

便覧［4］-68

下層路盤：10%以上

上層路盤：20%以上

・中規模以上の工事：施工前、材料変

更時

・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描い

た上での管理が可能な工事をいい、舗装

施工面積が10,000㎡あるいは使用する基

層及び表層用混合物の総使用量が3,000t

以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工管理に反

映できる規模の工事をいい、同一工種の

施工が数日連続する場合で、以下のいず

れかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合物の総使

用量が500t以上3,000ｔ未満(コンクリー

トでは400㎥以上1,000㎥未満)。

ただし、以下に該当するものについても

小規模工事として取り扱うものとする。

1)アスファルト舗装：同一配合の合材が

100t以上のもの

○

平板載荷試験 JIS A 1215 　 延長40mにつき1ヶ所の割合で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

　

現場CBR試験 JIS A1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割合で行う。
　

平板載荷試験 JIS A 1215 　 延長40mにつき1ヶ所の割で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

　

現場CBR試験 JIS A1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。
　

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。 配合を定めるための試験である。土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。

平板載荷試験 JIS A 1215 　

　

現場CBR試験 JIS A 1222

　

含水比試験 JIS A 1203 500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満の工

事は1工事当たり3回以上。

　

たわみ量 舗装調査・試験法便覧  [2]-

16

（ベンケルマンビーム）

プルーフローリングでの不良箇所について実施。

　

各車線ごとに延長40mにつき1回の割合で行う。

設計図書による。

平板載荷試験 JIS A 1215 　

　

現場CBR試験 JIS A 1222

　

含水比試験 JIS A 1203 500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満の工

事は1工事当たり3回以上。

　

たわみ量 舗装調査・試験法便覧［1］-

227

（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

プルーフローリングでの不良箇所について実施。

　

各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。

設計図書による。

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。

なお、1回の試験とは3個の供試体の試験値の平均値で表し

たもの

当初及び土質の変化した時。 配合を定めるための試験である。

ボーリング等により供試体を採取する。

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。

なお、1回の試験とは3個の供試体の試験値の平均値で表し

たもの

当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。

ボーリング等により供試体を採取する。

ゲルタイム試験 当初及び土質の変化した時。 配合を定めるための試験である。ゲルタイム試験 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

21　補強土壁工

22　吹付工

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他

種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須
Ⅱ-21

Ⅱ-22
種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他

Ⅱ-23

Ⅱ-23

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。 　

　

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。 　

　

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－第１部：高炉ｽﾗｸﾞ骨

材）

JIS A 5011-2（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－第２部：ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗ

ｸﾞ骨材）

JIS A 5011-3（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－第３部：銅ｽﾗｸﾞ骨

材）

JIS A 5011-4（ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材－第４部：電気炉酸化

ｽﾗｸﾞ骨材）

JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3㎏/m
3
以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごと

に1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略でき

る。

※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋

台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工

（桁、床版、高欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠

工、樋門、樋管、水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、

ダム及び堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工

種及び特記仕様書で指定された工種）

　

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3㎏/m
3
以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごと

に1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略でき

る。

※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋

台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工

（桁、床版、高欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠

工、樋門、樋管、水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、

ダム及び堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工

種及び特記仕様書で指定された工種）

　

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会規準JSCE-F 561-

2013

3本の強度の平均値が材齢28日で設計強度以上とする。 吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で使用

するのと同じコンクリート（モルタル）を吹付け、現場で

28日養生し、直径50㎜のコアを切取りキャッピングを行

う。原則として1回に3本とする。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m
3
未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

 

※小規模工種については、塩化物総量規制の項目を参照 　

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会規準JSCE F561-2013

3本の強度の平均値が材令28日で設計強度以上とする。 吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で使用

するのと同じコンクリート（モルタル）を吹付け、現場で

28日養生し、直径50㎜のコアを切取りキャッピングを行

う。原則として1回に3本とする。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m
3
未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

 

※小規模工種については、塩化物総量規制の項目を参照 　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

23　現場吹付法枠工 種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他
Ⅱ-24

Ⅱ-25
種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については摘要を参照）

JIS A 5005（コンクリ－ト用砕砂及び砕石）

JIS A 5011-1（コンクリ－ト用スラグ骨材－第１部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリ－ト用スラグ骨材－第２部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3(コンクリ－ト用スラグ骨材－第３部：銅

スラグ骨材)

JIS A 5011-4(コンクリ－ト用スラグ骨材－第４部：電

気炉酸化スラグ骨材)

JIS A 5021(ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H)

○

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会規準JSCE-F 561-

2013

設計図書による 1回6本　吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で使用

するのと同じコンクリート（モルタル）を吹付け、現場で

7日間及び28日間放置後、φ5㎝のコアを切り取りキャッピ

ングを行う。1回に6本（σ7…3本、σ28…3本、）とす

る。

・参考値：18N／㎟以上（材齢28日）

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごと

に1回の試験を行う。

※小規模工種については、スランプ試験の項目を参照

　

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は３回）試験の判定は

３回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m
3
未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

 

※小規模工種については、スランプ試験の項目を参照
　

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会規準JSCE F561-2013

設計図書による 1回6本　吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で使用

するのと同じコンクリート（モルタル）を吹付け、現場で

7日間及び28日間放置後、φ5㎝のコアを切り取りキャッピ

ングを行う。1回に6本（σ7…3本、σ28…3本、）とす

る。

・参考値：18N/mm
2
以上（材令28日）

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m
3
未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

 

※小規模工種については、スランプ試験の項目を参照 　

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は３回）試験の判定は

３回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m
3
未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

 

※小規模工種については、スランプ試験の項目を参照
　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

26　砂防土工

28　捨石工

29　コンクリートダム

種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須
Ⅱ-27

Ⅱ-30

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他
Ⅱ-31

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他

Ⅱ-32
種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。

　

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。

　

岩石の形状 JIS A 5006 うすっぺらなもの、細長いものであってはならない。 5,000m
3
につき1回の割合で行う。

ただし、5,000m
3
以下のものは1工事2回実施する。

500m
3
以下は監督員承諾を得て省略できる。

○

岩石の形状 JIS A 5006 うすっぺらなもの、細長いものであってはならない。 5,000m
3
につき1回の割で行う。

ただし、5,000m
3
以下のものは1工事2回実施する。

500m
3
以下は監督員承諾を得て省略できる。

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

吸水率：[2013年制定]コンクリート標準示方書ダムコンク

リート編による。

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

吸水率：[2013年制定]コンクリート標準示方書ダムコンク

リート編による。

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリ－ト用砕砂及び砕石）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第１部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリ－ト用スラグ骨材－第２部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3(コンクリ－ト用スラグ骨材－第３部：銅

スラグ骨材)

JIS A 5011-4(コンクリ－ト用スラグ骨材－第４部：電

気炉酸化スラグ骨材)

JIS A 5021(ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H)

○

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3kg/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m3未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

 

※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋

台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工

（桁、床版、高欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠

工、樋門、樋管、水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、

ダム及び堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工

種及び特記仕様書で指定された工種）

　

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3kg/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの総使用量が50m3未満の場

合は1工種1回以上の試験、またはレディーミクストコン

クリート工場の品質証明書等のみとすることができる。

1工種当たりの総使用量が50m
3
以上の場合は、50m

3
ごとに

1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

 

※小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。（橋

台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工

（桁、床版、高欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函渠

工、樋門、樋管、水門、水路（内幅2.0m以上）、護岸、

ダム及び堰、トンネル、舗装、その他これらに類する工

種及び特記仕様書で指定された工種）

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

33　路上再生路盤工

30　覆工コンクリート(NATM)

31　吹付けコンクリート(NATM)

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他
Ⅱ-33

Ⅱ-35

種別：施工試験後、試験区分：必須 種別：施工試験後、試験区分：必須
Ⅱ-35

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

Ⅱ-37

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須
Ⅱ-38

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については適用を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材－第5部：石

炭ガス化スラグ骨材

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）
○

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

　

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ細

骨材、銅スラグ細骨材の規格値については適用を参照）

工事開始前、工事中１回/月以上及び産地が変わった場

合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第1部：高

炉スラグ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第2部：

フェロニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第3部：銅

スラグ骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第4部：電

気炉酸化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）

○

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3㎏/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3㎏/㎥以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

テストハンマーによる強度

推定調査

JSCE-G 504-2013 設計基準強度 トンネルは1打設部分を単位とし、各単位につき3カ所の調

査を実施する。また、調査の結果、平均値が設計基準強度

を下回った場合と、1回の試験結果が設計基準強度の85％

以下となった場合は、その箇所の周辺において、再調査を

5カ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行う。

再調査の平均強度が、所定の強度が得られない場合、も

しくは１ヶ所の強度が設計強度の85％を下回った場合

は、コアによる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調査を行えない場合は監督

員と協議するものとする。

テストハンマーによる強度

推定調査

JSCE-G 504-2013 設計基準強度 強度が同じブロックを１構造物の単位とし、各単位につき

3ヶ所の調査を実施。また、調査の結果、平均値が設計基

準強度を下回った場合と、1回の試験結果が設計基準強度

の85％以下となった場合は、その箇所の周辺において、再

調査を5ヶ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行う。

再調査の平均強度が、所定の強度が得られない場合、も

しくは１ヶ所の強度が設計強度の85％を下回った場合

は、コアによる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調査を行えない場合は監督

員と協議するものとする。

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1108

土木学会規準

JSCE-F 561-2013

1回の試験結果は指定した呼び強度の85％以上であるこ

と。

3回の試験結果の平均値は、指定した呼び強度以上である

こと。

（1回の試験結果は、3個の供試体の試験値の平均値）

トンネル施工長40m毎に1回　材齢7日,28日（2×3=6供試

体）なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で

使用するのと同じコンクリートを吹付け、現場で7日間及

び28日間放置後、φ5㎝のコアを切り取りキャッピングを

行う。1回に6本（σ7…3本、σ28…3本、）とする。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

吹付けコンクリートの初期

強度（引抜きせん断強度）

引抜き方法による吹付けコン

クリートの初期強度試験方法

（JSCE-G 561-2010）

1日強度で5N/㎟以上 トンネル施工長40mごとに1回

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前

に１回コンクリート打設前に行い、その試験結果が塩化物

総量の規制値の1/2以下の場合は、午後の試験を省略する

ことができる。（１試験の測定回数は3回とする）試験の

判定は3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

コンクリートの圧縮強度試

験

JIS A 1108

土木学会規準JSCE F561-2013

1回の試験結果は指定した呼び強度の85％以上であるこ

と。

3回の試験結果の平均値は、指定した呼び強度以上である

こと。

（1回の試験結果は、3個の供試体の試験値の平均値）

トンネル施工長40m毎に1回　材齢7日,28日（2×3=6供試

体）なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で

使用するのと同じコンクリートを吹付け、現場で7日間及

び28日間放置後、φ5㎝のコアを切り取りキャッピングを

行う。1回に6本（σ7…3本、σ28…3本、）とする。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン

含有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または

設計図書の規定により行う。

　

吹付けコンクリートの初期

強度（引抜きせん断強度）

(JSCE-F561-2013)引抜き方法

による吹付けコンクリートの

初期強度試験方法

(JSCE-G561-2010)

1日強度で5N/㎟以上 トンネル施工長40mごとに1回

土の一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

133

　

　

CAEの一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

135

CAEの一軸圧縮試験とは、路上再生アスファルト乳剤安

定処理路盤材料の一軸圧縮試験を指す。
　

含水比試験 JIS A 1203 1～2回／日 　
　

設計図書による。 当初及び材料の変化時土の一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

68

　

　

CAEの一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便覧［4］-

69

CAEの一軸圧縮試験とは、路上再生アスファルト乳剤安

定処理路盤材料の一軸圧縮試験を指す。
　

含水比試験 JIS A 1203 1～2回／日 　
　

設計図書による。 当初及び材料の変化時



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

34　路上表層再生工

35　排水性舗装工・透水性舗
装工

Ⅱ-38

種別：施工、試験区分：その他 種別：施工、試験区分：その他
Ⅱ-39

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須

Ⅱ-39
種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

既設表層混合物の密度試験 舗装調査・試験法便覧［3］-

218

　

　

既設表層混合物の最大比重

試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

309

　

　

既設表層混合物のアスファ

ルト量抽出粒度分析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

318

　

　

既設表層混合物のふるい分

け試験

舗装調査・試験法便覧［2］-

16

　

　

新規アスファルト混合物 「アスファルト舗装」に準じ

る。

同左 　

○

既設表層混合物の密度試験 舗装調査・試験法便覧［3］-

91

　

　

既設表層混合物の最大比重

試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

229

　

　

既設表層混合物のアスファ

ルト量抽出粒度分析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

238

　

　

既設表層混合物のふるい分

け試験

舗装調査・試験法便覧［2］-

14

　

　

新規アスファルト混合物 「アスファルト舗装」に準じ

る。

同左 　

○

粒度（2.36mmふるい） 舗装調査・試験法便覧［2］-

16

2.36mmふるい：±12%以内

　

粒度（75μmふるい） 舗装調査・試験法便覧［2］-

16

75μmふるい：±5%以内

　

アスファルト量抽出粒度分

析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

318

アスファルト量：±0.9%以内

　

適宜 目標値を設定した場合のみ実施する。粒度（2.36mmフルイ） 舗装調査・試験法便覧［2］-

14

2.36mmふるい：±12%以内

　

粒度（75μmフルイ） 舗装調査・試験法便覧［2］-

14

75μmふるい：±5%以内

　

アスファルト量抽出粒度分

析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

238

アスファルト量：±0.9%以内

　

適宜 目標値を設定した場合のみ実施する。

  

  

  　 

　 　

  

フィラー（舗装用石灰石

粉）の粒度試験

JIS A 5008 「舗装施工便覧」3-3-2(4)による。

○

フィラー（舗装用石灰石

粉）の水分試験

JIS A 5008 1%以下

○

  

  

  　 

　 　

  

フィラーの粒度試験 JIS A 5008 「舗装施工便覧」3-3-2(4)による。

○

フィラーの水分試験 JIS A 5008 1%以下

○



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他
Ⅱ-40

Ⅱ-40
種別：プラント、試験区分：必須 種別：プラント、試験区分：必須

タフネス・テナシティ試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

289

タフネス：20N・m

○

タフネス・テナシティ試験 舗装調査・試験法便覧［2］-

244

タフネス：20N・m

○

粒度（75μmふるい） 舗装調査・試験法便覧［2］-

16

75μmふるい：±5%以内基準粒度

○

アスファルト量抽出粒度分

析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

318

アスファルト量：±0.9%以内

○

・中規模以上の工事：定期的または随時。

・小規模以下の工事：異常が認められたとき。

印字記録の場合：全数または抽出・ふるい分け試験 1～2

回／日

粒度（75μmフルイ） 舗装調査・試験法便覧［2］-

14

75μmふるい：±5%以内基準粒度

○

アスファルト量抽出粒度分

析試験

舗装調査・試験法便覧［4］-

238

アスファルト量：±0.9%以内

○

・中規模以上の工事：定期的または随時。

・小規模以下の工事：異常が認められたとき。

印字記録の場合：全数または抽出・ふるい分け試験 1～2

回／日



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 品質管理基準及び規格値

頁番号項目 現行 改定【改定箇所：赤字】

36　プラント再生舗装工

40　中層混合処理

41　鉄筋挿入工

Ⅱ-42
種別：舗設現場、試験区分：必須 種別：舗設現場、試験区分：必須

Ⅱ-44

種別：施工、試験区分：必須 種別：施工、試験区分：必須
Ⅱ-45

種別：材料、試験区分：必須 種別：材料、試験区分：必須

種別：材料、試験区分：その他 種別：材料、試験区分：その他
Ⅱ-45

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧［3］-

218

基準密度の94％以上。

X10　96％以上

X6　96％以上

X3　96．5％以上

再アス処理の場合、基準密度の93％以上。

X10　95％以上

X6　95．5％以上

X3　96．5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上を満足

するものとし、かつ平均値について以下を満足するものと

する。

・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足

するものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3

孔の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、

X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加え

た平均値X6が規格値を満足していればよい。

・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1

ロットとし、1ロットあたり10孔で測定する。

（例）

　3,001～10,000㎡：10孔

　10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測定箇

所が均等になるように設定すること。

　例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10孔、合

計20孔

　なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除

く）は、1工事あたり3孔以上で測定する。

　

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧［3］-

218

基準密度の94％以上。

X10　96％以上

X6　96％以上

X3　96．5％以上

再アス処理の場合、基準密度の93％以上。

X10　95％以上

X6　95．5％以上

X3　96．5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上（再ア

ス処理の場合は基準密度の93％以上）を満足するものと

し、かつ平均値について以下を満足するものとする。

・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足

するものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3

孔の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、

X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加え

た平均値X6が規格値を満足していればよい。

・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1

ロットとし、1ロットあたり10孔で測定する。

（例）

3,001～10,000㎡：10孔

10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測定箇所

が均等になるように設定すること。

例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／ 1ロット毎に10孔、合

計20孔

なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除く）

は、1工事あたり3孔以上で測定する。

　

土の含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。

土の湿潤密度試験 JIS A 1225

テーブルフロー試験 JIS R 5201

土の一軸圧縮試験

　(改良体の強度)

JIS A 1216

当初及び土質の変化した時。 配合を定めるための試験である。土の含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。

土の湿潤密度試験 JIS G 0191

テーブルフロー試験 JIS R 5201

土の一軸圧縮試験

　(改良体の強度)

JIS A 1216

当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。

引き抜き試験

（受入れ試験）

地山補強工法設計・施工マ

ニュアル

設計図書による。 ・施工全数量の3％かつ3本以上を標準とする。

・載荷サイクルは1サイクルとする。

　引き抜き試験 地山補強土法設計・施工マ

ニュアル

設計図書による。 ・施工全数量の3％かつ3本以上を標準とする。

・載荷サイクルは1サイクルとする。

　

引き抜き試験

（適合性試験）

地山補強工法設計・施工マ

ニュアル

設計図書による。 ・地層ごとに3本以上を標準とする。

・載荷サイクルは多サイクルを原則とする。

・初期荷重は。5.0kNもしくは計画最大荷重の0.1倍程度と

する。

　適合性試験 地山補強土法設計・施工マ

ニュアル

設計図書による。 ・地層ごとに3本以上を標準とする。

・載荷サイクルは多サイクルを原則とする。

・初期荷重は。5.0kNもしくは計画最大荷重の0.1倍程度と

する。

　



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

写真管理基準（案）
撮影箇所一覧表（品質管理）

Ⅱ-1

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

 撮影項目  撮影頻度　[時期]

塩化物総量規制

スランプ試験

ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験 圧縮強度試験に使用し
たコンクリートの供試体
が、当該現場の供試体
であることが確認できる
もの

空気量測定 品質に変化が見られた場合
[試験実施中]

ｺﾝｸﾘｰﾄの曲げ強度試験 コンクリートの種類毎に１回
[試験実施中]

コンクリート舗装の場合
適用

コアによる強度試験

ｺﾝｸﾘｰﾄの洗い分析試験

ひび割れ調査

ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰによる強度推定
調査

コアによる強度試験 ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰ試験により必要が認められた時
[試験実施中]

撮影箇所一覧表（品質管理）
番号 工種

写真管理項目
摘要

コンクリートの種類毎に１回
[試験実施中]

1

セメント・コンクリート
(転圧コンクリート・コ
ンクリートダム・覆工
コンクリート・吹付け
コンクリートを除く）
（施工後試験）

セメント・コンクリート
(転圧コンクリート・コ
ンクリートダム・覆工
コンクリート・吹付け
コンクリートを除く）
（施工）

品質に異常が認められた場合
[試験実施中]

対象構造物毎に１回
[試験実施中]

 撮影項目  撮影頻度　[時期]

塩化物総量規制

スランプ試験

ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験 圧縮強度試験に使用し
たコンクリートの供試体
が、当該現場の供試体
であることが確認できる
もの

空気量測定 品質に変化が見られた場合
[試験実施中]

ｺﾝｸﾘｰﾄの曲げ強度試験 コンクリートの種類毎に１回
[試験実施中]

コンクリート舗装の場合
適用

コアによる強度試験

ｺﾝｸﾘｰﾄの洗い分析試験

ひび割れ調査 対象構造物毎に１回
[試験実施中]
ただし、「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」により施工完了時の
状況（全周）の提出によりひび割れ調査
写真を代替することができる。

テストハンマーによる強度推
定調査

対象構造物毎に１回
[試験実施中]

コアによる強度試験 テストハンマー試験により必要が認められた
時
[試験実施中]

撮影箇所一覧表（品質管理）
番号 工種

写真管理項目
摘要

1 セメント・コンクリート
(転圧コンクリート・コ
ンクリートダム・覆工
コンクリート・吹付け
コンクリートを除く）
（施工）

コンクリートの種類毎に１回
[試験実施中]

品質に異常が認められた場合
[試験実施中]

セメント・コンクリート
(転圧コンクリート・コ
ンクリートダム・覆工
コンクリート・吹付け
コンクリートを除く）
（施工後試験）



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅱ-2
Ⅱ-310 貫入試験40℃

ﾘｭｴﾙ流動性試験240℃

ﾎｲｰﾙﾄﾗｯｷﾝｸﾞ試験

曲げ試験

粒度

ｱｽﾌｧﾙﾄ量抽出粒度分析試
験
温度測定

ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ舗装
(舗設現場)

温度測定 合材の種類毎に１回
［試験実施中］

11 路床安定処理工 現場密度の測定 路床または施工箇所毎に１回
［試験実施中］
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

プルーフローリング

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

含水比試験 降雨後又は含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良個所について実施
[試験実施中]

12 表層安定処理工
（表層混合処理）

含水比試験 降雨後又は含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

現場密度の測定 材質毎に１回
[試験実施中]
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

プルーフローリング 工種毎に１回
[試験実施中]

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良個所について実施
[試験実施中]

13 固結工 土の一軸圧縮試験 材質毎に１回
[試験実施中]

ﾓﾙﾀﾙのﾌﾛｰ値試験

ﾓﾙﾀﾙの圧縮強度試験

多サイクル確認試験

１サイクル確認試験

ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ舗装
(ﾌﾟﾗﾝﾄ)

路床毎に１回
[試験実施中]

合材の種類毎に１回
[試験実施中]

材質毎に１回
[試験実施中]

14 アンカー工 適宜
[試験実施中]

10 貫入試験40℃

ﾘｭｴﾙ流動性試験240℃

ﾎｲｰﾙﾄﾗｯｷﾝｸﾞ試験

曲げ試験

粒度

ｱｽﾌｧﾙﾄ量抽出粒度分析試
験
温度測定

ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ舗装
(舗設現場)

温度測定 合材の種類毎に１回
［試験実施中］

11 路床安定処理工 現場密度の測定 路床または施工箇所毎に１回
［試験実施中］
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

プルーフローリング

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

含水比試験 降雨後または含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良箇所について実施
[試験実施中]

12 表層安定処理工
（表層混合処理）

含水比試験 降雨後または含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

現場密度の測定 材質毎に１回
[試験実施中]
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

プルーフローリング 工種毎に１回
[試験実施中]

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良箇所について実施
[試験実施中]

13 固結工 土の一軸圧縮試験 材質毎に１回
[試験実施中]

ﾓﾙﾀﾙのﾌﾛｰ値試験

ﾓﾙﾀﾙの圧縮強度試験

多サイクル確認試験

１サイクル確認試験

ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ舗装
(ﾌﾟﾗﾝﾄ)

合材の種類毎に１回
[試験実施中]

路床毎に１回
[試験実施中]

材質毎に１回
[試験実施中]

14 アンカー工 適宜
[試験実施中]



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅱ-3
Ⅱ-4

21 道路土工
（施工）

現場密度の測定 土質毎に１回
[試験実施中]
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 工種毎に１回
[試験実施中]

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

含水比試験 降雨後又は含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

コーン指数の測定 トラフィカビリティが悪い場合
[試験実施中]

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良個所について実施
[試験実施中]

岩石の見掛比重

岩石の吸水率

岩石の圧縮強さ

岩石の形状

土質毎に１回
[試験実施中]

22 捨石工  産地又は岩質毎に１回
[試験実施中]

21 道路土工
（施工）

現場密度の測定 土質毎に１回
[試験実施中]
ただし、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め
管理要領」による場合は、写真管理を省略す
る

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 工種毎に１回
[試験実施中]

平板載荷試験

現場ＣＢＲ試験

含水比試験 降雨後又は含水比の変化が認められた場
合
[試験実施中]

コーン指数の測定 トラフィカビリティが悪い場合
[試験実施中]

たわみ量 ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの不良箇所について実施
[試験実施中]

岩石の見掛比重

岩石の吸水率

岩石の圧縮強さ

岩石の形状

22 捨石工  産地又は岩質毎に１回
[試験実施中]

土質毎に１回
[試験実施中]



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第１編　共通編
第２章　土工

Ⅱ-14

掘削工撮影箇所一覧表（出来形管理） 掘削工
Ⅲ-1

第３節　河川・海岸・砂防土工

33 溶接工 引張試験

型曲げ試験

衝撃試験

マクロ試験

非破壊試験

突合せ継手の内部欠陥に
対する検査
外観検査

曲げ試験

ハンマー打撃試験 外観検査が不合格となったスタッドジベルに
ついて
[試験実施中]

テーブルフロー試験 適宜
[試験実施中]

土の一軸圧縮試験 材質毎に１回
［試験実施中］

ふるい分け試験
（粒度試験）

含水比試験

現場密度の測定

圧縮強度試験

六価クロム溶出試験

含水比試験 １施工箇所または
材料毎に１回

密度試験
（セメントミルク密度）

１施工箇所１回

圧縮強度試験 １施工箇所または
材料毎に１回

六価クロム溶出試験 １回／１材料
[試験実施中]

39 砂防ソイルセメント
（流動タイプ）

38 砂防ソイルセメント
（転圧タイプ）

１回／１材料
[試験実施中]

34 中層混合処理

試験毎に１回
[試験実施中]

33 溶接工 引張試験

型曲げ試験

衝撃試験

マクロ試験

非破壊試験

突合せ継手の内部欠陥に
対する検査
外観検査

曲げ試験

ハンマー打撃試験 外観検査が不合格となったスタッドジベルに
ついて
[試験実施中]

テーブルフロー試験 適宜
[試験実施中]

土の一軸圧縮試験 材質毎に１回
［試験実施中］

34 中層混合処理

試験毎に１回
[試験実施中]

【第１編　共通編】

撮影項目 撮影頻度[時期]

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

　「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）　土工編　多点計測技術（面管理の
場合）における空中写真測量（UAV）」に基
づき写真測量に用いた全ての画像を納品す
る場合には、写真管理に代えることが出来
る。

条
枝
番

工　　　　　種
写真管理項目

摘　要

法長
※右のいずれかで
撮影する。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 掘削工 1-2-3-2

編 章 節

【第１編　共通編】

撮影項目 撮影頻度[時期]

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」による場合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）　多点計測技術（面管理の場合）にお
ける空中写真測量（UAV）および地上写真
測量」に基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代えることが
出来る。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 掘削工 1-2-3-2

法長
※右のいずれかで
撮影する。

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種
写真管理項目

摘　要



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第４節　道路土工 路体盛土工、路床盛土工
Ⅲ-2

掘削工

Ⅲ-1
盛土工 盛土工

巻出し厚 200ｍに１回
　　　　〔巻出し時〕

1-2-3-3

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要
領」における「締固め層厚分布図」を提出す
る場合は写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回
　　　　〔締固め時〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔施工後〕

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき写真測量に用いた全ての画像
を納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき写真測量に用いた全ての画像
を納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

4 盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁
工法）
（多数アンカー式補強土工
法）
（ジオテキスタイルを用いた
補強土工法）

厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回　　〔施工後〕 1-2-3-4

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

3 盛土工

法長
幅
※右のいずれかで
撮影する。

巻出し厚 200ｍに１回
　　　　〔巻出し時〕

1-2-3-3

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要
領」における「締固め層厚分布図」を提出す
る場合は写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回
　　　　〔締固め時〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔施工後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔施工後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）における空中写真測量（UAV）および
地上写真測量」に基づき写真測量」に用い
た画像を納品する場合には、写真管理に
代えることが出来る。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

4 盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁
工法）
（多数アンカー式補強土工
法）
（ジオテキスタイルを用いた
補強土工法）

厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回　　〔施工後〕 1-2-3-4

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

3 盛土工

法長
幅
※右のいずれかで
撮影する。

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
　　　　　〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき写真測量に用いた全ての画像
を納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

1-2-4-2

法長
※右のいずれかで
撮影する。

掘削工１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 土質等の判別 地質が変わる毎に１回
　　　　　〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）　多点計測技術（面管理の場合）にお
ける空中写真測量（UAV）および地上写真
測量」に基づき写真測量に用いた画像を
納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 掘削工 1-2-4-2

法長
※右のいずれかで
撮影する。



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第３編　土木工事共通編
第２章　一般施工
第３節　共通的工種

Ⅲ-9

ポストテンション桁製作工 ポストテンション桁製作工

Ⅲ-3
路体盛土工、路床盛土工 路体盛土工、路床盛土工

Ⅲ-5

張コンクリート工 張コンクリート工

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
　　　　　〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）土工編　多点計測技術（面管理の場
合）」に基づき写真測量に用いた全ての画像
を納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

1-2-4-2

法長
※右のいずれかで
撮影する。

掘削工１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 土質等の判別 地質が変わる毎に１回
　　　　　〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回　　〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況と
出来形計測対象点
上のプリズムの設置
状況（プリズムが必
要な場合のみ）がわ
かるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）　多点計測技術（面管理の場合）にお
ける空中写真測量（UAV）および地上写真
測量」に基づき写真測量に用いた画像を
納品する場合には、写真管理に代えること
が出来る。

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 掘削工 1-2-4-2

法長
※右のいずれかで
撮影する。

　　　　　

　　

　

　

　　　　　

　　

　

シース、PC鋼材配
置状況

桁毎に１回
〔打設前〕

幅（上）
幅（下）
高さ

桁毎に１回
〔型枠取外後〕

中詰め及びグラウト
状況

１スパンに１回
〔施工時〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-3-13３
共
通
的
工
種

13 ポストテンション桁製作工 シース、PC鋼材配
置状況

桁毎に１回
〔打設前〕

幅（上）
幅（下）
高さ

桁毎に１回
〔型枠取外し後〕

中詰め及びグラウト
状況

１スパンに１回
〔施工時〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

13 ポストテンション桁製作工 3-2-3-13

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

張コンクリート工 厚さ １施行箇所に１回
〔施行後〕

3-2-3-29-2
側溝工（場所打水路
工）に準拠

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

張コンクリート工 厚さ １施行箇所に１回
〔施工後〕

3-2-3-29-2
側溝工（場所打水路
工）に準拠



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第４節　基礎工

第５節　石・ブロック積（張）工
Ⅲ-10

コンクリートブロック工 コンクリートブロック工

深礎工 深礎工
Ⅲ-9

根入長 全数量
〔掘削後〕

偏心量
数量、基礎径

全数量
〔施工後〕

ライナープレート設
置状況

１施工箇所に１回
〔掘削後〕

土質 土質の変わる毎に１回
〔掘削中〕

鉄筋組立状況 全数量
〔組立後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-4-7４
基
礎
工

6 深礎工 根入長 全数量
〔掘削後〕

偏心量
数量、基礎径

全数量
〔施工後〕

ライナープレート設
置状況

１施工箇所に１回
〔掘削後〕

土質 土質の変わる毎に１回
〔掘削中〕

鉄筋組立状況 全数量
〔組立後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

6 深礎工 3-2-4-6

厚さ(裏込) 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕

法長
厚さ
(ブロック積張)

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-5-3５
石
・
ブ
ロ

ッ
ク
積

（
張

）
工

3 1 コンクリートブロック工
（ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積）
（ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張り）

厚さ(裏込) 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕

法長
厚さ
(ブロック積・張)

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ

ッ
ク
積

（
張

）
工

3 1 コンクリートブロック工
（ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積）
（ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張）

3-2-5-3



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第６節　一般舗装工 コンクリート舗装工（下層路盤工） コンクリート舗装工（下層路盤工）
Ⅲ-18

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12６
一
般
舗
装
工

12 1 コンクリート舗装工（下層路
盤工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 1 コンクリート舗装工（下層路
盤工）

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

Ⅲ-19
コンクリート舗装工（粒度調整路盤工） コンクリート舗装工（粒度調整路盤工）

コンクリート舗装工（セメント（石灰・瀝青）安定処理工） コンクリート舗装工（セメント（石灰・瀝青）安定処理工）
Ⅲ-19

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工（粒度調
整路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工（粒度調
整路盤工）

3-2-6-12

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

12 3 コンクリート舗装工（セメント
（石灰・瀝青）安定処理工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 3 コンクリート舗装工（セメント
（石灰・瀝青）安定処理工）

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

コンクリート舗装工（アスファルト中間層） コンクリート舗装工（アスファルト中間層）
Ⅲ-19

コンクリート舗装工（コンクリート舗装版工） コンクリート舗装工（コンクリート舗装版工）
Ⅲ-20

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

4 コンクリート舗装工（アスファ
ルト中間層）

12３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12６
一
般
舗
装
工

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 4 コンクリート舗装工（アスファ
ルト中間層）

3-2-6-12

石粉、
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ

各層毎に１回
〔散布時〕

スリップバー､
タイバー寸法､
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

鉄網寸法　　　位置 80ｍに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 １工事に１回

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12６
一
般
舗
装
工

12 5 コンクリート舗装工（コンク
リート舗装版工）

石粉、
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ

各層毎に１回
〔散布時〕

スリップバー､
タイバー寸法､
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

鉄網寸法　　　位置 80ｍに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 １工事に１回

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 5 コンクリート舗装工（コンク
リート舗装版工）

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）下層路盤工 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）下層路盤工
Ⅲ-20

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）粒度調整路盤工 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）粒度調整路盤工
Ⅲ-21

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
下層路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
下層路盤工

3-2-6-12

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1212 7 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 7 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
粒度調整路盤工

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）セメント（石灰・瀝青）安定処理工 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）セメント（石灰・瀝青）安定処理工
Ⅲ-21

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）　アスファルト中間層 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）　アスファルト中間層
Ⅲ-21

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1212 8 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安定処
理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 8 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安定処
理工

3-2-6-12

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

12 9 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
アスファルト中間層

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12 整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 9 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）
アスファルト中間層

3-2-6-12



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工） コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）
Ⅲ-22

コンクリート舗装工（連続鉄筋コンクリート舗装工） コンクリート舗装工（連続鉄筋コンクリート舗装工）
Ⅲ-22

薄層カラー舗装工（下層路盤工） 薄層カラー舗装工（下層路盤工）
Ⅲ-22

敷均し厚さ
転圧状況

400ｍに１回
〔施工中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）

敷均し厚さ
転圧状況

400ｍに１回
〔施工中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により「厚さあるいは標高較差」
を管理する場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工（転圧コ
ンクリート版工）

3-2-6-12

石粉、
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ

各層毎に１回
〔散布時〕

鉄筋寸法、位置 80mに1回
〔据付後〕

横膨張目地部ダウ
エルバー寸法､位置

1施工箇所に1回
〔据付後〕

縦そり突合せ目地
部・縦そりダミー目
地部タイバー寸法、
位置

80mに1回
〔据付後〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場合は打設前後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）舗装工編　多点計測技術（面管理の場
合）」により「厚さあるいは標高較差」を管理する
場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 1工事に1回

６
一
般
舗
装
工

12 11 コンクリート舗装工（連続鉄
筋コンクリート舗装工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-12 石粉、
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ

各層毎に１回
〔散布時〕

鉄筋寸法、位置 80mに1回
〔据付後〕

横膨張目地部ダウ
エルバー寸法､位置

1施工箇所に1回
〔据付後〕

縦そり突合せ目地
部・縦そりダミー目
地部タイバー寸法、
位置

80mに1回
〔据付後〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場合は打設前後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」により「厚さあるいは標高較差」を管理す
る場合は各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 1工事に1回

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 11 コンクリート舗装工（連続鉄
筋コンクリート舗装工）

3-2-6-12

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 1 薄層カラー舗装工（下層路
盤工）

3-2-6-13敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

13 1 薄層カラー舗装工（下層路
盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-13



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

薄層カラー舗装工（上層路盤工）　粒度調整路盤工 薄層カラー舗装工（上層路盤工）　粒度調整路盤工
Ⅲ-23

薄層カラー舗装工（上層路盤工）セメント（石灰）安定処理工 薄層カラー舗装工（上層路盤工）セメント（石灰）安定処理工
Ⅲ-23

薄層カラー舗装工（加熱アスファルト安定処理工） 薄層カラー舗装工（加熱アスファルト安定処理工）
Ⅲ-23

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

薄層カラー舗装工（上層路
盤工）
粒度調整路盤工

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1313 2 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 2 薄層カラー舗装工（上層路
盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-13

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1313 3 薄層カラー舗装工（上層路
盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 3 薄層カラー舗装工（上層路
盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-13

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1313 4 薄層カラー舗装工（加熱ア
スファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工（加熱ア
スファルト安定処理工）

3-2-6-13



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

ブロック舗装工（上層路盤工）粒度調整路盤工 ブロック舗装工（上層路盤工）粒度調整路盤工
Ⅲ-24

ブロック舗装工（上層路盤工）　セメント（石灰）安定処理工 ブロック舗装工（上層路盤工）　セメント（石灰）安定処理工
Ⅲ-24

薄層カラー舗装工（基層工） 薄層カラー舗装工（基層工）
Ⅲ-23

ブロック舗装工（下層路盤工） ブロック舗装工（下層路盤工）
Ⅲ-24

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

5 薄層カラー舗装工（基層
工）

13３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-13６
一
般
舗
装
工

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工（基層
工）

3-2-6-13

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-14６
一
般
舗
装
工

14 1 ブロック舗装工（下層路盤
工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 1 ブロック舗装工（下層路盤
工）

3-2-6-14

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工（上層路盤
工）
　粒度調整路盤工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-14 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工（上層路盤
工）
　粒度調整路盤工

3-2-6-14

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

3 ブロック舗装工（上層路盤
工）
　セメント（石灰）安定処理
工

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1414 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 3 ブロック舗装工（上層路盤
工）
　セメント（石灰）安定処理
工

3-2-6-14



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第７節　地盤改良工

第14節　法面工

第15節　 擁壁工

Ⅲ-31

場所打擁壁工 場所打擁壁工
Ⅲ-31

ブロック舗装工（加熱アスファルト安定処理工）
Ⅲ-24

固結工（中層混合処理） 固結工（中層混合処理）
Ⅲ-26

路面切削工 路面切削工
Ⅲ-25

ブロック舗装工（加熱アスファルト安定処理工）

法枠工（現場打法枠工）（現場吹付法枠工） 法枠工（現場打法枠工）（現場吹付法枠工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-1414 4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理
工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は各層毎１工事に１
回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理
工）

3-2-6-14

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 路面切削工 幅
厚さ

１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）舗装工編　多点計測技術（面管
理の場合）」による場合は１工事に１回
〔施工後〕

3-2-6-15 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 路面切削工 幅
厚さ

１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は１工事に１回
〔施工後〕

3-2-6-15

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

9 2 固結工
（中層混合処理）

施工厚さ
幅

1,000㎥～4,000㎥につき1回、又は施工延
長40m(測点間隔25mの場合は50m)につき1
回。
〔施工厚さ　施工中〕
〔幅　施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）表層安定処理等・固結工（中層
混合処理）編」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形管理に関わる写真管理
項目を省略できる。

3-2-7-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

9 2 固結工
（中層混合処理）

施工厚さ
幅

1,000㎥～4,000㎥につき1回、又は施工延
長40m(測点間隔25mの場合は50m)につき1
回。
〔施工厚さ　施工中〕
〔幅　施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形管理に関わる写真管理
項目を省略できる。

3-2-7-9

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長、
幅、
高さ、
枠中心間隔

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）法面工編」に基づき写真測量に
用いた画像を納品する場合には、写真管理
に代えることが出来る。

3-2-14-4
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長、
幅、
高さ、
枠中心間隔

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」に基づき写真測量に用いた画
像を納品する場合には、写真管理に代える
ことが出来る。

3-2-14-4

裏込厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は１工事に１回

厚さ
幅
高さ

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」による場合は１工事に１回〔型
枠取外し後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

1 場所打擁壁工 3-2-15-1裏込厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕

厚さ
幅
高さ

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔型枠取外し後〕

15
擁
壁
工

1 場所打擁壁工３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-15-1



岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 写真管理基準(案)

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】 頁番号

第10編　道路編
第３章　橋梁下部
第６節　橋台工

第７節　ＲＣ橋脚工

第８節　鋼製橋脚工
Ⅲ-47

橋脚フーチング工（Ｉ型・Ｔ型）橋脚フーチング工（Ｉ型・Ｔ型）

Ⅲ-46
橋脚躯体工（ラーメン式）橋脚躯体工（ラーメン式）

Ⅲ-47

橋台躯体工 橋台躯体工
Ⅲ-46

橋脚躯体工（張出式） 橋脚躯体工（張出式）
Ⅲ-46

橋脚フーチング工（門型） 橋脚フーチング工（門型）

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工 厚さ
天端幅(橋軸方向)
敷幅(橋軸方向)
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）構造物工編（試行）」により出来
形管理資料を提出する場合は、出来形計測
状況を１工事１回

10-3-6-8 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工 厚さ
天端幅(橋軸方向)
敷幅(橋軸方向)
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況を１工事１回

10-3-6-8

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工
（張出式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）構造物工編（試行）」により出来
形管理資料を提出する場合は、出来形計測
状況を１工事１回

10-3-7-9 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工
（張出式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況を１工事１回

10-3-7-9

１０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 2 橋脚躯体工（ラーメン式） 厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）構造物工編（試行）」により出来
形管理資料を提出する場合は、出来形計測
状況を１工事１回

10-3-7-9 １０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 2 橋脚躯体工（ラーメン式） 厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況を１工事１回

10-3-7-9

１０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

８
鋼
製
橋
脚
工

9 1 橋脚フーチング工（Ｉ型・Ｔ
型）

幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外後〕

10-3-8-9
１０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

８
鋼
製
橋
脚
工

9 1 橋脚フーチング工（Ｉ型・Ｔ
型）

幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外し後〕

10-3-8-9

１０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

８
鋼
製
橋
脚
工

9 2 橋脚フーチング工（門型） 幅
高さ

全数量
〔型枠取外後〕

10-3-8-9 １０
道
路
編

３
橋
梁
下
部

８
鋼
製
橋
脚
工

9 2 橋脚フーチング工（門型） 幅
高さ

全数量
〔型枠取外し後〕

10-3-8-9



令和２年度変更改定点 岡山県土木工事共通仕様書（令和６年度版）　主な改定内容 プレキャスト製品の確認要領

①　岡山県エココンクリート製品共同組合の製品を使用する場合は、〔４〕に示
す外観確認を除いて、他の確認は省略することができる。
②　岡山県エココンクリート製品共同組合規格の鉄筋コンクリート側溝ふた、芝
台ブロック、角フリューム、水路用Ｌ型、柵渠、大型フリューム、等厚側溝、簡
易床板及びプレキャストπ型ブロック、張りブロックについては、組合認定書
（別冊様式集）と使用報告書（別冊様式集）を提出すること。
③　現場において組合認定マークを確認できるよう設置すること。

①　岡山県エココンクリート製品協同組合の製品を使用する場合は、〔４〕に示
す外観確認を除いて、他の確認は省略することができる。
②　岡山県エココンクリート製品協同組合規格の鉄筋コンクリート側溝ふた、芝
台ブロック、角フリューム、水路用Ｌ型、柵渠、大型フリューム、等厚側溝、簡
易床板及びプレキャストπ型ブロック、張りブロックについては、組合認定書
（別冊様式集）と使用報告書（別冊様式集）を提出すること。
③　現場において組合認定マークを確認できるよう設置すること。

1
（２）JIS規格にない一部製品について （２）JIS規格にない一部製品について〔２〕総則

頁番号

プレキャスト製品の確認要領

項目 現行 改定【改定箇所：赤字】



工事提出書類新旧対照表



様式第１５号
新様式 旧様式

住　所

氏　名

円

円

円

円　　年　 月 　日受領済

円　　年　 月 　日受領済

円　　年　 月 　日受領済

ただし、　　　年　　月　　日契約締結による
市
郡

町
村

銀行
本

支
店 号

　口座名義人 請求人

請 求 額

様式第１５号（工執第３７条関係）

部 分 払 金 請 求 書

年　　月　　日

岡山県　　　　　　　　　殿

　下記のとおり部分払金を支払ってもらいたいので、工事出来形検査済証を添えて、請
求します。

請 負 金 額

出来高価格

受領済金額

〃

〃

地内

                                    工事前払金

　　なお、前払金は下記口座へ振替え願います。

普通

当座
預金

※押印を省略する場合は、「書類発行責任者」及び「担当者」の氏名及び連絡先等を記
入すること。

書類発行責任者
連絡先

E-mail

担　　　当　　　者
連絡先

E-mail

住　所

氏　名

円

円

円

円　　年　 月 　日受領済

円　　年　 月 　日受領済

円　　年　 月 　日受領済

ただし、　　　年　　月　　日契約締結による
市
郡

町
村

銀行
本

支
店 号

　口座名義人 請求人

請 求 額

様式第１５号（工執第３７条関係）

部 分 払 金 請 求 書

年　　月　　日

岡山県　　　　　　　　　殿

　下記のとおり部分払金を支払ってもらいたいので、工事出来形検査済証を添えて、請
求します。

請 負 金 額

出来高価格

受領済金額

〃

〃

地内

                                    工事部分払金

　　なお、部分払金は下記口座へ振替え願います。

普通

当座
預金

※押印を省略する場合は、「書類発行責任者」及び「担当者」の氏名及び連絡先等を記
入すること。

書類発行責任者
連絡先

E-mail

担　　　当　　　者
連絡先

E-mail



様式契－12
新様式 旧様式



様式契－13
新様式 旧様式



様式契－14
新様式 旧様式



様式契－15
新様式 旧様式
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